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午前１０時０１分 開 議

○副議長（笹川圭光君） おはようございます。

これより、本日の会議を開きます。

なお、三浦議長は、遅れてご出席いただくことになっております。

○副議長（笹川圭光君） 本日の議事は、議事日程第２号をもって進めます。

日程第１ 議案第４２号を上程

○副議長（笹川圭光君） 日程第１、議案第４２号男鹿市敬老祝金等支給条例の一部を

改正する条例についてを議題といたします。

提案理由の説明を求めます。渡部市長

【市長 渡部幸男君 登壇】

○市長（渡部幸男君） おはようございます。

ただいま議題となりました、議案第４２号男鹿市敬老祝金等支給条例の一部を改正

する条例について、提案理由のご説明を申し上げます。

本議案は、敬老祝金の支給対象年齢等を見直すため、本条例の一部を改正するもの

であります。

よろしくご審議の上、ご可決賜りますよう、お願い申し上げます。

日程第２ 一般質問

○副議長（笹川圭光君） 日程第２、一般質問を行います。

質問通告書によって、順次質問を許します。

１４番船木正博君の発言を許します。

なお、船木正博君からは、一問一答方式によりたいとの通告がありますので、これ

を認めます。１４番

【１４番 船木正博君 登壇】

○１４番（船木正博君） 皆さんおはようございます。

３月議会一般質問のトップを相務めます、市民クラブの船木正博です。きょうは、

傍聴席にたくさんの皆さんからおいでいただき、誠にありがとうございます。今回
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は、男鹿市の最重要課題である人口減少問題を、先回の一般質問に引き続き、人口減

少問題パート２として取り上げました。それに関連した５項目についての質問です。

どうぞご拝聴のほど、よろしくお願いいたします。

では最初に、若者の雇用対策についての質問です。

先回の一般質問でも、人口減少問題について取り上げ、いろいろ具体的な人口減対

策について提言させていただきました。それらを実行し、人口減少を抑え、かつ、人

口増につなげるためには、まず雇用問題が先決課題であります。いくら婚姻率を高

め、子どもの出産と育成策を講じても、雇用がなければ若者の人口流出はとまりま

せん。現実問題として、収入がその現地で望めないなら、外地へ稼ぎに出るしかない

のです。したがって、居住地は変わっていき、人口流出はとまりません。人口問題に

は、若者の定着、雇用こそが、大切な要素なのであります。

また、人口減少の根本原因の一つには、多くの若者の収入減によるというところに

たどり着きます。仕事があっても、いわゆる雇用格差の中で正社員にはなれず、契約

社員やアルバイトとして働くしかなく、その結果、その人たちの平均収入が大きく低

下し、結婚もできず、結婚したとしても養育費の捻出が困難となり、結果、子どもを

つくりたくてもつくれない若者たちを大量生産してしまったことにたどり着きます。

その問題解決は、結論的には若者が結婚に至る経済力を持たせることとなります

が、では、その目標達成に向けて、企業を巻き込み、行政としてのどのような施策を

講じることができるでしょう。これは、男鹿市単独では完結しない問題ですから、国

や県の施策を有効活用し、男鹿市の持てる資産を可能性へ結びつけることがポイント

と考えます。市長以下、職員諸君には、執念を持って開拓すべき気構えを示していた

だきたいものです。

以上、若者の雇用実態と人口減について申し上げましたが、市長は、この若者の現

状と雇用実態をどのようにとらえ、雇用対策に取り組んでいかれるのかをお示しくだ

さい。

また、地方創生の一環として本市が取り上げる事業がありましたら、お知らせ願い

ます。

では次に、企業誘致対策についてお尋ねいたします。

これまで企業誘致については、ほとんどあきらめムードが漂っていた感がありま
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す。しかし、企業誘致なくして大量の雇用創出はないのです。男鹿市の現状では、立

地条件等非常に厳しい環境下にありますが、これは避けて通れない問題です。既存の

地場産業育成も大事ですが、同時に、こちらも人口減対策としては非常に重要な課題

なのです。どんどん企業誘致が進み、雇用が生まれている大館市の成功例のように、

政策次第では企業誘致も夢ではありません。情報交換を重ね、企業の信頼を築き、効

果的な支援策を講じれば、おのずと実現性は開けてきます。困難を乗り越えて、自治

体としてやる気があれば、それは実現可能なのです。ちなみに、秋田県は、全国学力

テストでトップクラスの成績を誇り、企業にとって優秀な人材確保という利点もあり

ます。あきらめずに一層の奮起を期待したいところです。

それではまず、市長はどのような企業誘致政策を持っておられるのでしょうか。そ

の方策と今後の方向性について、お示しください。

それと、誘致活動において、市長自らの熱意を持ってトップセールスしています

か。これは、首長として大事な役目だと思います。その行動内容をご開示願います。

それとあわせて、以前、企業誘致対策班が設置されていたと思いますが、今も設置

されているのでしょうか。成果が見えてこないようでありますが、設置されていると

したら、その班の編成内容と活動状況、実績等がありましたらお知らせ願います。

続きまして、企業城下町の復興について、ご提案申し上げます。

かつて船川は、日本鉱業の企業城下町として栄えていました。商店街や飲食店街は

活気があふれ、行き交う人でにぎわっていました。当時の勢いを知る者として、懐か

しく、今さらながら今昔の感があります。やがて、日鉱は、ジャパンエナジーから男

鹿テクノへと、社名を変えるとともに縮小し、小規模になっています。日鉱を取り巻

く関連企業もまた、閉鎖を余儀なくされ、失業の憂き目にあっております。まさに、

縮小スパイラルに陥っています。時代背景もあるでしょうが、日鉱の縮小とともに、

船川のまちも衰退してきたと言えるのではないでしょうか。

そこで、復興に向けての一つの提案があります。これは、相手があることなので勝

手には決められませんが、検討する価値は大であると考えております。船川のまち、

ひいては男鹿市全体の復興を願っての提言であります。どうか真摯に耳を傾けていた

だきたいと思います。

では、男鹿市の特徴を生かせる企業誘致策を考えるに、男鹿は海に面しており、大
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規模な港湾を有しているとともに、力のある港湾事業も持っています。また、臨海地

区には、並行して、広大な敷地の中にＪＸ日鉱日石エネルギー社があります。その総

合環境を資質として、今後明らかに膨大な需要が見込める電気自動車用燃料電池のも

ととなる水素製造プラントが、日本全土広域に分布する形で生産拠点が必要となるこ

とが予想されています。まさに、男鹿市はその拠点として打ってつけの条件が揃って

おります。未来のエネルギー創発の情熱を持って、ＪＸ社と男鹿市のコラボレー

ションにより、未来のエネルギー供給基地を目指すべく、正面から検討すべき価値は

絶大であると考えます。

かつて男鹿市は、日本鉱業社の誘致により、多大な雇用の連鎖による人口増をもと

に、経済的にも際立って豊かな時代がありました。男鹿市が持つ地質の優位性を生か

した企業誘致と、若者が十分な所得を得、安心して子どももつくれる環境・文化を育

むという視点から、是非取り組んでいただきたいものであります。それを成し遂げる

ことによって、企業城下町復興も現実のものとなります。決して夢ではありません。

そして、渡部市長の名前は、男鹿市史に永遠に残るでしょう。市長はどのようなお考

えでしょうか、ご返答をお願いいたします。

次に、地域コミュニティと意識調査についての質問です。

人口減少、少子高齢化対策を語る上で、地域コミュニティの存在を抜きにすること

はできません。市内各地区の町内会や婦人会、老人クラブ等の各種団体の構成人数の

推移や、現状と課題を把握しているでしょうか。その上で対策を講じることも大切で

す。各地域が抱える問題点、課題等をお知らせ願うとともに、その対処方法をお聞か

せください。

また、豊かなコミュニティを形成し、住んでよかったと思えるような地域活性化の

ための施策がありましたら、ご説明願います。

さらに、昨年１２月の私の一般質問の答弁で、今年度中に、人口減少、少子高齢化

問題にかかわる市民意識調査を実施するということでしたが、いつころ、どのような

調査方法で、どのくらいの調査人数で実施するのか、教えてください。

また、男鹿市民の総意を結集した対策になるよう、文化会館など利用した、市民有

志や行政代表者、各種団体の代表などを一堂に交えた公聴会的な活動をする考えはあ

るや否や、お知らせ願います。
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次に、これまで取り上げたことを実現するためのシンクタンクの立ち上げについ

て、ご提案申し上げます。

人口減対策は、男鹿市単独での施策では限界があると考えられます。庁内だけのプ

ロジェクトチームではなく、官民学の知識人の参加をも含めて、幅広い英知を集め

て、人口減問題に取り組むプロジェクトを結成し、徹底的に討議してもらうシンク

タンクを立ち上げるべきと思います。そこで、真に有効な政策提言をいただき、実行

したらどうでしょうか。日本で一番危機感を持たれている男鹿市の復興を、市民と行

政が一体となって、本気かつ戦略的に取り組むべき決意のときです。我が男鹿市が消

滅してもいいんでしょうか。この提案を市長はいかがお考えですか。この答弁で、市

長の人口減に対する本気度、深刻さが伺えるところであります。明解なるご答弁をお

願いいたします。

なお、将来の指針として、１０年後の人口減少をどのくらいにとどめ、市内の人口

を何人に設定しているのでしょうか。その数値目標をお知らせ願います。

以上、人口減少問題パート２でした。市長の見識あるご答弁を期待して、１回目の

質問を終わります。ご清聴ありがとうございました。

○副議長（笹川圭光君） 答弁を求めます。渡部市長

【市長 渡部幸男君 登壇】

○市長（渡部幸男君） 船木議員のご質問にお答えいたします。

ご質問は、人口減少問題についてであります。

まず、若者の雇用対策についてでありますが、市では、若者の地元雇用を推進する

ため、毎年６月に、男鹿雇用開発協会及びハローワーク男鹿と共同で、市内の事業所

を訪問し、高校生の求人票の早期提出と地元高校生の採用の依頼をするとともに、機

会あるごとに、市内企業の経営者に対して働きかけを行っております。

さらに、男鹿雇用開発協会主催の求人求職情報交換会に出席し、情報収集に努めて

いるほか、県やハローワークなどが主催する、高校生を対象とした男鹿地域高校生就

職面接会や、県内へ就職を希望する大学生等を対象とした、Ａターン就職面接会の開

催について、市広報や市ホームページで周知するなど、若者の雇用対策に取り組んで

いるところであります。

また、ハローワーク男鹿の平成２７年１月分の月報では、管内のパート職員を除い
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た有効求人倍率は０．９５倍で、前年同月比では０．２６ポイントの増となっており

ます。しかしながら、介護、建設、宿泊業など、ミスマッチが存在する業種からの求

人が多いこともあるため、今後は、このミスマッチを解消するための取り組みを、県

内の高校、男鹿雇用開発協会及びハローワーク男鹿と連携を図りながら進めてまいり

ます。

また、就業する上で有利となる資格取得の経費の一部を助成する、就業資格取得助

成金制度により、雇用対策に努めてまいります。

なお、地方創生につきましては、今後策定する地方版総合戦略において、安定した

雇用を創出する諸施策について検討してまいります。

次に、企業誘致対策についてであります。

本市においても雇用創出を図る上で企業誘致を促進することは、重要かつ効果的な

手段であると認識しており、船川港などに代表される本市の特徴的なインフラや地域

資源を必要とする企業を中心に、誘致活動を展開しております。

誘致活動においては、企業情報の収集や、男鹿市商工業振興促進条例に基づく優遇

措置などの情報提供を行うとともに、当市への進出の働きかけを行っているところで

あります。あわせて、既に立地している誘致済み企業に対しては、市が率先して誘致

済み企業の製品を活用するなどの協力を行いながら、工場の増設や雇用拡大を働きか

けております。

また、企業誘致に関する事務につきましては、現在、観光商工課雇用対策班が３人

体制で担当しており、県と連携を図りながら情報提供や情報収集に努めているところ

であります。

これらの取り組みにより、秋田プライウッド株式会社においては、完成品工場の増

設をしていただいているほか、節水機などを製造している株式会社山王電気製作所に

も進出していただいております。さらに、再生可能エネルギー関連では、野石から五

里合にかけて風力発電施設１２基を建設した、男鹿風力発電株式会社、船越地区に風

力発電施設４基を建設中の、風の王国・男鹿、旧椿小学校及び旧男鹿中中学校の跡地

に太陽光発電施設を建設した、株式会社Ｂ・Ｇ・Ｅから、進出していただいておりま

す。また、諸般の報告でも申し上げましたが、ＪＸ日鉱日石エネルギー株式会社船川

事業所の敷地内に、同社が本市最大の太陽光発電施設を建設する予定となっておりま
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す。

今後も、これらの取り組みを継続し、企業誘致を推進してまいる所存であります。

次に、企業城下町の復興についてであります。

県では、昨年８月、水素エネルギーの大量貯蔵、輸送技術を開発した、プラント大

手の千代田化工建設株式会社と、水素社会の実現に向けた取り組みに関する連携協定

を締結しております。

連携は、再生可能エネルギーの開発と利用を踏まえた水素利用に関すること、水素

社会を支えるインフラの構築に関すること、水素の貯蔵・輸送・エネルギー利用に関

すること、水素社会を目指して地域の活性化を図ること、その他、水素社会の実現に

資する取り組みに関することの５項目となっております。

秋田県では、この連携協定で、県内の再生可能エネルギー電力を利用して水素を製

造・活用する取り組みを進め、次世代エネルギーとして期待される水素を活用した社

会の構築を目指すとしております。

市といたしましても、県と千代田化工建設株式会社との連携に合わせ、市として水

素社会の構築にどのような役割を担うことができるのか、同社を訪問し、横浜市の事

業所内にある大規模水素貯蔵・輸送システムの実証プラントを視察したほか、水素の

今後の活用や、将来秋田県で輸送・貯蔵実証実験が行われることになった場合の、本

市の可能性などについて、意見交換を行っております。

また、世界初の次世代エネルギー都市、北九州水素タウンの実証実験、商用水素ス

テーションの設置など、水素事業を展開している岩谷産業株式会社を訪問し、本市で

の水素関連産業誘致の可能性について、意見交換を行っております。

ＪＸ日鉱日石エネルギー株式会社でも、水素エネルギー社会への取り組みが進めら

れております。現在、燃料電池自動車に水素を供給する商用水素ステーションが、東

京、横浜、北九州の３カ所で運用されており、本市での可能性を探っているところで

あります。

国における２０１３年１２月の水素燃料電池戦略ロードマップでは、今後、水素燃

料電池、定置用燃料電池、燃料電池自動車、水素ステーションなどの活用を大きく広

げ、２０４０年ころまでに水素供給システムを確立するとしております。

今後も県と連携しながら、引き続き、水素関連企業誘致の可能性について、情報収
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集に努めてまいります。

次に、地域コミュニティと意識調査についてであります。

まず、町内会や婦人会、老人クラブの現状と課題についてであります。

現在、市には１４７の町内会があり、自主的な町内会活動が行われております。市

では、地域活動を担う町内会に対し、町内会交付金制度を設け、支援を行っており、

地域自主防災組織としての体制づくり、防災意識の醸成、災害発生を想定した連絡体

制づくり、防災訓練講習会などの自主防災活動事業をはじめ、道路の清掃、草刈り、

側溝の清掃や、ごみ分別、ごみ収集場所清掃管理などの地域環境整備事業、なまは

げ、盆踊りの地域文化継承事業が対象であります。これらの事業は、近隣の町内会が

合同で取り組むことも可能としております。

また、今年度から地域振興基金活用事業交付金の対象事業を公募し、町内会や振興

会等が主催する振興事業を支援しております。

婦人会につきましては、平成２１年度には９地区、会員数９０３名で構成されてい

た男鹿市連合婦人会は、現在７地区、会員数５３３名と、地区婦人会、会員数とも減

少しておりますが、男鹿駅伝競走大会や秋田船方節全国大会、各地区敬老会など、市

の行事でもご活躍いただいております。

老人クラブにつきましては、平成２１年度には７５の地区老人クラブ、会員数３千

１２７名で構成されていた男鹿市老人クラブ連合会は、現在６７の地区老人クラブ、

会員数２千２１７名と、地区老人クラブ、会員数とも減少しておりますが、市の高齢

者生きがいと健康づくり事業の受託や、市防災訓練など市の事業・行事でも、ご活躍

いただいております。

次に、市民意識調査についてであります。

調査は、次期男鹿市総合計画策定のためのアンケート調査として、実施するもので

あります。

調査対象者は、住民基本台帳から無作為で、１６歳以上の男女１千２００人を抽出

し、今週には発送する予定で準備を進めております。

アンケートの内容は、男鹿市の暮らしやすさ、市民の暮らしの現状、個別のまちづ

くりの課題等、まちづくりの基本を大きな調査項目とし、各設問は選択方式による回

答をお願いするもので、今月中の取りまとめと集計を予定しております。
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総合計画の策定に当たっては、市民意識調査の結果を参考にするとともに、行政委

員会の委員や公共的団体の役職員、各地区の代表者、その他地域で活動する団体の代

表者等で構成する策定協議会を設置し、幅広く意見を反映させ、策定してまいりま

す。

次に、シンクタンクの立ち上げについてであります。

平成２６年１１月２８日、まち・ひと・しごと創生法の施行により、平成２７年度

中に、市の人口動向や将来人口推計の分析や、中長期の将来展望を示した、男鹿市人

口ビジョン、及び、人口減少克服地方創生を目的とした男鹿市総合戦略を策定いたし

ます。策定に当たっては、庁内にプロジェクトチームを設置するとともに、住民をは

じめ、産業界、関係行政機関、教育機関、金融機関、労働団体、マスメディア等で構

成する推進組織を設置し、意見を反映していただく考えであり、関連予算を本定例会

に提案いたしております。

なお、将来指針としての１０年後の人口については、地域住民生活等緊急支援のた

めの交付金の地方創生先行型事業において策定する、男鹿市人口ビジョンの中で、出

生率や人口動態を分析し、試算してまいります。

一部訂正いたします。

先ほど、「秋田地域高校生就職面接会」と申すところを、「男鹿地域高校生就職面

接会」と申し上げました。「秋田地域高校生就職面接会」と訂正をお願いいたしま

す。

○副議長（笹川圭光君） 再質問ありませんか。１４番

○１４番（船木正博君） 丁寧なご説明ありがとうございました。私の聞きたいこと、

ほとんど答弁していただきましたので、再質問はないようなんですけれども、その中

で若干再質問させていただきます。

若者の雇用対策については、大分真剣に取り組んでもらっていて、ありがとうござ

います。地元にいたくても、やはり就職がなくて県外に出るという人が大半、かなり

いるわけですね。そういうふうなところもまた頭に入れながら、この対策を組んでい

ただきたいと思っております。

雇用状況、特に若者に関しては、大学進学、卒業して、それから都会の方に就職し

て、戻ってくる人が半分ぐらいよりいないということで、そういうふうなところも考
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えながらですね、今後、Ａターンですか、そういうふうな人たちの働きかけをも、こ

れからどんどんやっていただきたいなと、そういうふうに思っておりますので、それ

は頑張っていただきたいと思います。

ということで、ぜひとも、この若者の雇用なくして人口減の問題は達成できません

ので、一生懸命働いてもらいたいと思います。

それから、企業対策でございますけれども、いろいろな対策を示していただいてお

りました。その中で、市長自らトップセールスしている、具体的なですね、どこに

行ったとか、そういうふうな行動内容等を、もう少し詳しく知りたいと思いますの

で、どうでしょうか。

○副議長（笹川圭光君） 渡部市長

【市長 渡部幸男君 登壇】

○市長（渡部幸男君） まず、最初の若者の雇用ということに関しましては、もちろん

雇用の場も大事でありますけれども、今、市内の小中学生に申し上げておりますこと

は、目標を早く定めて、求められる人材、具体的に申し上げれば、求められる資格、

あるいは経験を積んでもらいたいと。それによって就職の道は、さらに広がるという

ことを申し上げております。そのために、子どもたちには、いわゆる土曜日の学習教

室とか、光通信を使った授業を、中学校３年生に向けて実施いたしております。

私が直接訪問した企業については、先ほど申し上げました、千代田化工建設株式会

社、そして岩谷産業株式会社、それから株式会社山王電機製作所、もともとは秋田市

にあった会社、私が訪問してこちらの方に誘致をお願いした会社、それから、秋田プ

ライウッド株式会社は、本社は東京といいますか、社長は東京の方におりますので、

東京に上京した際は、秋田プライウッドの会社の方にお邪魔して、雇用のことをお願

いしております。その他、いわゆる私は、基本的には自分で会社訪問して、いろんな

話を、情報をとって動いているつもりであります。

○副議長（笹川圭光君） さらに。

○１４番（船木正博君） トップセールスをもっとこう、迫力あるところでお願いしま

す。

それから、地元のですね船越のジョイフルの跡地でございますが、その辺のところ

の、向こうの方の社長と一度お話し合って、まだまだ建てるあれがないということで
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したけれども、その後また市長、向こう方に出かけて、そういうふうな検討とかをお

願いしてきましたでしょうか。

○副議長（笹川圭光君） 渡部市長

【市長 渡部幸男君 登壇】

○市長（渡部幸男君） １２月のご質問の後、大館市を訪問して、株式会社伊徳の社長

とお目にかかってお願いしてまいりました。そのほかにも、会長とはいろんな経済界

の場でお会いしますので、その都度お願いしております。

○副議長（笹川圭光君） さらに。

○１４番（船木正博君） ありがとうございます。その問題も、間髪入れずに何度も訪

問していただきたいと思います。よろしくお願いします。

それからですね、企業誘致の対策、いろいろ現在も活動してるということでござい

ますが、秋田プライウッド株式会社とか株式会社山王電機製作所とかも立地していた

だいたということで、とても強力にやっていただいておりますけれども、まだまだ、

その活動状況というのが、まだまだ我々には、これといったものが見当たらないの

で、もう少し行動範囲を広げてですね、実績等をもう少しつくっていただければあり

がたいなと、そういうふうに思っております。

それから、企業城下町の復興ですけれども、先ほど、秋田県と連携しながら本市で

もいろいろ可能性を探っているということでございます。私は特に、船川のまちので

すね活性化を願ってですね、ＪＸ日鉱日石エネルギーの今の敷地内で、そういった水

素ステーションの生産工場ですか、そういうふうなところをぜひ立ち上げていただい

てですね、そういうふうなことで、あそこを利活用していただきたいと。それはＪＸ

日鉱日石エネルギー等の方の話し合いがなければできないことでございますけれど

も、これから確実に水素社会がやってきますし、自動車メーカーも燃料電池等の普及

をかなり今、推し進めております。特に、国も水素ステーションの整備を進めるのが

急務ということで、補助金等、かなりこう熱を入れてやっているということでござい

ますので、これからぜひですね、水素社会のことを考えてですね、水素生産施設とか

そういうふうなものを男鹿市に一大拠点的にね、もってきていただきたいと。港もあ

るしですね、ＪＸ日鉱日石エネルギーは、石油だったらお手のものでございまして、

今、水素というのは、今のところは、現在は石油とか石炭、化石燃料から抽出してい
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るのが多いようですけれども、これから風力や太陽光の方からも抽出するような方向

になっていきます。ということで、ＪＸ日鉱日石エネルギーも、太陽光ですね、今現

在あそこでやってもらうということでございますので、そういうふうなものを利用で

きれば、これは、すごくこれからの社会に適応したものになるのではないかなと。う

まくいけば、前の日鉱のような、あのような活気あふれる船川になるかもしれま

せん。その辺のところをＪＸ日鉱日石エネルギーともう少しですね煮詰めてですね、

トップセールスしていく考えありますか、お聞かせください。

○副議長（笹川圭光君） 渡部市長

【市長 渡部幸男君 登壇】

○市長（渡部幸男君） 水素に関しましては、さまざまな手法がとられております。先

ほど申しました、千代田化工建設株式会社、これがプラントを建設するという仕組み

でありまして、私は、船川港はもちろんでありますけれども、秋田石油備蓄基地があ

ること、またそれから、対岸に近いことということを、３つの要点がアピールできる

と思って、今アピールしております。いわゆる水素の商用ステーションというのは、

これは基本的には車の多いところからつくりますので、それに今すぐ向かうというの

は、男鹿の場合はアピールポイントがちょっと弱いので、まずは今現在は、県とも連

携している千代田化工建設株式会社が、水素に関しては男鹿市として取り組むべき第

一の相手だと思っております。

○副議長（笹川圭光君） １４番

○１４番（船木正博君） いろいろこう課題等ありますけれども、ぜひその辺のところ

をうまくこう進めていってもらえれば、ありがたいです。ということで、ちょっと話

ずれますけども、今、ＪＸ日鉱日石エネルギーの現有地のところにですね、前に完成

品の備蓄基地、ガソリンとか灯油とかですね、完成品の備蓄基地を検討したいとい

う、そういうふうな話があったように聞いております。もちろん国や県とか企業に打

診したと思いますが、その辺のところ、市長わかっているんでしたら、状況等知って

いるようでしたらご説明願いたいと思います。

○副議長（笹川圭光君） 渡部市長

【市長 渡部幸男君 登壇】

○市長（渡部幸男君） 東日本大震災の後に、一つのいろんな検討の中で製品備蓄も必
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要だという意見があって、検討はされたということであります。ただ、結論から申し

上げますと、男鹿市のところにぜひ製品備蓄をしていただきたいということを、民間

の方々も含めて経済産業省の方にお願いには行きました。ただ、国としてそういう計

画はないということであります。基本的には、製品備蓄に関しては民間のいわゆる施

設を活用すると。いわゆる回転しなければなりませんので、製品というのは劣化いた

します。その費用というのは、いわゆる原油の備蓄とは全く違うものでありますの

で、国としては新たに製品備蓄のものをつくるという計画はない中では、これ以上は

進めないというのが現状であります。

○副議長（笹川圭光君） １４番船木正博君

○１４番（船木正博君） はい、わかりました。市長にですね、ぜひ、もっとスケール

の大きい事業を達成していただきですね、男鹿市の市民に夢と希望と明るさをこれか

ら振りまいていただきたいと思います。ということで、ＪＸ日鉱日石エネルギーのあ

そこの土地は、もっと利用価値があると思いますので、これからどんどん相談してで

すね、何とかしていただきたいと。船川のまちの活性化にもなりますので、ぜひとも

いい方向に向かっていただきたいという要望でございます。

それから、各地区の各種団体のことでございますけれども、懇切丁寧に、かなり詳

しく教えていただきました。だんだん減少してですね、クラブ等も活力がなくなって

いくと思いますけれども、その辺の充実策といいますか、今後の対応策をどのように

考えているのか、地域住民のですね、コミュニティの活性化策というものはお持ちで

しょうか。その辺のところ。

○副議長（笹川圭光君） 渡部市長

【市長 渡部幸男君 登壇】

○市長（渡部幸男君） 先ほど、町内会でも町内会交付金制度は、近接するいわゆる町

内と合同でのいわゆる行事も、町内会交付金制度の対象になると申し上げましたけれ

ども、いろんな団体も、各団体の人数が減ってくるという、これは現実であります。

その中では、やはりやるとすれば、いろんな団体が統合して、いろんな今までやって

た行事をまとめてやるとか、そういうような流れが、いわゆる行事をそのまま続けれ

ることだと思っております。また、もう一つは、今、市が目指しております、過度に

車に頼らない、歩いて暮らせるまちづくりということで、いろんな場に人が公共交通
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機関を活用して動くといういわゆる習慣をできることが、またいろんな意味で人の動

きを活発にするものだと思っておりまして、今、スマートウエルネスシティという、

歩いて暮らせるまちづくりの、これはあくまでも個々人が公共交通機関を使うという

意識を持つということ、そのために、にぎわいをどっかで創出して、そこに集まって

いくと、そういうのがまちづくりということで今注目されておりますので、男鹿市も

まずできる範囲で今それやっているところでございます。

○副議長（笹川圭光君） １４番船木正博君

○１４番（船木正博君） はい、わかりました。それから、アンケートの問題ですけれ

ども、意識調査のアンケートですけれども、今月中にということで、今年度ですから

３月中ですので、やっていただけるということでございます。それで意識調査して把

握した具体的なことをですね、広報とかでこう発信していただけるのでしょうか。

○副議長（笹川圭光君） 山本総務企画部長

【総務企画部長 山本春司君 登壇】

○総務企画部長（山本春司君） お答えいたします。

市民意識調査の結果につきましては、ホームページ、あるいは総合計画の中で、結

果概要について掲載して周知したいと思っております。よろしくお願いします。

○副議長（笹川圭光君） １４番船木正博君

○１４番（船木正博君） はい、わかりました。それから、公聴会的な活動のことです

けれども、いろいろこう、小さいところではやっているようですけれども、大きなで

すね文化会館にですね、一堂に集めてですね、いろいろな討議をしていただくと、そ

ういうふうなことは考えておりませんでしょうか。各団体ごとに、いろいろそういう

ふうな公聴会的なことやっていると思いますので、そういうふうな各種団体いろいろ

集めてですね、その中で、市民も交えて討論会とかしてもらう、そういうふうな公聴

会的な活動をぜひともですね、一度、大きな広場で、広場というか文化会館あたりで

やっていただきたいと思いますけれども、そういう考えはありませんか。

○副議長（笹川圭光君） 山本総務企画部長

【総務企画部長 山本春司君 登壇】

○総務企画部長（山本春司君） お答えいたします。

総合計画策定の際には、民間の方々で構成します策定協議会を設置いたします。そ
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の中で約３０人ほどの方々を委嘱いたしまして、各分野にわたっての意見を募ってい

きたいという考えであります。それからあと、それ以外にも各種団体とは、常日ごろ

からご意見をいただきながら、意見集約しながら計画に反映していきたいということ

で、公聴会的な開催については現在考えていないところでございます。

○副議長（笹川圭光君） １４番船木正博君

○１４番（船木正博君） 私が言ってるのはね、個々の団体のあれではなくて、そうい

うのを一堂に集めていろいろ討論会してもらえれば、もっとまた違った答えが出てく

るのではないかなと。ですから、大きな会場で一堂に集めて、そういうふうなものを

年に１回ぐらい開くとかですね、そういうふうには考えられませんか。もう一度。

○副議長（笹川圭光君） 山本総務企画部長

【総務企画部長 山本春司君 登壇】

○総務企画部長（山本春司君） お答えいたします。

一堂に会して開催することも有効かと思いますけれども、余りにもこう、会場が大

きいところになりますと、なかなかこう発言してくださる方が少なくなるという傾向

がございますので、やはりきめ細かにいろんな方々のご意見を聞くためには、それぞ

れの団体ごとに意見を聞いていきたいというふうな考え方でございます。

○副議長（笹川圭光君） １４番船木正博君

○１４番（船木正博君） そういう考え方もありますでしょうが、いろいろな考え方が

あるということで、もし、今後ともまたお願い、ほかの場でもいろいろお願いします

ので、それは承知いたしました。

それでは、最後のシンクタンクのことでございますけれども、１０年後のですね人

口を何人に設定しているという数値が、先ほどなかったように思いますので、１０年

後の人口は何人ぐらいに想定しているのでしょうか、お願いします。

○副議長（笹川圭光君） 山本総務企画部長

【総務企画部長 山本春司君 登壇】

○総務企画部長（山本春司君） お答えいたします。

推計人口につきましては、先ほど市長がご答弁申し上げましたとおり、この後、男

鹿市人口ビジョンを策定いたします。この中で人口の推計について、その推計人口に

ついて位置づけをしていくことになります。国からは、２０６０年度をめどに策定す
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るようにというふうな提案もされておりますので、その辺を考慮しながら、２０６０

年、あるいは２０４０年を目途にした推計を行っていきたいというふうに考えており

ます。

○副議長（笹川圭光君） １４番船木正博君

○１４番（船木正博君） はい、わかりました。国の日本総合研究所とか国立人口問題

研究所あたりでは、もう１０年後の２０２５年ですか、２万３千８５７人と予想され

ているようでございます。そういうところで、まだそういうふうな数値を出していな

いということでございますが、それをやはり見据えてですね、それ以上にですね人口

が減らないように達成するためには、やはり数値目標をはっきり決めて、それに向

かって進めていくというのが本来のやり方だと思いますので、そういうふうな熱気を

持ってやっていただきたいと思います。

人口減少問題、今回が２回目として取り上げましたけれども、こういったところで

ございますが、もう一つですね、先ほど、市長が言っておられましたハローワーク男

鹿管内の有効求人倍率は０．９５ということで、この前の新聞にも出ておりましたけ

れども、県の平均で１．０３倍になっておるんですよね。男鹿市はそれより低い０．

９５倍ということでございますが、これでも最近はだんだんよい方向で来ているよう

です。社会の方も経済的にもよくなってきているという背景もあるでしょうが、県と

同じくらいのね、レベルになっていただければありがたいんですけれども、０．９５

というのは男鹿市としては今のところはいいと思いますが、これから１０年後、それ

をですね何倍の目標にもっていくのか、先のことはわからないと言われればそれまで

ですけれども、そういうふうな目標値とかありましたらお聞かせ願います。

○副議長（笹川圭光君） 山本総務企画部長

【総務企画部長 山本春司君 登壇】

○総務企画部長（山本春司君） お答えいたします。

雇用問題につきましては、この後、男鹿市総合戦略、今後５カ年間の計画、戦略を

立てることになっております。その中で、いろいろな指標、目標を掲げることになっ

ておりまして、大きな基本目標の中には雇用対策ということもございますので、有効

求人倍率になるかどうかわかりませんけれども、雇用人数をどの程度確保するかとい

うことを定めていきたいというふうに考えておりますので、よろしくお願いいたしま
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す。

○副議長（笹川圭光君） １４番船木正博君

○１４番（船木正博君） 私の質問が時期が早かったのかな、総合戦略ができないとわ

からないというお話でございますが、総合戦略もあるでしょうが、これはもう何年も

前々からそれはやっぱり考えておかなければいけないことで、ある程度の目標を持ち

ながらやっていかないと、そういうふうなものをクリアするというのはなかなかでき

ないと思いますので、企業誘致なり雇用の場の確保に力を入れるということは、そう

いうふうな目標があってできるという話ですので、そういうふうなことをしっかり

やっていただいて、もっと加速していただいてですね、お願いしたいと思います。

ということで、今、数値的なことは余り聞けませんでしたので、これから総合戦略の

方でまとめるということでございます。これからそうすれば、徐々に私もそういうふ

うなところに参加して、意見を申し述べたいと思います。

ということで、ありがとうございました。終わらせていただきます。

○副議長（笹川圭光君） １４番船木正博君の質問を終結いたします。

次に、１０番吉田清孝君の発言を許します。１０番

【１０番 吉田清孝君 登壇】

○１０番（吉田清孝君） たくさんの市民の皆さんから議会を傍聴していただき、誠に

ありがとうございます。市政に深い関心を示していただき、我々議員に声を届けてい

ただければと思います。

昨年の市議会改選から、早いもので１年になろうとしております。私自身、大変大

きな市民の皆さんの負託を受け、初心を忘れず、信念を持って、残された３年余り、

議会活動をしてまいりたいと思っております。改選後の初議会のとき、本会議当日の

会派からの離脱、そして、その議員が議会の３役と言われる副議長、議会選出の監査

委員に選出されるという、余りにも露骨で前代未聞の議会の姿にあぜんとし、強い衝

撃を覚えたものであります。公職選挙法第２２１条においては、買収及び利害誘導罪

として、公私の職務の供与、その供与の申込み若しくは約束をし、供応接待、その申

込み若しくは約束をしたときに成立し、これらの行為者が罰せられるとあります。

我々議員は、法律を遵守し、高い倫理観と道徳心、モラルが強く求められており、誤

解を招くようなことは断じてあってはならないのであります。議会においては、議会
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倫理条例も制定されております。かつて旧若美町においては、政争のまちと言われた

こともあったようですが、合併して１０年、新しい男鹿市にあって、その始まりに

なったような気がする忘れらない出来事でありました。

合併時において、男鹿市の議員が４年の任期のところを３年で、若美町の議員は４

年のところを５年と、一体この大きな違いは何であったのか。

合併して１０年の節目の年でありますが、私は議会の中で、本当に合併してよかっ

たのかなと、たびたび感じているのが率直な気持ちであります。特に自主財源の少な

い、財政事情が脆弱な２市町の合併でありました。合併時にサービスはいい方にとい

う、まるで魔法のような、そして、あめとむちの、あめの部分ばかり象徴されまし

た。旧若美町では、ごみ袋が下がったという話もありました。今、そのごみ袋を値上

げすることにも難儀しているようであります。

このたびようやく、鵜木にある若美幼稚園が、保育料として段階的に値上げ改定さ

れるようであります。市では保育園の経営について、平成２５年度から社会福祉法人

男鹿保育会に指定管理者制度を活用し委託しておりますが、経費の節減も図られてい

ると思いますし、この際、子育て支援、人口減少対策からも、思い切って保育料の値

下げを考えたらどうでしょうか。市民は、平等な負担と平等な行政サービスの提供を

受けなければなりません。いまだに旧若美町と旧男鹿市と、行政サービスの違いや負

担の違う部分がありましたらお知らせ願いたい。

市長は、この１０年を振り返り、財政的にどう変わってきているのか。市民にとっ

て、何が合併してよかったのか、合併時に描いた新市の姿との乖離、現在の課題な

ど、ご所見をお聞かせ願いたいのであります。

次に、男鹿市総合計画についてお伺いします。

今や、地方創生とか人口減少ということが、降ってわいたように言われておりま

す。我々議員は、男鹿市の現状において、絶えず地域の活性化、人口減少や少子高齢

化の現状を憂い、何とか活力ある男鹿市にしたいということで、議会活動をしてきて

いるはずであります。市長も就任して間もなく６年、同様に考え、本当に努力を重ね

ておられるものと思います。しかしながら、合併して１０年で約６千人の人口が減

り、間もなく３万人も切れるのであります。そして、１０年後には２万３千８００

人、２０４０年には今の半分近くになると予想されております。



- 55 -

男鹿市総合計画後期基本計画が、今年、最終年度となりますが、残念ながら人口減

少に歯止めがかからず、少子高齢化という大変厳しい現状であります。市長が就任し

て自ら策定した、この後期基本計画と人口減少という厳しい現状を、どのように考え

ておられるか、お聞かせ願いたいのであります。

就任当初から、市長の行政運営の一つの考え方に、交流人口の増加が定住人口の増

加につながるということを、よく申されております。今でもその考え方に変わりはな

いか。また、民間企業の出身らしく、結果を出すことを主張しておられました。市長

の言う結果とは何なのか、お聞かせ願いたい。そして、その結果を出すためにどのよ

うな行政運営をなされてきたのか。男鹿市総合計画と照らし合わせてお聞かせ願いた

い。

今の現状をしっかり分析しながら、将来の対策をすることが極めて大事でありま

す。今日、国や県は、地方創生に大変な力を入れております。県においては人口問題

対策課を設置し、佐竹知事は、雇用創出のための産業振興、移住・定住対策、少子化

対策、新たな地域社会の形成を４つの柱とする考えを示しております。自主財源の少

ない我が男鹿市が、どのような考えと戦略、知恵を持ちながら、県や国をどう動かす

かが試されております。市長はどのような対応とお考えを持っておられるか、お伺い

します。

次に、農業振興に係る減農薬米と補助金のあり方についてお伺いします。

市では、稲作農家の多い本市における農業振興策として、５０パーセント減農薬米

の標準化に向けて、平成２３年度から平成２７年度まで、同一圃場３カ年助成対象事

業として、男鹿中地域において、おが減農薬米栽培実証事業として１０アール当たり

１万円を補助しており、平成２３年度から２６年度までの事業実績として、延べ農家

数２００戸に対し、助成額３千２４８万円余りであり、２７年度予定額８７０万円を

加えますと、約４千万円の助成額がＪＡを通して支給されております。稲作農家が多

いことから、米に付加価値をつけ、環境にもよいことから、市長は非常に力を入れた

わけであります。これだけの予算をつぎ込んだわけですが、どのような形で今農業振

興につながっているのか、お知らせ願いたい。

米価が低迷している中で、なぜ男鹿中地域以外にもこの５０パーセントおが減農薬

米栽培実証事業が実施できないのか、その理由をお聞かせ願いたいのであります。
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また、ＪＡ秋田みなみを通して、１０アール当たり１万円を農家に補助してきたわ

けですが、この５０パーセント減農薬米がすべてＪＡ秋田みなみに集荷されて管理さ

れておられるのか、お知らせ願いたい。

また、これとは別に、おが産減農薬米利用支援事業費補助金として、学校給食への

男鹿産減農薬米の利用を促進し、食と農に対する理解はもとより、米の消費拡大や減

農薬米の啓発普及を図るとして、通常米との価格差に助成するということで、平成２

３年度から平成２５年度までの３年間、米飯給食にこの減農薬米を納めているＪＡ秋

田みなみと男鹿無洗米安定供給の会に助成支給されております。通常米との価格差と

いうことで、２２年産米は１キロ当たり６７円、２５年産米に至っては１キロ当たり

７６円ということで、３年間にわたって総額５０７万６千２０円を補助しているとい

うものであります。通常米との価格差が１俵当たり、２２年産米が４千２０円、２５

年産米に至っては４千５６０円であります。これほど男鹿産減農薬米が、市場から評

価されていたのでしょうか。ＪＡ秋田みなみが農家から買い上げていたのでしょう

か。それでしたら、本当に農家にとってありがたいことです。苦労してつくるかいが

あるわけです。今や１俵当たり８千５００円という中にあって、農家のためにも、こ

の５０パーセント減農薬米を男鹿中地区以外にも栽培し、補助金を継続しながら、ブ

ランド米として確立し、稲作農家を育成することが、農業振興につながると思いま

す。

しかしながら、残念なことに、現実には通常米の価格と、ほとんど変わらないと聞

いております。

そこでお伺いいたします。

なぜ、通常米との価格差がないにもかかわらず、ＪＡ秋田みなみと男鹿無洗米安定

供給の会に補助金を出したのでしょうか。その経緯と考え方をお聞かせ願いたいので

あります。

次に、男鹿地域振興公社の経営についてお伺いいたします。

平成８年４月１日に男鹿地域振興公社という第三セクターが設立されており、地域

経済の活性化、地域づくりのために経営がなされていると思いますが、その運営、経

営の成否によって、男鹿市の行財政に重大な影響を及ぼすものであります。主に、温

浴ランドおが、国民宿舎男鹿、夕陽温泉ＷＡＯ、なまはげ館の指定管理業務等の事業
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を実施しておりますが、平成２５年度決算を見ますと、営業収益は約２億９千６９１

万１千円、市からの管理受託料は６千８２万５千円となっております。当期利益が約

１４７万５千円の赤字であります。平成２７年度には、５年目の最終の指定管理業務

期限であります。

そこでお伺いいたします。

１、男鹿地域振興公社の収支構造、財政支援効果等を十分に検討し、これから予想

される問題点の把握に努めておられるか。

２、職員等の知識・経験・能力等が十分に活用されているか。

３、男鹿地域振興公社と市の施策とは密接な関係を有し、その経営いかんによっ

て、市の財政や住民生活に大きな影響を与えることから、その経営責任を明らかに

し、確固たる責任体制に基づいて、組織業務運営・管理が行われるべきと思うがどう

か。

私は、男鹿地域振興公社が最大限の効率的な運営・経営がなされ、市と連携を強化

し、地域活性化、地方創生の先頭に立つべきと考えておりますが、市長は、男鹿地域

振興公社の経営の現状をどのように考えているか、お聞かせ願いたい。

人口減少と少子高齢化社会の今日、議会の果たす役割は誠に大きく、我が市民クラ

ブは、自分のことよりも利他の心で、男鹿のため、市民のためという共通認識を持ち

ながら、市長はじめ市当局と議論を重ねてまいりたいと考えておりますので、よろし

くお願いをしたいと思っております。

以上で１回目の質問を終わります。

○副議長（笹川圭光君） 渡部市長

【市長 渡部幸男君 登壇】

○市長（渡部幸男君） 吉田議員のご質問にお答えいたします。

ご質問の第１点は、合併１０年、現状と課題についてであります。

まず、保育料についてであります。

４月から施行される子ども・子育て支援新制度では、保育所、幼稚園、認定こども

園、保育事業等の保育料の額については、市町村が定めること。保育料は、市内にお

ける施設、事業の種類を問わず、同一の水準となるものであること。また、保育料の

額は、世帯の状況、その他の事情を勘案して、現行の幼稚園、保育所の水準をもと
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に、国が政令で定める額を限度として定めることと規定されております。このことか

ら、関係する条例の制定について、本議会に提案いたしております。

条例では、保育料の額については規則で定めることとしておりますが、新制度のも

とでの保育料の設定にあたっては、国の保育料の徴収基準額において、現行の負担額

の水準をもとに定められていることから、市においても、現行の負担水準を維持する

ことを基本とする方針としております。現行の市立保育園の保育料は、国の徴収基準

額表から市単独で平均して約２５パーセントを軽減しているほか、所得区分の段階

を、国では８段階としているところを、低所得者の負担軽減に配慮し、１４段階とし

ていることから、新制度における保育料も同様の措置をとることとしております。

また、現行制度では、保育料助成の本市独自の支援として、上の子どもの在園にか

かわらず、戸籍上の第３子以降の児童について、すべて無料としており、これらにつ

いても引き続き実施してまいります。

このようなことから、保育料の値下げについては困難であると考えております。

次に、旧男鹿市と旧若美町との行政サービスの違いや負担の違いについてでありま

す。

合併協議においてまとめられた合併協定書に記載された行政サービスや住民負担に

関する項目について、合併時及び合併後の取り組みを通じて調整が完了しており、現

在、地域間の違いはないものであります。

次に、合併後の現状と課題についてであります。

旧男鹿市と旧若美町は、国の合併推進策を契機に、それぞれの将来のまちづくりに

おける課題を検討し、その解決のため、平成１７年３月、対等合併したものであり、

本年で合併１０周年の節目を迎えるものであります。

財政状況につきましては、合併時には、普通会計ベースで新市の歳入歳出それぞれ

の総額を、平成１７年度には１６６億６千８００万円、平成２５年度には１３８億８

千２００万円と計画しておりましたが、各年度の決算では、平成１７年度が１７８億

２千６００万円、平成２５年度が１７１億８千１００万円となっており、合併時の財

政規模をほぼ維持しております。しかしながら、地方自治体の財政の弾力性を示す指

標である経常収支比率では、平成１７年度決算の９２．７パーセントに対して、平成

２５年度決算では９３．７パーセントとなっており、依然、硬直的な財政運営となっ
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ております。さらに、平成２５年度には、歳入面では、国家石油備蓄基地の国有財産

台帳価格の見直しによる国有資産等所在市交付金の減などにより、市税で大幅な減収

となり、一方、歳出面では、社会保障関係費等が増加したため、財政調整基金の取り

崩しにより財源不足を補うなど、近年、財政運営は厳しさを増してきております。

合併により市民にとってよくなった点としましては、合併特例債等、合併に伴う

国・県からの財政支援措置を活用し、住民サービスの維持向上が推進されたことが挙

げられます。これまで、県道船越払戸線、打ケ崎飯ノ森線など、道路交通ネットワー

クの形成、上水道施設の改築、防災行政無線統合整備、学校耐震化工事、野球場・陸

上競技場改修等のインフラ整備への重点投資を実施してまいりました。

合併時に描いた新市の姿と現在の状況を比較しますと、合併時には、平成２７年の

目標人口を３万３千人としておりましたが、本年１月末現在の住民基本台帳の人口は

３万２０５人となっております。世帯数につきましては、合併時には、平成２７年に

は１万２千１１８世帯と見込んでおりましたが、本年１月末現在では１万３千２８０

世帯となっております。就業人口につきましては、平成２年、７年、１２年の国籍調

査をもとに、合併時には、平成２２年の時点で１万６千７３６人と推計しておりまし

たが、平成２２年実施の国勢調査では１万３千９１６人となっております。

本市にとっての最重要課題は人口減少問題であることから、今後も市民の皆様と一

体となり、取り組んでまいりたいと存じます。

ご質問の第２点は、男鹿市総合計画と少子高齢化と人口減少対策についてでありま

す。

まず、総合計画後期基本計画と人口減少の現状についてであります。

これまで、産業の振興、保健及び福祉の増進、都市及び生活基盤の整備、安全・安

心対策の推進、人材の育成、住民と行政がともに育む地域づくりを基本目標に、各施

策を推進してまいりました。

平成２２年１２月に策定したこの計画では、平成２７年度の目標人口として３万５

８８人を上回ることを目指しておりましたが、平成２７年１月末現在の住民基本台帳

の人口は３万２０５人となっております。本市の人口動態を秋田県年齢別人口流動調

査の数値で比較すると、自然動態では、平成２２年が出生１３０人、死亡４８４人

で、３５４人の減、減少率は１．７パーセントに対し、平成２６年が出生１１１人、
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死亡５１８人で、４０７人の減、減少率は１．３４パーセントとなっております。社

会動態では、平成２２年が転入６１５人、転出９００人で、２８５人の減、減少率は

０．８６パーセントに対し、平成２６年が転入４８９人、転出７９４人で、３０５人

の減、減少率は１．０パーセントとなっております。

今後も、結婚支援、子育て支援、定住支援に努めてまいります。

次に、行政運営の考え方についてであります。

国では、人口減少、少子化、高齢化が進行する中、国内外からの交流人口の拡大に

よって地域の活力を維持し、社会を発展させるとともに、諸外国との交流を深めるた

め、観光立国実現に向けたアクションプログラムを進めております。その具体的な取

り組みの一つとして、訪日外国人旅行者数２千万人というインバウンドの拡大に向

け、中国や東南アジア諸国への集中プロモーションを強化することとしております。

また、県においても、平成２７年度の重点施策において、交流の拡大につなげるた

め、東南アジアからの直接的な誘客促進や、欧米等から首都圏を訪れる観光客の秋田

への誘客促進を図ることとしております。

市では、国・県の施策の推進に合わせ、交流人口の拡大に努めているところであり

ます。交流人口の拡大を図ることは、市内の消費拡大が地域の活性化につながり、雇

用の場の確保から定住が期待されると考えております。

次に、結果を出すことについてであります。

国のまち・ひと・しごと創生長期ビジョンに示された、我が国の人口の推移と長期

的な見通しでは、人口減少が現状で続けば、２０１３年の１億２千７３０万人から、

２０６０年には８千６７４万人となると推計されております。２０４０年に合計特殊

出生率が、人口の維持が図られると言われる２．０７に回復したと過程した場合、２

１１０年に人口減少が止まり、９千２６万人で安定していくとされており、人口の減

少が止まるまでは７０年を要すると試算されています。人口問題については、結果が

出るまでには長い時間を要するものと認識いたしております。

地方版総合戦略においては、安定した雇用の創出、地方への人の流れの創出、若い

世代の結婚・出産・育児の支援、地方に合った地域づくりと安心な暮らしを守ること

を基本目標としており、この目標に向けて取り組んでまいります。

次に、結果を出すため、どのような行政運営を行ってきたかについてであります。
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社会経済状況の変化に対応するため、費用対効果を意識し、個別の課題解決を相互

に結びつけ、その相乗効果によって進展を図る行政運営を行ってまいりました。これ

まで、総合計画後期基本計画に基づき、各施策の実施計画を定め、ローリング方式に

より随時見直しを行いながら、施策の推進に取り組んでまいりました。

後期基本計画における人口減少対策につながる事業として、産業の振興では、観光

イベント事業、観光誘客宣伝事業、農業夢プラン応援事業、物産販路拡大事業、企業

誘致対策事業、就業資格取得支援事業、新規就農者経営開始支援事業、漁業担い手育

成支援事業などにより、観光、農林水産業、商工業の振興を図り、雇用の場の確保に

努めてまいりました。

保健及び福祉の増進では、子育て応援米支給事業、妊婦健康診査、出産祝金支給事

業、第３子以降の保育料免除、育児用品購入補助、不妊治療助成などにより、子育て

環境の整備、健康づくりの推進を図ってまいりました。

生活の基盤整備では、公営住宅建設事業、市内子育て世帯向け支援住宅の建設、住

宅リフォーム助成事業、光通信網整備事業、流域関連公共下水道事業などにより、定

住環境の整備、情報化の推進を図ってまいりました。

次に、地方創生についてであります。

地方創生への取り組みには、人口減少対策が必要であるととらえており、結婚支

援、子育て支援、定住支援に努めてまいります。平成２７年度の主な施策・事業でも

申し上げましたが、出会いサポートセンター事業、妊娠・出産・育児包括支援事業、

子育て支援応援プラン事業、親元近居同居支援事業を、地域創生先行型事業として実

施するとともに、平成２７年度内に策定する男鹿市総合戦略の中で、これらの事業を

人口減少対策に係る施策として位置づけてまいります。

本市は、全国市長会少子化対策子育て支援に関する研究会に参画しており、国に対

して、地方が地域の実情に沿った施策を進めるため、子ども医療費の無償化、保育

料・幼稚園授業料負担の軽減、産科・小児科等の地域医療の充実については、国が全

国一律で実施すべきであること、地方の働く場の創出支援とともに、東京圏への人口

の一極集中の是正を図ることのほか、地方が自立して人口対策、地方創生を実現でき

る財源の確保などについて、緊急アピールで働きかけております。

ご質問の第３点は、減農薬の米についてであります。
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減農薬の米の取り組みについては、宮城県の環境保全米や青森県のクリーンライス

をはじめ、米の主産県において、環境を意識した農薬・肥料を削減する取り組みが進

展していたことから、秋田県では平成２１年度に、県産米の市場での優位性を向上さ

せ、早期売り切りを図るため、ＪＡ全農あきたなどと一体となって、５０パーセント

減農薬の米のあきたｅｃｏライスプロジェクトを立ち上げ、環境保全に配慮した新た

な秋田米づくりをスタートさせました。県のふるさと秋田農林水産ビジョンでは、秋

田米を中心とした水田フル活用の推進に位置づけられたあきたｅｃｏライスの販売シ

ェアの目標を、平成２１年度時点では、平成２５年度には５０パーセント、平成３２

年度には９０パーセントといたしております。

本市では、平成２２年度に男鹿中地区の認定農業者１名の圃場が、あきたｅｃｏラ

イスモデル地区に設定されたことを機会に、農業者研修会を開催して、５０パーセン

ト減農薬の米の啓発普及に取り組んでおります。５０パーセント減農薬の米を、環境

への配慮はもとより、省力・低コスト化に資する技術として、本市においても標準的

な栽培方法とする必要があることから、平成２３年度より、おが減農薬米栽培実証事

業を実施し、早期の売り切りと生産コストの低減により、これまで以上に消費者ニー

ズに対応した安全な男鹿産米の標準とするべく、作付拡大に支援してまいりました。

男鹿中地域を選定した理由につきましては、農薬の空中散布を実施していない区域

があったこと。まとまった面積が確保できたこと。実証区域内の対象農業者の理解協

力が得られたことなど、事業実施の条件が整っていたことによるものであり、平成２

７年度まで実証実験を行うことといたしております。

男鹿中地域以外の取り組みにつきましては、若美地区の農家６戸が男鹿市水稲直播

研究会を組織し、低コスト稲作の実現を目指し、直播栽培による省力化と合わせ、５

０パーセント減農薬の米を栽培しております。市では、この取り組みを水稲直播・減

農薬栽培実証事業により、平成２８年度まで支援することとしております。

次に、男鹿産減農薬米の出荷の状況についてであります。

平成２６年度のおが減農薬米栽培実証事業の補助金は、ＪＡ秋田みなみを通じて、

対象農家６１戸に交付しておりますが、全国主食集荷協同組合連合会に加盟の集荷業

者のみ出荷契約している農家は４戸、その他は、ＪＡ秋田みなみとのみ出荷契約して

いる農家、及びＪＡ秋田みなみを含む複数の出荷契約先がある農家となっておりま
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す。

また、水稲直播・減農薬栽培実証事業の補助金は、男鹿市水稲直播研究会を通じ

て、実証事業に取り組む研究会の農家６戸に交付しており、全量、ＪＡ秋田みなみへ

出荷されております。

次に、男鹿産５０パーセント減農薬の米の学校給食米への助成についてでありま

す。

１２月定例会でもお答えしておりますが、市内の学校給食へ供給するため、平成２

５年産米については、子育て応援米協定価格である１俵当たり２万３千７６０円と、

秋田県学校給食会の学校給食用米供給価格である１俵当たり１万９千２００円の差額

４千５６０円を、ＪＡ秋田みなみと男鹿無洗米安定供給の会へ助成したものでありま

す。

ご質問の第４点は、男鹿地域振興公社の経営についてであります。

まず、同公社の収支構造、財政支援効果と、これから予想される問題点についてで

あります。

同公社全体の過去３年間の状況といたしましては、平成２３年度の収益は２億７千

７９３万９千円、そのうち指定管理料５千７６４万３千円で、収支は７９２万５千円

の赤字。平成２４年度は、収益２億８千９７２万９千円、そのうち指定管理料５千６

１１万円、東北電力の賠償金９６８万２千円により、収支は５４２万４千円の黒字。

平成２５年度は、収益２億９千７３４万１千円、そのうち指定管理料５千５２０万円

で、収支は１４７万５千円の赤字となっております。

同公社が管理運営している主な施設の状況として、なまはげ館については、市から

の指定管理料の支払いはなく、平成２３年度は、収益６千７５２万円で、収支は１６

７万５千円の赤字。平成２４年度は、収益８千１万円で、収支は４４０万６千円の黒

字。平成２５年度は、収益１億４９９万２千円で、収支は４８４万６千円の黒字と

なっております。

夕陽温泉ＷＡＯについては、平成２３年度は、収益６千６４２万円、そのうち指定

管理料３千２６１万円で、収支は３２８万６千円の赤字。平成２４年度は、収益６千

４１０万２千円、そのうち指定管理料３千２０１万円で、収支は２２４万４千円の赤

字。平成２５年度は、収益６千５４９万６千円、そのうち指定管理料３千１１０万円
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で、収支は８９万３千円の黒字となっております。

国民宿舎男鹿については、平成２３年度は、収益３千４７８万１千円、そのうち指

定管理料２９３万３千円で、収支は２６５万９千円の赤字。２４年度は、収益３千９

００万６千円、そのうち指定管理料２００万円、東京電力からの賠償金４７８万１千

円で、収支は１５０万７千円の黒字。平成２５年度は、収益３千４５４万３千円、そ

のうち指定管理料２００万円で、収支は３７０万円の赤字となっております。

温浴ランドおがについては、平成２３年度は、収益６千６１８万３千円、そのうち

指定管理料２千２１０万円で、収支は２５８万６千円の赤字。平成２４年度は、収益

６千３３３万２千円、そのうち指定管理料２千２１０万円で、収支は１５２万６千円

の赤字。平成２５年度は、収益５千９３０万９千円、そのうち指定管理料２千２１０

万円で、収支は６７２万１千円の赤字となっております。

同公社は、現在、正社員８名、臨時社員１８名、パート１４名、開設員１名、宿直

代行員１名、嘱託職員２名の、合計４４名体制で７施設の管理運営にあたっておりま

す。限られた人員の中で業務を行っておりますが、今後とも研修等を実施するなど、

社員の資質向上を図ってまいります。

昭和４２年開業の国民宿舎男鹿においては、施設の老朽化による改修費の増大が見

込まれることなどから、そのあり方について検討してまいります。市といたしまして

は、今後とも同公社と一体となって施設を効率的に管理運営し、健全運営を目指して

まいりたいと存じます。

訂正させていただきます。

先ほど、秋田県年齢別人口流動調査の数値で、平成２２年の減少率を「１．７」と

申し上げましたが、「１．０７」であります。訂正いたします。

また、地方創生のところで、親元近居同居支援事業を「地域創生先行型」と申しま

したが、「地方創生先行型」の誤りであります。訂正いたします。

○副議長（笹川圭光君） １０番吉田清孝君の発言を許します。

○１０番（吉田清孝君） 今、地域振興公社の方からいきたいと思うんですけれども、

私、何も中身までは聞いてないですよ。そのね、３年間の数字というのは私も把握し

てます。私が聞いたのは、予想される問題点の把握に努めておるかと。例えば、今回

でも、ＷＡＯについてはポンプが壊れた。今ちょこっと言ったのは、国民宿舎の件。



- 65 -

国民宿舎もね、２５年度においては、市長詳しく言った、それ聞いてなかったけれど

も、市の受託が約２２１万円プラス赤字が６６７万円で、２５年度においても約９０

０万円のお金が市からいってるわけです。そして今、さっき市長が言われたようなこ

とが今後の問題点であると。今、私聞いたのに、その答弁１点ぐらいだなという感

じ。例えば温浴ランドおがは１億円近くかけましたよね、新たに温泉を掘って。だけ

ども、今の現状の中で、市長自身がね、この４つ、大きな施設ですよ、温浴ランドお

が、なまはげ館、国民宿舎、それから夕陽温泉ＷＡＯ、全体的に２億９千万円の仕事

をしてるけれども、一番肝心なのは、今の問題点をどういうふうに把握して、そして

この経営体制でいいかということを聞いてるんですよ。職員がいてこうだという、副

市長が社長になってて、この２億９千万円の仕事をしてて、現状でいいですかと、経

営の仕方を。現実問題として、さっき言ったような、国民宿舎はね、２００万円の市

からの受託で３６５万円、５６５万円のまず赤字経営でしょう、実質。そしてさっき

言ったのは、温浴ランドおがですよ。温浴ランドおがは約９００万円だと。こういう

ふうに赤字経営が進んできてるという部分で、そして夕陽温泉ＷＡＯにおいては、ま

ず老朽化してると、そういうことを今後の経営計画の中で男鹿地域振興公社、副市長

が社長になってて、こういうことがやっていけるんですかと。これを見るとね、ま

ず、さっき６千万円余りを市からやってると。その大きなのは温浴ランドおがの２千

２００万円でしょう。そして、夕陽温泉ＷＡＯが３千２００万円だと。男鹿地域振興

公社がずっと、言葉悪いけども、これはもう市から受託して、この金額はもう来る

もんだと。なおかつ、来てもこうだと。一方においてはね、市長ね、なまはげ館があ

るわけでしょう。なまはげ館はね、あなたさっきそこまで言ったかちょっと、あんま

り詳しくしゃべってて私そこ聞いてなかったから、私それ調べててね、なまはげ館が

２４年度には８千万円の収益ですよ、収入。それが２５年度に１億円ですよ。１億円

の仕事をなまはげ館がしてる。そして、その経営結果ってどうだかっていうとね、８

千万円の仕事でも、これ利益出してますよ。市からお金出さなくて、４千４００万

円。そして、１億仕事してても４千８００万円の利益をあげてると。あなた、私聞い

たの、こういう４つの施設のさまざまな問題をどうとらえて、今までのね、そして今

まで副市長がね、エキスパートでいろんなことを、副市長はいろんなことわかって、

判子押してこうやってきたわけですよ。今度、体制変わるでしょう。こういう契機の



- 66 -

中で、こういうことは、今の現状のままではいけないのではないかと。そして私の質

問してるのは、この地域振興公社を地域活性化とか地方創生の先頭にこうやって、こ

こに改革すべきいろんな問題点が網羅されてるんじゃないですかと、抱えてる問題点

を把握する。何か今の答弁を聞くと、現状のままのことを言ってね、このままでいく

と、市長、私、市長一番得意な部分だと思って聞いてるんですよね。こういうことを

改革して、このままだとね、２億９千万円の仕事ですよ、そして６千万円ってやつ

が、漫然とこうなってるのではないかなということで、こういろいろ聞いたんだけど

も、それに対して何かびしっとした答弁ないように思いましたので、そこをもう一

度。何も私、３年間のね、経営状況とかどうのこうのということを聞いてないです

よ。私聞いたのは、十分に検討して、これから予想される問題点をどう把握してるか

と。ちょこっとよ、国民宿舎。そうでないでしょう。今どうするんですか。夕日温泉

ＷＡＯね。今回ね、報告にありましたけども、いくらかかるんですか。温泉は。やっ

ぱり若美の人方は、やっぱり温泉まで引いてくれと、一日も早く出してくれというの

が、問題点いっぱいあるでしょう、それぞれで。そこをね、そこを、今一番、国民宿

舎もそうですよ。我々にね、国民宿舎、これだけ今、さっき言ったね、国民宿舎、約

五、六百万、６００万円かけてる、そして老朽化してる。なおかつ継続していったら

いいのかなってこと、我々にも聞かれてますよ。市長もね、これ私聞いたのは、こと

し１年で指定管理が終わる段階で、今からこういう問題がね、第三セクターだからあ

なた任せてるんですかと。そうじゃなくて、あなた自身もこれを大きな問題としてと

らえていろいろ、あなただったらできると思ってしゃべってるんですよ、私。だけど

も、何か余りね、副市長がびしっとやってたからね、任せたか知らんけどもね、まず

ね、今の副市長、いや、これからの人もできるか知らんけど、私はね、体制もきちっ

と、責任体制だとか、人事交流だとか、ここの中にはね、２億９千万円の中には、い

ろんな問題が総括されてるという部分で聞いてるんだけども、肝心の答弁、私には

ね、余りこうピンとこなかったので、そこからお尋ねしたいわけです。

次にですね、５０パーセント減農薬米。私ね、４千万円のお金を使って、ＪＡ秋田

みなみが中心となってやっていれば、一つのやっぱり補助金というか問題、まあそ

の、ＪＡ秋田みなみは農家の先頭に立ってこうだという部分で、今回の予算のあり方

というのが非常にね、何のために１反歩当たり１万円を農家にやる、ＪＡ秋田みなみ
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にいくって。そしてそこには、集荷業者が入ってる。ＪＡ秋田みなみがｅｃｏ米と称

して全部処理されてればいいんですよ。それが処理されてないっていうことが大きな

一つのね、ここにあれですよ、ブランド米っていうかね、そこまでいけなかったよ。

やるからにはやっぱり、あなたがあれだけ力を入れてた中で、そしてＪＡ秋田みなみ

と組みながらやると、１万円出してこうだと。そこにはね、中央会の中で系列的に、

男鹿の減農薬米としてこうやって。そこが中途半端であるから、結果的にね、その１

万円が３年間で終わって、何ら農業振興につながってないですよ。つながってると思

いますか。私聞いたのは、稲作の多い中で、今８千５００円まで下がってきた。１反

歩に１万円ったって、１０俵売れれば１俵１千円の補助ですよ。１千円の補助、４千

万円したんですよ。それであと３年間でやめて、出来上がったもの何ですかと。何に

もなかったじゃないですか。これでいいんですかっていうこと聞いてるんですよ。

それからね、男鹿無洗米安定供給の会って、これ２段階なんですよ。一つは農家と

ＪＡとの中で農業振興という中で、多分、ＪＡが柱になっていろんなことを農家とタ

イアップしてやることはあれだけども、それでなおかつ今言ったようなこともあるん

で、もう一つはね、私の問いにね、明確に答えてないっていうか、私の頭に入らな

かったのか知らないけども、米飯給食に使った部分で、これ一番今回のね、まずあれ

ですよ、補助金のあり方って聞いてるんだけども、市長ね、なぜ通常米との価格の差

がないのに、４千何ぼのよ、さっき言ったよ、４千６２０円ですか、４千５００円。

さっき言ったように農家はね、１俵当たり１千円ですよ。それが、あなたは、学校に

減農薬米を使いましょうと。そこまではよかったですよ。そこに何が出てきたかって

いうのが、男鹿無洗米安定供給の会。どういう会ですか。会員何人いるか、そこはっ

きりしてください。そして、通常米との価格差が、ＪＡが、通常米の価格で集荷して

る。農家から高く買ってくれてね、まずはっきり言って、米飯の方さもｅｃｏ米と称

した。じゃあみんなあれですか、米飯給食の方にｅｃｏ米が随分、これ年間５００俵

近いですよ。ｅｃｏ米が供給されたんですか。そこに、ｅｃｏ米でもね、ｅｃｏ米が

米飯給食に供給されても、そこに４千何ぼをＪＡ秋田みなみがなぜ儲けなきゃいけな

いの。男鹿無洗米安定供給の会が、なぜそこに通常米との価格差がないのにそこで利

益をあげなきゃいけないんですかっていうこと聞いてるんですよ。それ答弁したか

な。聞こえなかったですね。そこがね、今回二つなんですよ。この今回の私の質問の
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ね。いわゆる農業振興の立場のＪＡと農家との関係でね、農業振興につながっていく

ようなことを、３年間でなぜやめるんですかと。市長、その若美のよ、ちょこちょ

こっとしたことやってるってや、そうでないでしょう。男鹿中は２００戸、７０戸、

２００戸が、男鹿中はやり方違ったかもしれないけども、８千５００円しか今１俵な

らないのに、１千円いただくっていうのは、もっとほかに脇本でも、これやらせるん

じゃなくて、啓蒙して、何とかこういうふうにして減農薬米に取り組んで、やっぱり

いいこととして３年間やったんだから、ほかの地域でもやるのが当然でしょうと。そ

して、稲作農家が喜ぶ、農業振興を喜ぶでしょうということで、なぜ３年間で終わっ

たんですかっていうことがね、ちょっとそこで、やってみたけどもあんまり効果がな

いからやめたんでしょう。そういうふうにはっきり言えばわかるんですよ。だって、

通常米と同じ価格だから。そこを現状をあなたが、やっぱり分析してよ、やっぱりこ

ういうことで、この５０パーセント減農薬米ってのは市場から評価されなかったと。

したがって、やめたんだということであればわかるけどもね、何だかさっぱりわから

ねえ答弁だから、また聞きたくなるんだすよね。そこの、今回、私の質問は２点です

よ、２点。答弁してないような気するんですよ。まず、市長でない、産業建設部長

で、男鹿無洗米安定供給の会ってね、どういう会なんですか、そこひとつね、お知ら

せ願いたい。

それからね、このたび、新市の１０年を１５年、たまたま議案になってね、財政計

画を見ました。合併の１０年を１５年にするという部分でよ。一番これ見て違うのが

ね、人件費なんですよね、計画の中で。人件費がね、当初見込んだよりも６億円違

うんですよ、６億円。総務企画部長、そうでしょう。あなた方が計画出した中で、人

件費が。だから合併しても市長ね、多分あなた一生懸命やっていろんなことしても、

財政状況はよくなってないですよ。だって、人件費６億円の違いがあるんだもん。当

初はね、これ見るとね、２３年度で２４億円なのが、現実は２７億５千６００万円

ね。２６年度でいくと、去年のことですよ、計画では２０億円であったのが現実的に

は２６億円、２７億円近い人件費がね。じゃあ、これ何ですかっての、これまずあれ

だけども、やっぱり私はその財政状況がね、決して好転してない。今後もこれは厳し

いっていうことをはっきりしてるわけですよね。

そこで、ちょっと前、これ資料いただいたんだけども、私、固定資産税の地区別資
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料ということでいただきました。土地の件ですけどもね、旧若美でいくと、いや、こ

れちょっとね、評価額大体、旧若美と脇本が同じなんですよ。評価額が８４億４千４

００、これ細い話で恐縮だけども、あれですか、総務企画部長ね、この税金の賦課に

あたって、このいわゆる路線価というのが今、旧若美と旧男鹿とっていうのは違いは

ないですか。さっき違いがあるかないかっていうことを聞いたときに、ないというこ

とでしたけれども、そこの部分だけ、ひとつお聞かせ願いたいというふうに思いま

す。市長、本当に６年間、いろいろ事業もしたし、頑張っておられると。私もさっき

言ったようにね、１回目の質問にあるように、認めてますよ。いろんな事業をしまし

たよ。私は、６年間の中で、こうね、久しぶりの一般質問で、市長に対しての初めて

の質問なんだけども、６年間いろんな事業やったけれども、私が勝手に思ったこと

が、結果が出てないでしょうと。私は勝手に結果、いろんな費用対効果でこうだと、

あなたやりましたというあれだけども、私は、その結果が財政の健全化、そして少子

高齢化のいわゆる人口減少に対するいろんなこと、その今のことでもしたんだけど

も、私は結果が出てないと。財政事情も経常収支比率９３パーセントっていうのは、

前よりも悪くなってるすよ。あなたが確かなるときよりも。私の記憶ではだよ。そし

て人口減少に歯止めがつかない。とすると、私は考え方をひとつ変えて、なぜこうだ

かということを現状をきちんと分析したときに、この程度、このような事業でだば結

果は出ないんだなっていうことで、新たな発想なのかなと。私は何やったらいいかわ

からないです、正直言って。そこを、あなただったらできるのでないかなと思って聞

いてるんですよ。ただ、私は今までやってきたことについて、私は勝手に解釈するの

は、結果がついてないでしょうと。そこの部分でどうでしょうか。あなたさっき、結

果、費用対効果の事業こうでこうだってね、まだあれですよ、市長は交流人口がい

ろんな消費されてこうでこうだと。海フェスタの１億円から、いろんなイベント、そ

していろんなことをしましたよ。しています。やらないよりもやった方がいいと。１

億円あったら、ほかのことやった方がいいんでないですかという人だっていますよ。

だから、さっき事業を羅列していろんなことを言いましたけどもね、そこらあたりの

部分はどうですか。そこひとつお聞かせ願いたいと思います。

○副議長（笹川圭光君） 答弁保留のまま、飯喫のため、午後１時まで休憩といたしま

す。
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午後 ０時０２分 休 憩

午後 １時０１分 再 開

○議長（三浦利通君） 休憩前に引き続き会議を開きます。

午前中の吉田議員の再質問に対する答弁を求めます。市長

【市長 渡部幸男君 登壇】

○市長（渡部幸男君） 男鹿地域振興公社についてでありますけども、採算については

先ほど、全体、そして主な４施設の採算を申し上げました。中身を精査していく必要

があって、最終的には利益をあげていく体制にもっていくつもりで頑張ってまいりま

す。会社で、企業の経営でありますから、まずは売り上げをふやす、利用者をふやす

という観点、これは男鹿の観光を進めるということと同じ方向に向かっていけると

思っております。また、当然、経費の見直しということは、内容につきまして、内容

を精査して、指定管理料も含めて中身を精査して、いわゆる利益をあげる体質にもっ

ていきたいと思っております。

先ほど、市と一体というふうな申し方をいたしましたが、最近、観光庁の方では、

観光に関していろんな団体が動いている中を一本化すべきだと動きがございます。そ

のための男鹿地域振興公社というのは、観光に限らず、先ほど吉田議員からご指摘あ

りましたとおり、男鹿の一つのいろんな意味のリーダー的ないわゆる会社として動け

るという、そういう内容を濃くするように、これから一生懸命努力してまいります。

減農薬の米につきまして、導入の考え方について申し上げます。

減農薬の米というのは、先ほども申しましたが、秋田県のビジョンの中で、これ平

成２１年の段階でありますけども、平成２５年では５０パーセント、平成３２年で９

０パーセントということであります。これは、減農薬の米が特別なブランド米ではな

くて、これがごく標準ということをあらわしております。ですから、値段的なことと

いうよりも、減農薬の米でなければ売れないという流れが、当時から秋田県の方から

も指摘されておりましたし、私も、環境、あるいはコストの面からも、減農薬の米と

いうのはこれから農業として米をやる以上はこれに取り組むべきだということで、当

面、いわゆる先進事例として取り組んでいただけるということで、先ほど申しました

農薬の空中散布をしてない男鹿中地域が手を挙げてくれて、そして、それがいわゆる
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作付面積がふえていくことによって、いわゆる減農薬の米でなければ売れないという

ことが男鹿の農家の方がわかっていただければ、それがごく自然に広がっていくと、

そういう思いで始めました。３年間というのが一つの私はめどだと思っておりますの

で、いわゆる応援してからは３年間をめどに、あとは、ご自身で取り組んでいただき

たいと、あるいは取り組んでいただく仲間をふやしていただきたいという流れでござ

います。そして、その減農薬の米というのを男鹿の子どもたち、いわゆる子育て応援

米、あるいは学校給食ということに、食べていただくことによって、いわゆる食育教

育となりますし、あるいは環境についても考える機会にはなるのではないかというこ

とで、子育て応援米に関しましては、一番最初はこだわり米といって３０パーセント

減農薬の米でありましたけれども、男鹿市がいわゆる減農薬の米に取り組んでから

は、このｅｃｏライス、５０パーセントの減農薬の米に切り替えております。

その値段の経緯につきましては、原田部長の方から答弁いたします。

そして、いわゆる結果ということにお話ございました。

一つは、いわゆる人口であります。

人口につきましては、先ほども申しましたとおり、仮に人口維持するという合計特

殊出生率２．０７になってからでも、まず人口が安定するまでには７０年かかるとい

う試算もあります。大変長い時間がかかるということであります。ただ、それでも今

やらなければ将来もないということで取り組むのが、人口問題だと思っております。

特に雇用の問題ももちろんございますが、男鹿の場合の特徴を数字で見てみますと、

やはり未婚の人が非常に多いというのが、男鹿の一つの大きな特徴であります。中

に、もちろん雇用の問題で結婚に踏み切れない方もおられますが、中には、いわゆる

正社員、あるいは正職員でも結婚してない方もおられるということで、まずはそうい

う方々の結婚の後押しを応援するというのが、当面、男鹿市ですぐできることではな

いかという思いで、今、そして、そういう方々が１人産んで、また、結婚もいい、子

育ても大変だけども楽しいということを思っていただければ、１人が２人、２人が３

人になってくるということで、特に多子世帯といいますか、３人以上の家庭がふえれ

ば、当然、合計特殊出生率もふえてまいりますので、そういうところを応援してまい

りたいと思っております。

財政につきましても、ご指摘ございました。これは結果でありますから、何とも申
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し上げられませんけども、例えば男鹿の場合、石油備蓄基地の国有財産の台帳価格の

見直しということで、いわゆる国有資地等所在市交付金が大幅に減ってるという大き

な要因もございます。ただ、これはあくまでも結果でありますから、これも含めて数

字をあげていかなきゃなりません。ただ、先ほど申しました山王電機製作所が、節水

機を市のいろんな施設に使うことなどによって、人数は限られておりますけども、男

鹿市からの雇用にもご協力いただいているということで、こういうところをふやして

いくことではないかと思います。

そして、交流人口だけを目的にしてるわけではありません。いろんな産業が、いわ

ゆる横軸の連携をとることが、いわゆる活性化なると思っておりますので、ただ、男

鹿市は観光というのは非常に大きなテーマにしておりますので、交流人口をふやすと

いうこの方針は、そのままでありますけども、それだけやってるわけではない。い

ろんな、いわゆる雇用の場を確保できるような、それも大きな工場が来てくれれば、

それは一気に何十人とかふえるケースがあるかもしれませんが、実際には、例えば何

人でもふやしていただくと、それを数多くふやすということをやっていくしかないと

思っております。当面は今、先ほど午前中も申しましたエネルギー関連で、１人でも

２人でもふやしていただけないかということをお願いしております。

いずれにいたしましても、いわゆる財政問題でも人口問題でも時間はかかりますけ

ども、先ほど申しましたとおり、まず、こういう想定というのは、今やらなければこ

ういう数字になるという想定だというふうにして思っておりますので、少しでもその

数字が上がっていきますよう、努力してまいりたいと思います。

○議長（三浦利通君） 山本総務企画部長

【総務企画部長 山本春司君 登壇】

○総務企画部長（山本春司君） お答えいたします。

私からは、土地の固定資産税の賦課の方法についてでございますけれども、国から

宅地評価の基本が示されておりまして、市街地を形成しているところ、これについて

は路線価方式、その他の地域については標準値比準方式で評価するようにというふう

な方針が定められておりまして、すべての地区を同じ方法で賦課するというのは困難

な状況でございます。

なお、路線価方式につきましては、若美地区では小深見地区、男鹿地区では船川、
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船越、脇本地区などの一部で採用しております。

以上でございます。

○議長（三浦利通君） 原田産業建設部長

【産業建設部長 原田良作君 登壇】

○産業建設部長（原田良作君） お答えをいたします。

まず、男鹿無洗米安定供給の会についてでございます。

この会につきましては、平成２２年４月１日に結成をされております。この経緯と

しましては、男鹿市に５つ給食の共同調理場があるわけでございますが、そのうち、

北部、南部、東部、この３カ所につきまして、機器の更新に伴い、無洗米の使用が必

要となったことによるものでございます。教育委員会の方で、この男鹿無洗米安定供

給の会と協定を結びまして、無洗米を納入していただいているというところでござい

ます。

この業者は、最初は無洗米提供が可能な市内の業者４業者で結成されております。

ただ、現時点で実際納入している業者は２社と伺っております。

次に、学校給食に提供する減農薬の米の補助の件でございます。

先ほど市長答弁にもありましたが、学校給食への提供価格、これが６０キロ、１万

９千２００円でございます。キロ当たりに直しますと３２０円というところで、広域

財団法人秋田県学校給食会が２５年産米の統一価格として決定をしたものでございま

す。決定にあたりましては、全農等と供給する側とが協議し、決めたものと伺ってお

ります。

ただ、学校給食の食材に関しましては、ほかもそうなんですけれども、限られた予

算の中で提供するというふうな必要がございます。市場価格に対して、案外低く抑え

られているという面がございます。減農薬の米につきましては、１２月にも恐らく答

弁したと思いますが、既に子育て応援米として配布していたという事実がございま

す。この子育て応援米として配布されておりました５０パーセント減農薬の米でござ

いますが、こちらは、農協含めた取り扱い業者で協定をしたところ、１キロ３９６

円、先ほど市長答弁にもありましたが、６０キロ、２万３千７６０円という価格が提

示されております。子育て応援米につきましては、この価格で提供されているところ

でございます。先ほど申しました学校給食へ提供されている米、こちらが１キロ、３
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２０円、６０キロ、１万９千２００円、こちらを市としては通常米の価格と判断をい

たしまして、子育て応援米との差額を助成したというものでございます。

以上でございます。

○議長（三浦利通君） さらに質問ありませんか。吉田議員

○１０番（吉田清孝君） 時間も余りないようですけども、市長からは、ちょっと今ま

での６年間を振り返った中で、ひとつ現状をきちっと分析しながら、新しい発想とい

いますか、そういう部分で頑張っていただきたいというふうに思います。

今、産業建設部長から子育てどうのこうのということで、私が聞いたのは、通常米

との価格の差にやってると、補助してると。しかもね、男鹿無洗米安定供給の会とい

うのは、あなた、業者言わなかったけれども、これ、例えば私が前に聞いてる中で

は、今現在は、笹川商店、吉運商店。あなた今、無洗米を供給可能だと言ったけど

も、無洗米機あるんですか。私はこれはね、補助金を、これまあ私、ここで言うから

あれだけれども、私の勝手な判断だか知らんけども、補助金をもらうためのね、会だ

と思いますよ。しかも、通常米との価格差があれば補助金出してもいいってな中で、

１俵当たり４千５００円も、こういう部分で補助金を出した。子育て応援米は関係な

いですよ。通常米との価格の差を補助金出すと。今や、国においては、補助金を国か

らもらっている業者から政治資金をもらってこうだと。みんな責任とってるでしょ

う。私はその経緯がわからないんですよ。この男鹿無洗米安定供給の会っていうもの

がね、つくられて、あなたは今、何だかかんだかって言ったけども、男鹿無洗米安定

供給の会をつくって、ここに何で子育て応援米関係ないですよ。何で通常米との価格

差がないのに４千５００円も出したんですかっていう、その質問に答えてませんよ。

いや、これ間違ってたって言ってくれたら、私はこういう立場、ここで言うんだか

ら、それは間違ってますということを、私訂正しますよ。そういう男鹿無洗米安定供

給の会が当初３とか４とかと、今２社っていう中でね、無洗米機ある会ですか、全部

そこに。あなた今、供給するための、無洗米を供給するための会だから、まずね、共

同調理場の中で無洗米を必要であったから、この会からこうだこうだと。そのあたり

を、つくられる、ちょっとわからないけども、補助金を出すためにつくられた会じゃ

ないんですか。非常にそこにね、もしね、事実と違うって言ったら私は訂正させてい

ただきますけれども、そこにね、もし市議会議員がかかわってるとすると、先ほど来
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申し上げてるように、非常にね、倫理観だとか道徳、いろんな部分で、あなた方、遠

慮したり、いろんなことなってるんじゃないのかなというのが私のあれですよ。産業

建設部長、通常、あなた、私、契約書見たですよ。通常米との価格差って、そこを

はっきりしてください。

○議長（三浦利通君） 原田産業建設部長

【産業建設部長 原田良作君 登壇】

○産業建設部長（原田良作君） お答えをいたします。

まず、男鹿無洗米安定供給の会でございますが、先ほどお答えしましたとおり、平

成２２年４月１日に結成されております。給食用の減農薬の米、こちらに対する補助

が始まったのが翌年、平成２３年米からでございますので、補助金をもらうためにつ

くったという事実関係はちょっとありませんので、ご了解いただきたいと思います。

それから、通常米の考え方でございますが、今、私どもとしては、あくまでも学校

給食に通常使われている米の販売価格、いわゆる２５年産米で言いますと、キロ当た

り３２０円、１俵当たり１万９千２００円、こちらを通常米の価格と判断したところ

でございます。その上で、その時点で既に取り扱っておりました子育て応援米との価

格差、こちらに対して助成したということで。

○１０番（吉田清孝君） 子育て応援は関係ない。

○産業建設部長（原田良作君） やはり実際使っておりましたので。

以上でございます。

○１０番（吉田清孝君） はい、終わります。

○議長（三浦利通君） １０番吉田清孝君の質問を終結いたします。

次に、４番木元利明君の発言を許します。４番木元利明君

【４番 木元利明君 登壇】

○４番（木元利明君） 市民クラブ、木元でございます。傍聴の皆様、午前に引き続

き、御苦労さまでございます。

来る３月１１日、東日本大震災が発生して４年になります。死者１万５千８８４

人、行方不明者２千６３３人の、犠牲になられました皆様のご冥福を改めて心からお

祈り申し上げます。また、いまだに避難生活をなされておられる方々が約２７万人で

あります。震災を風化されることなく、被災された皆様の一日も早い復興を、市民の
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皆様とともに心から念願するものであります。

それでは、質問に入ります。

はじめに、市長の政治姿勢についてであります。

地域の実感として、長引く景気低迷から脱し得ない状況にある中、渡部市政２期目

の折り返しになりますが、新年度予算編成については、政策課題達成のための積極的

予算を組まれたことと察します。公共事業の確保と雇用対策に取り組み、市民の安

心・安全対策事業など、公共事業の規模や政策予算のどんなところに力点・重点を置

いて予算編成したのか、市長の考え方について聞かせてください。さらに、昨年度と

比較し、政策予算はどのように配分されたのか伺います。また、この２年間の思い

と、次の２年間に向ける考え方を伺います。

市長は、平成２３年３月、住民に最も身近な基礎自治体として、社会経済状況の動

きに対応していくためには柔軟でスピードを重視した運営が求められるとのことか

ら、後期基本計画を１年間前倒し平成２７年度までに策定し、６つの基本目標を挙

げ、まちづくりの考え方を示しました。以来、毎年の予算編成を通じて、男鹿市総合

計画との整合を図りながら、郷土の限りない繁栄を願って、この実現に向けて真摯に

取り組んできたというふうに思います。後期基本計画の最終年度を迎える今、本計画

は総合的、体系的にまとめた最上位の計画であり、前期計画から踏襲しつつ、時代や

環境の変化に対応しての策定となったものと承知しております。計画をつくっただけ

では、まさに絵に描いた餅であり、実行されてこそ、計画の意味があるものとなりま

す。そのためには、具体的に計画が前進し、また、停滞しているのか、問題点は何か

など、絶えずチェックしていく必要があることは言うまでもありません。

残された今後１年間の進行管理のあり方などについて、どのような考えを持ってい

るのか、基本的な認識を伺います。加えて、産業振興策、福祉政策、市街地の活性化

策、安心・安全対策、人材育成等、事業を行ってきた進捗状況と展望、さらには、次

期総合計画策定に向けた市長の基本姿勢、策定日程や制度設計はどのように考えられ

ているのか、見解を伺います。あわせて、市長任期終了時の、市長が描く２年後の男

鹿駅周辺未来予想も重ねて伺います。

次に、財政運営に関する基本方針についてであります。

男鹿市の行政運営を行っていくためには、何といっても財政状況についての把握は
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必要不可欠であります。普通会計における平成２５年度決算で、財政構造の弾力性を

判断する経常収支比率が９３．７パーセントで、前年度より０．４パーセント高く、

財政構造の硬直化が懸念される状況にあると指摘されていました。効率的な行政運営

を行ってきたこととは思いますが、今年度末においてはどのように改善される見通し

なのか伺います。

次に、男鹿市の貯金とも言うべき財政調整基金についてであります。

財政調整基金は、年度間の財源の不均衡を調整し、災害や経済事情の変動など市政

の純粋な備えとして積み立てるものであります。昨年、市長は、財政調整基金を標準

財政規模の１５パーセント、１５億円を確保すべき目標達成に取り組むと述べていま

したが、達成見込みについて伺います。

財政運営につきましては、さまざまな文献があり、多種多様な考え方があります。

古くは中国古来の儒教の教えの中に、健全財政の心構えとして、「入るを量りて出ず

るを為す」、つまり収入を見込んだ上で、その範囲内で支出を決定すべきとする、量

入制出という格言があります。しかし、近年、地方財政の基本は、この量入制出に基

づく収入に見合った運営をするのではなく、まず最初に何をするのか、何をしなけれ

ばならないかを決めて、それに見合った収入を調達する。つまり量出制入を基本にす

べきと言われております。これは、地方分権に基づく地域の独自性を取り入れた政策

展開や、公権力の一つである課税自主権の行使を念頭に置かれた意見であろうと認識

しておりますが、実際の予算編成では、やはり歳入の見積もりを立てて、歳出事業の

調整を行っていくのが現実的ではないでしょうか。

量入制出と量出制入は、これはどちらが正しいのかとの問題ではございませんが、

財政運営に関する基本的な姿勢として、市長はどのように考え、取り組んでいるのか

伺います。

次に、産業振興等による地域経済の活性化策についてであります。

地方を活性化するためには、その地域において若い世代が安心して働けるよう、相

応の賃金と、やりがいの得られる就業機会が提供される必要があり、そのためには、

地方の特性を生かした付加価値の高い産業が創出・形成される必要があります。

雇用の場の拡大策について伺います。

また、魅力ある人材と安心して生活できる地域社会が形成される必要があります。
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本市にとって中心的な産業である農林水産業及び観光業を、どのように支援し、地域

の底力を押し上げていくか伺います。

次に、男女共同参画社会の形成についてであります。

少子高齢化による生産年齢人口の減少が進む中、女性の潜在的な力を生かすこと

が、経済社会の活性化という点において重要であります。昨年末、厚生労働省は、労

働政策審議会雇用均等分科会で、衆議院解散に伴い廃案となった、女性の活躍推進法

案を通常国会に再提出することを報告し、了承されたとの報道がありました。内閣府

の特集に、「男女共同参画社会の実現に向けたさまざまな取り組みの積み重ねにもか

かわらず、我が国の経済分野において、女性はいまだ十分にその能力を発揮できてい

ない。女性が存分にその力を発揮する機会を得ることは、公平公正といった理念に根

差した社会的な要請であることは言うまでもなく、人口減少と少子高齢化のもとにあ

る、地域、企業、世帯等、あらゆるレベルで再び力強い成長の歩みを取り戻すために

は、女性の活躍こそが原動力であり、成長戦略の中核となる」とも述べており、ま

た、「女性の活躍推進のための地方自治体の取り組み促進を図る」ともあります。

男鹿市総合計画基本構想に、「政策・方針決定の場合の女性の参画の拡大をはじ

め、女性がさまざまな分野で活躍できるよう支援する」とありますが、今後、国から

示される女性支援の施策に対して、地域及び市役所内部での女性の働く環境整備をど

のように拡大、支援していくのか。また、女性が活躍する環境を整えることは、結果

として有業率を高めることにもつながると考えますが、直近での県内で本市における

女性の有業率はどの位置にあるのか。具体的には、どのようにして有業率を高めてい

くのか伺います。

人材登用と組織機構の活性化の観点から、女性市職員の管理職登用についてであり

ます。

残すところ２０日余りとなった平成２６年度は、定年などによる職員の退職者が、

男女合わせて２２人以上見込まれています。こうした職員の退職に伴い、新たに後継

者となる幹部職員や意思決定過程への女性職員の登用について、見解を伺います。地

域に先駆けて、市が率先して取り組むべきではないでしょうか。

また、女性が輝く男鹿をつくるため、男女共同参画推進計画に基づく、女性職員の

能力開発と人材養成の基本的な考え方についても、あわせて伺います。
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次に、公共施設のあり方についてであります。

去る２月８日、夕陽温泉ＷＡＯに源泉を汲み上げるポンプの故障により、いまだ給

湯できず、温泉としての機能がなされていない状況下であります。後期基本計画基本

施策に、観光施設の維持管理として、「夕陽温泉ＷＡＯの源泉の老朽化に対応し、新

たな源泉の整備を図ります」と明記されております。後期基本計画策定時に既にこの

老朽化を認識していながら、その対応が適切であったかどうか。事前に対処した場合

と発生後とでは、大きな問題が生ずることになります。その管理体制とその後の対

応、施設の改善、今後のあり方について伺います。

企業は人なりと申しますが、関連事業所の人事交流はどのようになされているのか

伺います。

本市のみならず、財政運営と公共施設の整備、維持管理とは、密接な関係にありま

す。これまで施設の管理経費や老朽化に対応するため、維持補修費とその財源につき

ましては、議会でも論じられてきたところでありますが、このような現状を踏まえ、

主要施設における長寿命化計画の策定などが望まれるところであります。しかし、財

政状況の悪化、管理コストの増加、さらには人口減少という状況において、現状の公

共施設をすべて維持し、または同じ規模で更新していくことは、非常に困難であるこ

とは申すまでもございません。

このような中、総務省では昨年、公共施設等の解体撤去事業に関する調査を全国の

自治体に対して実施をしております。調査結果から、人口減少や老朽化を受け、施設

をこのまま維持するには管理費がかさみ続けるという、地方自治体の非常に厳しい財

政実態が浮き彫りにされたところであります。総務省では、統廃合に係る施設の解体

への財源措置が必要であるとの認識から、これまで建てかえを前提とした解体につい

て認められていた地方債の発行を、今後は施設の解体のみを目的とする場合にも当て

られるように制度改正が行われたと聞いております。このことにより、全国的に施設

の統廃合が進むものと考えられますが、この制度の概要と本市の取り組み、考え方に

ついて伺います。

次に、学校跡の有効利用についてであります。

昨年、五里合小学校の統合、今年度は野石小学校が美里小学校に統合され、歴史に

幕を下ろすことになります。少子化により、全国では年間４００から５００校の廃校
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が発生し、過去１０年間で閉校数は４千７０９校に上り、県内においては、平成２６

年５月時点で、廃校数、小学校１１５、中学校２３となっているようであります。

廃校施設の有効活用は、各自治体で大きな課題となっており、学校再編が進んだ男

鹿市も例外ではありません。学校跡利用の検討から利活用の決定まで、時間を要する

ことが推察されますが、その間の暫定的な利活用について伺います。

老朽化が進んでいる施設状況や耐震化の問題等もありますが、閉校後の学校施設の

今後に対し、地域の方々から心配の声があがっていることも事実であります。学校施

設は、地域住民にとっての身近な公共施設であり、また、その校舎などは、地域の

シンボル的な存在である場合も多く、廃校となった後もできるだけ地域コミュニティ

の拠点として生かすことが重要であると考えますが、見解を伺います。

全国的には、平成２６年５月現在、平成１４年度以降の廃校については、施設が現

存するもののうち７０パーセント以上が活用されています。文部科学省においては、

余裕教室や廃校施設の一層の有効活用を促進するため、一定の要件を満たせば、国庫

納付をいらず、報告書の提出をもって手続が進む、簡素な取り扱いにするなど、手続

の弾力化を図っているようであります。

野石小学校、旧払戸小学校の跡利用について、現時点での方向性について伺いま

す。特に旧払戸小学校については、朽ちるまで現状としておくのか、重ねて伺いま

す。

次に、児童虐待対策についてであります。

近年、親による子どもへの虐待がふえ続け、深刻な社会問題になっております。厚

生労働省の２０１２年、平成２４年度の報告は、児童虐待の件数が６万を超え、過去

最悪となっております。同報告では、全国の児童相談所が対応した児童虐待件数は、

統計を取り始めた１９９０年、平成２年には１千１０１件から、２２年連続でふえ続

け、２０１２年、平成２４年度は６万７千１０１件で、前年度比６千７８２件増と

なっています。また、２００８年、平成２０年４月に改正児童虐待防止法が施行さ

れ、児童相談所の家庭への立ち入り権限が強化されました。そして、警察官の同行も

以前よりも求めやすくなっており、しかし、経済苦や不安定な就労、一人親家庭、夫

婦間の不和、望まぬ妊娠、育児疲れ、そのようなさまざまな要因が浮かび、そこに共

通するものは孤立であります。職を失い、借金を抱え、生活費や居住費に事欠いて
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も、昔は親族や友人が頼りになっておりました。しかし、地縁・血縁という見えない

安全網はほころび、相談したり、救いを求めたりする場が乏しく、あっても見つけに

くく、解消されない苦しみや焦りを、抵抗できない子どもたちに向けてぶつけてしま

う、そんな姿が脳裏に浮かぶところでございます。

市長の見解と本市における児童虐待の現状、未然防止への対応策と対策についてお

伺いいたします。

通告の最後といたしまして、子どもの権利条約及び子どもの貧困の現状と対策につ

いてであります。

一昨年６月に、国会において全会一致で採択された子どもの貧困対策の推進に関す

る法律が、昨年１月１７日施行されました。この法律は、子どもに対する教育の支

援、生活の支援、就労支援、経済的支援等の施策を、子どもの将来がその生まれ育っ

た環境によって左右されることのない社会を実現することを基本理念に掲げ、国と地

方自治体が子どもの貧困対策にあたることを義務づけているものです。

厚生労働省の国民生活基礎調査では、２０１２年時点で、今の生活が苦しいと答え

た世帯が６０．４パーセントに達し、特に児童のいる世帯でその割合が高く、６５．

３パーセントが生活が苦しいと答えております。１８歳未満の児童のいる世帯平均所

得金額は、１９９６年の７８１万６千円をピークに低下傾向にあり、２０１１年には

６９７万円、ピーク時から８４万６千円の大幅減となっております。

幼い子どもの貧困によって教育の機会が失われ、子どもたちから学習の意欲を奪

い、学校がつまらない、また、同年代の何でも話せる仲間がいない、そして、学校に

行きたくない、行けないなど、子どもの心身の発達に負の連鎖を生み出します。子ど

もの貧困を早期に解決することは、子どもの成長を保障することであります。

３年ごとに厚生労働省が公表する日本の総体的貧困率は、１６パーセントで、増加

が続いております。総体的貧困率は、その社会、地域によって所得の構成が違っても

貧困率の比較ができるように、等価可処分所得の中央線の半分を貧困線として、貧困

線より下回る部位にどのくらいの人がいるかを示したものであります。２０１２年の

日本の貧困線は１１２万円、総体的貧困で暮らす家庭に、１７歳以下の子どもがどれ

だけいるかをあらわす子どもの貧困率は、１５．７パーセントであり、貧困率と同

様、増加傾向にあります。ユニセフの公表によりますと、日本の子どもの貧困率は、
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３１カ国中２２位、特にその中でも一人親家庭の子どもの貧困率の高さと、再配分後

の子どもの貧困率が再配分前より高くなるという、世界でただ一つの国だと指摘され

ております。就労などによって得られる所得ラインより、それから税金や社会保険料

を引き、児童手当などの社会保障給付を確した再配分後の子どもの貧困率が高くなる

ということは、子ども手当などの社会保障制度の不十分さに加えて、扶養控除廃止な

どによる税制度が、子育て世帯に大きな負担となっているという結果にほかなりま

せん。

子どもの貧困を解決することは、まず国の社会保障制度の充実、子育て世帯への税

の軽減が不可欠であることがわかります。昨年は、人類は子どもに対し、最善のもの

を与える義務を負う、このように定めた児童の権利宣言から５５年、児童の権利に関

する条約、いわゆる子どもの権利条約が採択されて２５年を迎えた年ですが、残念な

がら日本の子どもの貧困率は深刻度を増すばかりです。子どもの貧困対策推進法制定

の背景には、子どもの権利を実現するために子どもの貧困対策が待ったなしの課題だ

ということを示していると考えますが、市長の見解を伺います。

子どもの貧困対策推進法は、今後、大綱が定められるということですが、目の前の

子どもたちの育ちは止まって待っていてはくれません。待たせるわけにはいきま

せん。子どもの貧困の解決のために、地方自治体としてできることは何か、具体的に

何を取り組むべきかということであります。男鹿市の子どもの貧困率をどのようにと

らえられるのか、今後の対応と考えを伺います。

以上であります。

○議長（三浦利通君） 渡部市長

【市長 渡部幸男君 登壇】

○市長（渡部幸男君） 木元議員のご質問にお答えいたします。

ご質問の第１点は、私の政治姿勢についてであります。

まず、平成２７年度の予算編成方針についてでありますが、歳入面では、石油備蓄

基地の国有財産台帳価格の見直しによる国有資産等所在市交付金や、米価下落等によ

る農業所得の減少などにより、市税の伸びが見込めず、歳出面では、介護保険費など

の社会保障関係経費が増加傾向にあるなど、厳しい財政運営となっております。この

ため、予算編成にあたっては、男鹿市行政改革大綱に掲げる実施計画に基づき、歳出
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の徹底した削減や財源の確保に取り組み、財政の健全性を確保することを予算編成の

基本としております。

これを踏まえ、平成２７年度予算は、公共事業では、教育環境の整備として船川第

一小学校校舎大規模改修事業費及び学童保育施設整備事業費、定住環境の整備として

公営住宅建設事業費、男鹿市総合運動公園テニスコート整備事業費などを措置した結

果、前年度比２億７千６５６万２千円増の２０億３千２７８万７千円となっておりま

す。

また、政策予算では、人口減少に対応するため、今年度から実施する出会いサポー

トセンター事業、子育て支援応援プラン事業、親元近居同居支援事業など、妊娠・出

産・育児包括支援事業、子ども・子育て支援事業に取り組んでまいります。

産業振興では、加工業務用野菜産地育成事業、水産物供給基盤機能保全事業などに

取り組んでまいります。

次に、今後の２年間に向けた考え方であります。

市政運営に対する所信でも申し上げましたが、これまで健全な自治体経営を図りな

がら、地場産業の振興、男鹿みなと市民病院の経営健全化、子育て環境の充実、教育

の振興などに取り組んでまいりました。今後も、人口減少問題を最重要課題ととら

え、教育、観光、環境が豊かな文化都市を目指してまいります。

次に、後期基本計画の進捗状況についてであります。

これまで、産業の振興、保健及び福祉の増進、都市及び生活基盤の整備、安全・安

心対策の推進、人材の育成、住民と行政がともに育む地域づくりの６つを基本目標

に、各施策を推進してまいりました。各施策は、実施計画を定め、ローリング方式に

より随時見直しを行いながら取り組んできたところであります。

後期基本計画の最終年度においては、主な施策・事業として、産業の振興では、

インバウンドの誘致、なまはげ館伝承ホールの映像機器更新、水産物供給基盤機能保

全事業、急速冷凍機等の導入支援、空き店舗等利活用事業などに取り組んでまいりま

す。

保健及び福祉の増進では、出会いサポートセンター事業、おがっ子ネウボラの設

置、子育て支援応援プラン事業、親元近居同居支援事業などに取り組んでまいりま

す。
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都市及び生活の基盤整備では、公営住宅建設事業、公園長寿命化計画などに取り

組んでまいります。

安全・安心対策の推進では、男鹿市消防団の装備の充実、公共施設再生可能エネル

ギー等導入事業、避難誘導灯整備事業などに取り組んでまいります。

人材の育成では、船川第一小学校校舎棟の大規模改修、脇本城跡保存整備事業、ジ

オパーク推進事業などに取り組んでまいります。

住民と行政がともに育む地域づくりでは、男鹿市人口ビジョン及び男鹿市総合戦略

の策定、次期男鹿市総合計画の策定などに取り組んでまいります。

また、次期男鹿市総合計画の策定につきましては、平成２８年度から１０年間の基

本構想と５年間の前期基本計画で、住民福祉の増進、産業の振興、少子化、高齢化、

人口減少問題の対策等、本市を取り巻く課題への新たな行政施策の方向性を示してま

いります。

次に、２年後の男鹿駅周辺についてであります。

現在、市では、秋田県市町村未来づくり協働プログラムを活用した、船川港湾地区

の県有地に計画している観光複合施設について、平成２７年度中の実施設計、平成２

８年度の着工、平成２９年度の供用開始を予定しております。同施設においては、男

鹿の新鮮な海の幸をはじめとした農水産物の販売、飲食の提供等を通じて、農業、水

産業の６次産業化や男鹿の食文化の発信に取り組むこととしております。

超高齢社会の到来に対応した、車に過度に頼らない、公共交通機関を活用した歩い

て暮らせるまちづくりを、男鹿駅周辺から進めてまいります。

ご質問の第２点は、財政運営に関する基本姿勢についてであります。

まず、平成２６年度の経常収支比率についてでありますが、歳入面では、前年度と

比較し、普通交付税が８千７４０万４千円、臨時財政対策債が５千９５６万１千円、

それぞれ減少するほか、市税の減が見込まれております。歳出面では、人件費、物件

費等の縮減に努めているものの、社会保障経費、生活バス路線維持費などの市民生活

に直結した経費が増加傾向にあり、現時点での今年度の経常収支比率は、前年度と比

較し、ほぼ横ばいと見込んでおります。

次に、財政調整基金についてでありますが、第３次行政改革大綱において、財政目

標値を標準財政規模の１５パーセント以上、１５億円としております。しかしなが
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ら、市税、地方交付税、臨時財政対策債の減少で、財政調整基金に依存した財政運営

となっており、現段階での今年度末残高は約１１億３千万円と見込んでいるところで

あります。

次に、財政運営の考え方でありますが、人口の減少、高齢化の進行により、歳入の

増加が見込めない状況であります。このため、第３次行政改革大綱に基づき経費の縮

減に努めながら、歳入に見合った予算規模とし、緊急性、重要性を精査の上、優先順

位を定め、効率的な財政運営に努めてまいります。

ご質問の第３点は、産業振興による経済の活性化策についてであります。

まず、雇用の場の拡大策についてでありますが、先ほども申し上げましたが、市で

は、本市産業の発展と雇用機会の拡大を図るため、男鹿市商工業振興促進条例に基づ

く優遇制度を実施しております。これにより、秋田プライウッド株式会社において

は、完成品工場増設時に新たに市内在住者２４人が雇用されたほか、その後も市内在

住の高校生の優先的な採用や、年度途中の退職者補充についても、優先的に市内在住

者を採用していただいており、本年２月１８日現在で従業員数１１３人中、市内在住

者は７５人と伺っております。

今後も、市単独の支援だけでなく、国・県などの制度を活用しながら、雇用の場の

拡大を図ってまいります。

次に、産業への支援についてでありますが、農業では、米依存からの脱却を目指

し、複合作物の本作化、大規模化に向け、加工業務用需要に対応した畑作物の作付拡

大を支援するとともに、園芸メガ団地整備事業に参加する農業者や、将来を担う新規

就農者の施設や機械の導入に支援してまいります。また、大区画圃場整備や、ため池

の整備に支援してまいります。

次に、林業では、切り捨て間伐から収入間伐への移行を促進するため、間伐材の有

効活用を図る取り組みに支援するとともに、森林施業の促進、効率化を図るための林

道整備を行ってまいります。

次に、水産業では、アワビなどの種苗放流、ハタハタの自然ふ化放流と合わせて、

６次産業化の推進を図ってまいります。また、漁業の生産基盤である漁港・漁場等の

整備を計画的に推進してまいります。

次に、観光業では、教育旅行、スポーツ合宿、各種大会等の誘致促進事業に加え、



- 86 -

台湾などからのインバウンド誘致に取り組んでまいります。

ご質問の第４点は、男女共同参画社会の形成についてであります。

まず、女性の働く環境整備についてでありますが、保育園の受け入れ態勢の充実

や、児童クラブも含めた待機児童ゼロの状況を維持し、働く女性を支援してまいりま

す。

市役所においては、子育てや介護しながら働くための環境整備として、男性・女性

職員ともに育児休暇、介護休暇のほかに、小学校就学の始期に達する子どもを持つ、

または要介護者を持つ職員から請求があった場合は、早出・遅出勤務並びに時間外勤

務の制限を認めているとともに、部分休業や育児短時間勤務などの勤務形態も採用し

ております。

次に、女性の有業率についてであります。

総務省が実施している平成２４年就業構造基本調査において、都道府県、県庁所在

都市、人口３０万人以上の市、県内経済圏別の数値が公表されており、秋田県では４

４．８パーセント、県央では４５パーセントとなっております。市町村別の数値は公

表されていないものであります。

次に、女性職員の登用と人材育成についてであります。

市の医療職を除いた管理職に占める女性職員の割合は、平成２４年４月１日が、管

理職６４人のうち女性職員は５人で７．８パーセント、平成２５年４月１日が、管理

職７４人のうち女性職員は１３人で１７．６パーセント、平成２６年４月１日が、管

理職７２人のうち女性職員は１３人で１８．１パーセントとなっております。多様化

している行政課題に対し、女性の視点を生かした取り組みが必要と考えており、今後

も、能力や意欲のある女性職員を管理職に登用してまいります。

また、女性職員の能力開発と人材育成についてでありますが、女性リーダーの養成

を目的とした市町村アカデミーでのステップアップ自治体リーダー研修や、自治大学

校の特別課程などへの積極的な参加を促すとともに、柔軟な人事配置により、業務の

経験を通した育成を図ってまいります。

ご質問の第５点は、公共施設のあり方についてであります。

まず、夕陽温泉ＷＡＯについてであります。

諸般の報告でも申し上げましたが、夕陽温泉ＷＡＯは、２月８日に温泉の揚湯ポン
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プが故障し、２月９日以降、沸かし湯で営業を続けております。揚湯ポンプは、貯湯

タンクの点検、ポンプ電流値、源泉温度の確認などの日常点検では、これまで問題な

く稼働していたため、そのまま使用を続けていたものであります。今後、バックアッ

プ態勢を強化し、故障などが発生した場合は迅速に対処してまいります。

なお、人事交流については、本市は、秋田県及び秋田県観光連盟との間で人事交流

を実施いたしております。

次に、公共施設等の解体に係る地方債の発行についてであります。

地方公共団体において厳しい財政状況が続く中、人口減少等により公共施設の利用

需要が大幅に減少することが予想されることから、公共施設の更新、統廃合、長寿命

化などを計画的に実施し、施設の維持管理に係る財政負担の軽減または平準化を図る

とともに、公共施設の最適な配置を実現するため、総務省からは、公共施設等総合管

理計画を平成２８年度末までに策定するよう要請されているところであります。総合

管理計画で施設の解体を計画した場合、これまで、施設の解体のみを対象とする工事

については原則認めていなかった地方債の充当を認めるほか、既存の施設の集約や他

の用途への転用に伴う工事についても、地方債の充当を認める特例措置が講じられる

こととなったことから、策定に向けて取り組んでおります。

なお、これまで公共施設の解体については、過疎対策事業債のソフト事業を活用

し、平成２５年度には旧脇本保育園園舎、今年度は旧椿小学校校舎及び体育館のほ

か、旧南保育園園舎の解体工事を実施しているところであります。

ご質問の第６点は、学校跡の有効利用についてであります。

まず、廃校施設の暫定的な利活用についてであります。

本市では、現存する廃校施設のうち、旧払戸中学校は払戸小学校として、旧船川第

二小学校は船川北公民館として、旧加茂青砂小学校は加茂青砂ふるさと学習施設とし

て、旧北磯小学校と旧脇本第二小学校は民俗資料や歴史資料の収蔵庫として、旧払戸

小学校管理棟は払戸児童クラブ施設と地元町内会の祭典用具保管場所として、活用し

ております。また、旧五里合小学校は、公民館、出張所及び保育園などが同居する複

合施設として活用する計画で進めております。

このような活用が確定されるまでの暫定的な利活用については、廃校となる学校施

設の耐震性が確保されている場合においては、公共施設の有効利用の観点から、地域
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の生涯学習や健康づくりなど積極的に活用していただくことが望ましいものでありま

す。

次に、廃校施設を地域コミュニティの拠点として生かすことについてであります

が、野石小学校の屋内運動場は、引き続き野石児童クラブ施設として活用することと

し、校舎棟は、地域コミュニティの拠点としての活用も視野に入れ、有効活用を図っ

てまいりたいと存じます。

また、旧払戸小学校については、管理棟以外の普通教室棟及び屋内運動場は、耐震

性が確保されていないことから活用が困難であり、これらは市の財政状況を踏まえな

がら解体に取り組むこととしております。

ご質問の第７点は、福祉政策についてであります。

児童虐待は、決してあってはならないことであります。子どもや保護者、生活環境

の様子などから、子どものＳＯＳを地域や関係機関など社会全体で見逃さず対応する

ことが重要であると考えております。

本市においては、家庭相談員を２名配置し、常時電話や窓口で相談を受ける体制を

整え、見守りが継続的に必要な家庭に対し、定期的な訪問を実施するなど対応してお

ります。

最近では、児童虐待通告件数が、平成２４年度で４件、２５年度で４件あり、その

うち、秋田県中央児童相談所や男鹿警察署など関係機関と家庭相談員が同行訪問した

ところ、平成２４年度に２件が保護されました。本年度は、現在のところ児童虐待通

告はありませんが、過去に児童虐待のあった継続事案４件及び虐待の疑いや不登校な

ど見守りの必要な児童１８件について、家庭相談員が関係機関と連携を取りながら家

庭訪問いたしております。平成２４年度以降は、児童虐待対策強化を目的に、学校や

保育園から虐待の疑いがある児童の有無の報告を定的期に受けるようにしておりま

す。さらには、児童虐待の未然防止や早期発見を目的に、啓発チラシを作成し、市広

報に折り込んで全戸配布する本市独自の取り組みも行っております。

今後も関係機関と連携し、児童の安全確認と虐待の未然防止に努めてまいります。

次に、子どもの貧困の現状と対応・対策についてでありますが、子どもの将来がそ

の生まれ育った環境によって左右されることのないよう、貧困の状況にある子どもが

健やかに育成される環境を整備するとともに、教育の機会均等を図る必要があると考
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えております。

子どもの貧困対策の推進に関する法律に基づく子どもの貧困対策に関する大綱で、

重点施策として、教育の支援、生活の支援、保護者に対する就労の支援、経済的支援

などが挙げられております。本市は現在、第１に教育の支援として、学校支援員の配

置、学用品費・給食費・修学旅行費及び生徒会費などに対する就学援助、中学３年生

を対象に高校入試に向けた勉強を支援するため、各中学校での光通信による学習教室

と公民館での土曜学習教室、第２に生活の支援として、保護者に働きやすい環境を提

供するため、児童クラブでの小学校６年生までの受け入れ、一時保育や乳児保育の充

実、第３に保護者に対する就労の支援として、母子・父子・寡婦に対する自立支援員

を配置した一人親家庭の親の就労支援、生活保護受給者への就労支援員の配置、第４

に経済的支援として、児童手当、児童扶養手当、生活保護制度では、小中学生に対

し、入学準備金や学習支援費の支給等に取り組んでおります。

今後も引き続き、これらについて充実してまいりたいと存じます。

なお、厚生労働省からは、都道府県ごと及び市町村ごとの子どもの貧困率は公表さ

れておらないものであります。

○議長（三浦利通君） 再質問ありませんか。４番木元議員

○４番（木元利明君） ありがとうございます。５項目についての再質問をしたいと思

います。

はじめに、政治姿勢についてでございますが、市長が先ほど、人口減少問題を最重

要課題ととらえ、教育、観光、環境が豊かな文化都市を目指すとありますが、考えよ

うによっては、人口が減っても経済成長率が落ちることはほとんどないんじゃないか

という観点からですね、人口が減っても本来の人口に戻っていくという気持ちで迎え

てですね、人口減少を前提にして、その中でどうやって市民が幸せに暮らしていけば

よいかを考えた方が建設的ではないだろうかと考えますが、その点について市長の見

解を伺います。

次に、後期基本計画についてでありますが、次年度、最終年度になるわけでありま

すが、事業課題がめじろ押しでありまして、ぜひ確実な事業推進を期待したいと思い

ます。

そこで、後期基本計画の中にですね、道路交通網の整備という項目があります。そ
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こで、市長は以前ですね、その中で、国道１０１号線、浜間口地区の整備事業化、引

き続き県に働きかけてまいります。また、早期着工を目指すとありますが、先般、百

川バイパスも開通したことでありますし、国道１０１号、浜間口地区における整備計

画の現在状況と今後の見通しについて伺いたいと思います。

次に、財政運営に関する基本姿勢についてでありますが、本市の財政調整基金は今

年度末で１５億円の計画があったところですね、市長は、市税、地方交付税、臨時財

政対策債の減少で、今年度末約１１億３千万円の見込みとありましたが、全国の市区

ではですね、８６パーセントが財政調整基金が増加しているということであります。

標準財政規模の１０パーセントが適当なラインと言われておりますけれども、本市に

おいて、その標準財政規模とですね適正規模はどれくらいの額なのか、そして、１０

パーセントが適正と言われている中、市長はあえて１５パーセントの目標を、どのよ

うな根拠を持ってそうしたのか、そこら辺も伺います。

それとですね、この１１億３千万円と見込まれる積み立て額はですね、県内の類似

市と比較した場合、どのような段階にいるのかということもあわせてお願いします。

そして、今年度の取り崩し額ですな、そして、過去３年間の財政調整基金の基金残

高をお聞かせください。この変遷ですね。

今後はですね、やはりこのように財政調整基金が毎年減ってくるという中で、毎年

度の剰余金をですね、確実にやはり積み立てていく必要があるんではないかと思いま

すが、その点についても伺いたいと思います。

次にですね、男女共同参画社会の云々についてでありますが、先ほど市長より、市

の女性職員の管理職は年々増加傾向にあるということで、２６年度１３人とのことで

ありましたが、こう見渡す限りですね、私の目に入る女性は１人しかおりません。で

すから、まだまだですね、能力や意欲のある女性職員は、かなりいるはずと考えます

が、この点について市長の考え方も伺います。

次に、学校跡の有効利用についてであります。

先ほど、旧払戸小学校についてでありますが、管理棟以外は耐震性が確保されてい

ないという状況であり、財政状況を踏まえながら解体に取り組むというお話がありま

した。今の話を聞いてですね、地域の声を代弁しますと、非常に寂しい限りでありま

す。という言葉しか出ません。しかしですね、もし解体が必要であった場合、その後
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が問題でありまして、問題というか重要でありましてですね、その後、学校跡地の活

用方法、そしてまた管理棟の活用と改善であります。現在の管理棟は、確か児童クラ

ブと、それから奥の方に物置と理解しておりますけれども、それらの活用方法のみと

なっておるようでありましてですね、先人が築いた施設の有効活用とはほど遠いと感

じざるを得ません。

そこで、今後の活用方法とですね、改善計画、その管理体制について伺います。

○議長（三浦利通君） 渡部市長

【市長 渡部幸男君 登壇】

○市長（渡部幸男君） 人口減少に関しましては、先ほども申し上げましたが、人口維

持すると言われる、いわゆる合計特殊出生率が仮に２．０７になっても、人口が元に

戻るには、先ほどの試算では７０年という大変長い時間かかります。木元議員ご指摘

のとおり、当面は人口が減ってくるという現実は受け入れた上で、いかに何といいま

すか、バランスよい社会、いわゆる子どもの声が響く街角というのは大きな私は魅力

だと思っておりますけども、いわゆる若い世代といいますか、結婚をして子どもを育

てるというのがいいものだ、楽しいもんだというような、そういう流れをぜひ男鹿市

の中でつくっていきたいと思っております。それでも、おっしゃるとおり人口に関し

ては、ここ当面減少するという現実を受け入れた上で、さらに進めるというのが人口

問題に対する考え方だと思っております。当然、今おっしゃいましたとおり、人口が

減っても、そのときに文化が栄えるという世界的なそういう流れもあることも存じて

おります。いろんな意味で、人口減少ということを受け入れながらも、いろんなこと

にチャレンジしていくというのが、これからあるべき姿だと思っております。

女子職員に関しましては、先ほどの答弁でも申し上げましたが、女性という観点、

これ大変これからいろんな面で重要だと思っております。男鹿市も女性の視点から見

た男鹿市の活性化ということで、名前を椿プロジェクトといって、市の女性職員、あ

るいは秋田県庁の女性職員の間で、女性の目から見た男鹿市の活性化ということでい

ろんなアイデアを今提言していただいたり、あるいは一部実行しているものがござい

ます。そういう面で、いわゆる女性の視点ということだけではなくて、バランスのと

れた運営する意味でも、女性職員は、能力を磨き、意欲を高めて、どんどん活躍して

いただきたいと思いますし、そういう活躍の場は、市だけではなくて、市といいます
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か市役所だけじゃなくて、男鹿市全域に広げていけるように、市としても応援してい

きたいと思っております。

○議長（三浦利通君） 山本総務企画部長

【総務企画部長 山本春司君 登壇】

○総務企画部長（山本春司君） お答えいたします。

私からは、財政関連についてのご質問にお答えいたします。

はじめに、財政調整基金に係るご質問でありますが、まず、標準財政規模につきま

しては、市税、地方譲与税、地方交付税など経常一般財源を用いて、その自治体が持

つ一般財源の規模を示すものでありまして、本市の平成２６年度の標準財政規模は１

０６億２千万円となっております。この財政調整基金の適正規模につきましては、県

から少なくとも標準財政規模の約１０パーセントを確保するように指導されているも

のでございます。また、目標を１５パーセントとした根拠でありますが、国の指導で

ある１０パーセント程度とする考えもありますけれども、より安定した財政運営を図

るために、行政改革大綱において１５パーセントとしたものでございます。

次に、県内の類似市との比較でございますが、本市は、平成２５年度末の残高が１

５億５００万円ほどに対し、鹿角市は２４億９千万円ほど、潟上市は１９億３千５０

０万円ほど、仙北市は２６億６千３００万円ほどになっております。

次に、今年度の取り崩し額でありますが、２月末現在、４億８千９７４万円となっ

ております。

また、過去３年間の基金残高でございますけれども、平成２３年度末残高は１８億

８千４７９万１千円、平成２４年度末残高は１７億５１５万９千円、平成２５年度末

は１５億５千４８２万円となっております。

次に、毎年度の決算剰余金の取り扱いでございますけれども、地方財政法及び男鹿

市財政調整基金条例に基づきまして、毎年度、決算剰余金の２分の１を下回らない額

を積み立てているところでございます。

以上でございます。

○議長（三浦利通君） 原田産業建設部長

【産業建設部長 原田良作君 登壇】

○産業建設部長（原田良作君） 私からは、国道１０１号の浜間口地区の件についてお
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答えいたします。

国道１０１号につきましては、能代市、三種町、潟上市、秋田市、それに我が市を

加えた５市町で、県に要望活動を繰り広げてきたところでございます。国道１０１

号、浜間口地内につきましては、県で事業採択をされたと伺っております。平成２７

年には調査費を計上したということでございます。平成２７年につきましては、環境

調査、路線測量、実質調査、用地測量、こういったものを行うと。延長に関しては、

約２千８００メートルと伺っております。

今後、道路の整備の詳細がわかりました時点で、また議会の方にもいろいろご説明

しながら進めてまいりたいと思いますので、よろしくお願いいたします。

○議長（三浦利通君） 杉本教育長

【教育長 杉本俊比古君 登壇】

○教育長（杉本俊比古君） 私からは、旧払戸小学校の今後の利活用についてのご質問

にお答えをしたいと思います。

今、議員からは、非常に、校舎棟、屋外運動場の解体という、先ほどの市長からお

話がありました今後の方向性についての思いがございましたけれども、耐震性が確保

されている管理棟につきましては、市長から話がありましたような、そういう活用を

今後も続けてまいりたいと思っております。ただ、校舎棟等、その解体にするに至っ

た場合のそののき地、そして管理棟のさらなる利活用につきましては、地元の方々、

あるいは十分意見交換をしながら、その活用のあり方について協議をしてまいりたい

というふうに思っております。

いろいろご意見も伺う場がありますけれども、特に今後、平成２８年度からは、コ

ミュニティスクールという形で、学校の運営に関しまして地域の方々、保護者の

方々、学校関係者の方々、皆さんで学校のあり方について協議する場ができますの

で、そういう中にこういう、元の校舎の利活用も含めて、お互いに議論をして方向性

を探ってまいりたいと思いますので、よろしくお願いします。

○議長（三浦利通君） さらに質問ありませんか。木元議員

○４番（木元利明君） 質問というよりも確認なんですが、市長、冒頭に人事交流につ

いての答弁ありましたが、どうも話聞いてますと、市長の人事交流は、市役所と県の

観光課云々という話ありましたね。私が人事交流に関して申し上げましたのは、振興
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公社で扱ってる４事業所、５事業所ですか、その中での臨職、正職らの方々がどうい

うふうにその事業所内で人事交流をなされているかという質問したつもりなんです

が、何でかといいますと、毎年毎年赤字赤字、経常黒字は一つもない中で、やはり、

何度も申し上げますけれども、やっぱり企業は人なりということもありますのでです

ね、お互いに切磋琢磨する意味で、４事業所なりともその担当者の、そこにおって、

長年そこにいるんでなくてですね、できればいろいろな場所を踏んでいただきながら

研さんを積んでもらいたいという観点から、人事交流はどのようにされてるかという

話をしたつもりなんですが、そこら辺、私の聞き違いなのか、市長の勘違いなのか、

そこら辺ひとつ。

○議長（三浦利通君） 伊藤市長

【副市長 伊藤正孝君 登壇】

○副市長（伊藤正孝君） お答え申し上げます。

今、木元議員の、その振興公社の社員といいますか、社員の交流の件、質問の中で

はちょっととらえることができなかったわけですけれども、その件についてお話しさ

せていただきますけれども、先ほど吉田議員からもいろいろ出されておりましたけれ

ども、やはりその交流、今、４施設と、それから、主なところが４施設だわけですけ

れども、オートキャンプ場とかいろいろな７施設、最終的には９施設あるわけですけ

ども、これを正職員８名でこなしておるところでございまして、その施設には１人の

正職員、そしてあと臨時対応とかやってる現状でございます。というようなことか

ら、その回転するにも非常にちょっと難しさのあるところがありまして、ちょっと時

間を、２、３年をたってから交流してるというのが現状でございます。今、木元議員

からもお話ありましたとおり、できるだけこの交流といいますか、それぞれの施設を

知ってもらわなければならないと、そして、自分のところの利益を上げていってもら

わなければならないというようなことを、私もそれなり話をしておるわけですけど

も、現状では、先ほど来お話あるとおり、利益を上げることができない状況にあるわ

けですけども、それらを含めて、この後、ひとつ振興公社内で十分にその交流等も含

めながら検討させていただきますので、どうかよろしくお願いしたいと思います。

○議長（三浦利通君） ４番木元利明君の質問を終結いたします。

次に、６番古仲清尚君の発言を許します。６番古仲議員
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【６番 古仲清尚君 登壇】

○６番（古仲清尚君） 新生２１の古仲清尚でございます。このたびは、３月定例会に

おきまして一般質問の機会を与えていただきましたことに、市議会の皆様、また関係

各位の皆様方に対しまして心から感謝を申し上げます。傍聴においでの皆様も、朝早

くから足をお運びいただいていることに心から感謝と敬意を申し上げます。

それでは、通告に従いまして質問に入ります。

今回は大きく３題について質問をさせていただきますので、よろしくお願いいたし

ます。

まず１題目は、水産資源についてお伺いをいたします。

１点目は、藻場についてであります。

藻場は、多様な藻類によって沿岸域に形成される海岸群落で、いわゆる海の森と呼

ばれております。藻場は、魚をはじめ海に生息するさまざまな生物等にとって、産卵

場所や隠れ場所、また、光合成を行っての海中への酸素供給、その他、水質浄化機

能、さらには海底の砂の移動を抑える機能があるとも言われており、まさに海の森と

して非常に重要な役割を果たしております。近年その藻場が、磯焼けと呼ばれる海の

砂漠化現象による衰退が拡大し、全国各地の沿岸において、それぞれの地域漁業に支

障が出るほどの影響を及ぼしていることは、周知の事実であります。

水産庁や有識者等の調査によりますと、藻場の衰退原因は、高度経済成長期におけ

る沿岸域の埋め立て等の開発、また、透明度の低下や化学物質の流入等が考えられて

いるとのことであります。秋田県も例外ではなく、この男鹿市においても藻場は長期

的に見ても減少しているデータが出ており、日本海中部地震以降、磯焼けが広がって

いるとの見解を示されている研究者、あるいは有識者もおります。

昨年８月には、秋田魁新報の第一面にて、「戸賀湾におけるウニの生態に関して、

ハタハタの産卵等にも欠かせないホンダワラ類等の藻場の生育等に悪影響が懸念され

る」との記事があり、この後、同新聞にて、男鹿北部域での潜水調査が必要との警鐘

があったことは、記憶に新しいところであります。

また、クロモ漁に関しては、平成２０年には１５トンから２０トンの水揚げがあっ

たものが、平成２５年には０．２トンにまで減少しております。

これらを踏まえお尋ねをいたしますが、市長は常々、今ある資源の活用や、地域ブ
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ランドの創出や付加価値を高めていくとの発言をされておりますが、市長は男鹿市の

水産資源に関し、どのようにお考えでしょうか。男鹿の海の森である藻場の保全・育

成等にさらなる注力をすべきだと考えますが、市長が考える藻場の現状に対する認識

と、今後どのように藻場の維持・形成等に取り組んでいかれるのか、見解を伺うもの

であります。

次に、２点目の漂流・漂着物等の取り扱い等についてであります。

近年、大量の漂流・漂着物等により、景観を含む海岸環境の悪化や海岸機能低下等

の影響が懸念されており、また、漁業被害や水質汚染、生態系への影響など、水産資

源に関しても同様に懸念されております。さらに、生活衛生面においても十分な考慮

が必要になると思われることから、多面的かつ効率的な対策が必要であると考えま

す。

これらを踏まえ、質問をいたします。

漂流・漂着物等の取り扱い等に対し、市では現状どのような取り扱いを行い、ま

た、今後どのように対策を講じていかれるのか、市長の見解を伺います。

次に、３点目の禁漁区域等についてであります。

水産資源の維持・形成及び漁業経営の安定を図るため、栽培漁業の推進は漁業全体

の振興においても大きな可能性を持ち、海の畑づくりとも言われる、いわゆる作り、

育て、管理する漁業に、大きく寄与するものと考えます。しかしながら、近年では全

国各地で密漁等が後を絶たず、本市においても例外ではないとのことであります。漁

業者や水産関係者が長い時間大切に守り育てている資源が、悪質な行為によって荒ら

されることは、残念でなりません。

ここで質問ですが、市では、禁漁区域等について、どのような取り扱いを行い、ま

た、今後どのように対策を講じていかれるのか、市長の見解を伺うものであります。

次に、２題目の観光政策についてお伺いいたします。

１点目は、広域観光についてであります。

近年、国内観光の政策においては、人口減少や超高齢社会の到来により、人口構造

の変化、また、都市部と農村など地域間のさまざまな問題、及び、自然環境や生態系

の変化等に伴う旅行観光者のライフスタイル、価値観、欲求等の変化、さらには、国

際化の波及などに対応し、情報通信や交通のインフラを活用しながら、地域観光資源
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や地域の特性を生かした魅力ある観光資源、観光地づくりのための基盤整備の充実が

求められております。そのためには、まず、旅行観光者等のニーズや、ニーズを満た

す具体的なものであるウォンツをしっかりと把握しながら、地域観光産業としてのビ

ジョンを描く必要があると考えます。

広域観光のメリットは、観光地が広域的に連携をし、誘客を促進し、複数の観光地

がそれぞれの地域特性を生かしつつ、それぞれの魅力や機能等を補完しながら連携す

ることにあると考えます。例えば、それぞれの観光地の多様な魅力確保やポテンシャ

ルの拡大、さらには、選択肢がふえることによる機能の高度化などが挙げられます。

また、広域観光モデルコースの中に、男鹿市内の温泉宿泊機能のメリットを最大限生

かすことで、既存の偏在した交通インフラにおけるデメリットを減少させ、旅行観光

者の滞在時間延長等につながっていくと考えます。

これらを踏まえ、ここで質問いたします。

男鹿市においても、地域観光産業として広域観光のビジョンを描いていく必要があ

ると考えますが、市長の見解を伺います。

次に、２点目のヘルス・ツーリズムについてであります。

近年、旅行観光者の多様なニーズに対応した、グリーン・ツーリズムやエコ・ツー

リズムなど、体験型や交流型のニューツーリズムが拡大しております。今回は、その

中でもヘルス・ツーリズムについてご質問をいたしたいと思います。

観光庁が示しているヘルス・ツーリズムの定義は、自然豊かな地域を訪れ、そこに

ある自然、温泉や体にやさしい料理を味わい、心身ともにいやされ、健康を回復・増

進・保持する観光形態とあります。ヘルス・ツーリズムと聞きますと、古来から日本

に根づいてきた湯治を思い浮かべますが、湯治は、傷をいやす、病気をいやすことを

目的としており、ヘルス・ツーリズムは、より広範囲の概念であり、旅行を通して得

た体験などがその後の日常生活の中で生かされたり、よい影響を与えることを狙いと

しているとも言えます。例えば、温泉や郷土料理、自然散策など、従来から普及して

いる癒しやストレス発散を目的としたプログラムに加えて、その土地の特産物や名産

物を活用した食育などによる食生活の改善や薬膳料理、さらには、森林浴やヨガなど

を組み合わせた、自然を生かした運動やメンタルケアなどが期待をされております。

これらを踏まえ、ここで質問させていただきます。
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男鹿市においても、恵まれた地域資源や自然環境等を生かし、ヘルス・ツーリズム

に取り組むべきと考えますが、市長の見解を伺うものであります。

次に、３点目の観光におけるＩＣＴサービスについてであります。

ＩＣＴ、情報通信技術は、情報をリアルタイムに入手し、共有、発信、蓄積、解

析、活用等を容易にし、利便性を向上させるのみならず、それぞれの社会活動を効果

的または効率的にするなど、さまざまな効用をもたらすということは周知の事実であ

り、観光分野におきましても、今、スマートフォンなどの多機能携帯型端末の登場

や、ＧＰＳ、位置情報全地球測位システムや、ＡＲ、拡張現実といった新技術と相

まって、観光への活用が大いに期待されているところであります。全国的にも、Ｗｉ

－Ｆｉなどの無料公衆無線ＬＡＮ環境の整備促進や、ＩＣＴを活用した観光用アプリ

ケーション等の普及が急速に進んでいる中、男鹿市の観光におきましても早急に環境

構築が必要であると考えます。男鹿市においては、ある程度、市内全域に光回線網が

整備・敷設されている背景から、Ｗｉ－Ｆｉステーションやアクセスポイントの設置

等、ハード面での対応は比較的容易であると考えられます。また、Ｗｉ－Ｆｉ環境が

整備されれば、通信エリア内などの条件や制約の中ではありますが、防災情報の発信

など、有事の場面などで広報的機能の発揮が期待できます。

これらを踏まえ、ここで質問いたします。

男鹿市においても、Ｗｉ－Ｆｉなどの無料公衆無線ＬＡＮ環境の整備促進や、観光

用アプリケーション等の開発など、観光におけるＩＣＴサービスの環境構築が急務と

考えますが、市長の見解を伺います。

次に、４点目のＥＶ・ＰＨＶ等用充電スポットについてであります。

現在、全国的にＥＶ、電気自動車や、ＰＨＶ、プラグインハイブリッド自動車な

ど、環境にやさしい次世代自動車の普及が進んでおります。同車両は、次世代エネル

ギー対策の重要な牽引役も担っており、政府は、次世代自動車普及目標として、新車

販売台数に占めるＥＶ・ＰＨＶまたはＰＨＥＶの割合を、２０２０年には１５パー

セントから２０パーセントと掲げています。地域交通というものを自動車に大きく依

存せざるを得ない男鹿市においても、運転走行時に二酸化炭素等を排出をしないＥＶ

やＰＨＶなどの次世代自動車は、今後さまざまな分野において重要な役割を持つもの

と考えます。今後、観光施設や宿泊施設等を含む観光地をはじめ、商業施設に病院な
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ど、また、公共施設等においては、それら目的地におけるＥＶ充電インフラの普及促

進が求められています。

これらを踏まえ、質問をいたします。

男鹿市におきましても、観光をはじめとするさまざまな面から、ＥＶ・ＰＨＶ等、

次世代自動車用充電スポットの広域的な設置が必要と考えますが、市長の見解を伺い

ます。

次に、３題目のあきたハートフルネットについてであります。

現在、秋田県は超高齢社会の先端を歩んでおります。超高齢化に係る諸問題は、医

療・福祉関係者のみならず、社会全体にとっても大きな課題となっております。

あきたハートフルネットは、秋田県内の病院や診療所間で診療情報を安全に共有で

きる、医療情報連携ネットワークであります。医療機関間の情報伝達や連携がスムー

ズになるため、地域間医療格差を解消し、一貫した質の高い医療が受けられるように

なります。患者側のメリットとしては、手術後に転院する場合や退院して在宅医療を

受ける場合など、きめ細かい医療の継続が可能となり、また、複数の医療機関を受診

している場合などは、複数の医療機関にまたがる情報が共有できるため、適切な治療

やアドバイスを受けやすくなり、検査や投薬の重複を防ぐことにもつながります。

あきたハートフルネットに参加している医療機関では、患者の同意を得て診療情報

の登録を行いますが、対象は同ネットワークに関して同意書を提出された患者情報に

限ります。また、共有される診療情報は、氏名、生年月日、住所などの患者基本情報

から、医師が医療連携に有用と判断した受診歴、処方、あるいは検査結果、放射線や

超音波画像などが取り扱われます。さらに、同ネットワークで共有される情報は、高

度な暗号化処理により守られ、同ネットワークの利用を認められたもの以外は閲覧が

できない仕様になっているなど、安全な運用が可能であると考えます。

これらを踏まえ、質問いたします。

男鹿市、男鹿みなと市民病院及び市内公立診療所においても、あきたハートフル

ネットへの参加導入を行いながら、市内民間診療等へ積極的な働きかけを行い、地域

医療連携の基盤づくりを推進すべきだと考えますが、市長の見解を伺います。

以上、市長の誠意ある答弁をお願い申し上げまして、初回の質問を終わります。

○議長（三浦利通君） 渡部市長
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【市長 渡部幸男君 登壇】

○市長（渡部幸男君） 古仲議員のご質問にお答えいたします。

ご質問の第１点は、水産資源についてであります。

まず、水産資源の活用や付加価値を高める施策につきましては、中高級魚の種苗放

流や、ナマコ乾燥機、貫流ボイラー、コンブ・ワカメ収穫装置、ハタハタ三枚卸器や

金属検出装置など、加工業者や６次産業化を目指す漁業者が導入する機械設備に支援

してまいりました。さらに、民間事業者に急速冷凍機導入の動きがあることから、こ

れに支援し、水産資源の活用を図ってまいります。

次に、藻場の保全・育成等についてでありますが、秋田県水産振興センターでは、

ハタハタの大規模な産卵場が形成される、秋田石油備蓄基地周辺や北浦地区の八斗

崎、湯之尻周辺で、継続的にホンダワラ等の生育調査を実施しております。その結

果、北浦地区においては、平成１９年に生育状況が悪化したものの、その後は順調に

回復を見せ、現在は以前と同程度までに回復しているとのことであり、調査地点での

藻場の減少は特に見られず、維持されていると伺っております。

今後は、秋田県水産振興センターが平成２７年度に予定している、ムラサキウニに

よる藻場の被害と生息域の調査や、クロモの資源量に関するモニタリング調査の結果

を踏まえ、同センター並びに漁業者と協議を進めてまいります。

次に、漂流・漂着物等の対応についてでありますが、漂流物については、水難救護

法の適用を受け、秋田海上保安部等が回収したものが市へ引き渡され、市が処分を行

うことになります。海岸漂着物については、美しく豊かな自然を保護するための海岸

における良好な景観及び環境の保全に係る海岸漂着等の処理等の推進に関する法律に

基づき、県が策定した秋田県海岸漂着物対策推進地域計画で重点区域海岸に指定され

ている琴浜海岸は、海岸管理者である県が環境省の海岸漂着物等地域対策推進事業の

補助金により、海岸漂着物の回収・処理を実施しております。琴浜海岸以外の海岸漂

着物の回収・処理については、海岸管理者である県へ要望しておりますが、地元町内

会などの協力により、清掃活動等で集積したものを市が回収・処理しているのが現状

であります。

今後も引き続き県へ要望してまいりますが、海岸漂着物の回収・処理については、

地元町内会などと連携しながら取り組んでまいります。
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次に、禁漁区域等についてでありますが、秋田県漁業調整規則により、採捕期間、

禁漁区域、採捕禁止サイズなどのほか、これに違反した場合の罰則が同規則第５６条

に規定されております。漁業権の許認可行為は秋田県知事に権限があり、同規則第７

条から第３３条までに許可等の規定があり、漁業の許可を有しない者が漁獲物を採捕

することは禁止されております。

取り締まりについては、秋田県警察並びに秋田海上保安部の権限であります。市で

は、県や秋田県漁業協同組合と連携し、密漁防止の啓発に努めてまいります。

ご質問の第２点は、観光政策についてであります。

まず、広域観光についてでありますが、広域観光の当市における取り組みといたし

ましては、観光需要が落ち込む冬季誘客対策として、青森、秋田、岩手の３県及び男

鹿市、八戸市、横手市、弘前市、雫石町の５市町が、みちのく五大雪まつり推進協議

会を組織し、５連ポスターの制作やホームページ、ＳＮＳでの情報発信等によるＰＲ

のほか、今年度はスタンプラリーを実施し、各地域への誘客を図っております。

近年においては、県や大館市、仙北市など関係市町村と連携し、札幌市において秋

田県教育旅行誘致説明会を開催し、秋田県内周遊ルートの提案やＰＲに努め、その結

果として、今年度は北海道地区から７校、７２５人が本市を訪れております。

また、東北広域のインバウンド対策では、ことしのなまはげ柴灯まつりに東北観光

推進機構による、中国、韓国、シンガポール、タイなどからのファムツアーも受け入

れております。

今後も、県や他市町村等と連携し、広域的なルートを提案してまいります。

次に、ヘルス・ツーリズムについてであります。

観光庁が振興を図っているニューツーリズムの一形態であるヘルス・ツーリズムに

おいては、各地域で地域の特性を生かしたさまざまな健康につながるメニューが提供

されております。本市においては、真山のおやまかけ、寒風山でのトレッキング、パ

ラグライダーのほか、自転車で海岸線をツーリングする男鹿半島なまはげライドなど

のスポーツイベントが開催されます。また、心身をいやす温泉や自然景観、新鮮な食

材も多数存在することから、これらを連携させた旅行コースの造成に取り組んでまい

ります。

次に、観光等におけるＩＣＴサービスについてであります。
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現在、市が把握している市内無料Ｗｉ－Ｆｉスポットは、宿泊施設や飲食店、観光

案内所など２６カ所の観光関連施設にあり、ＮＴＴ東日本が整備中の鵜ノ崎駐車場１

カ所を含めると、２７カ所となります。無料Ｗｉ－Ｆｉスポットは、訪日外国人旅行

者誘致にあたっては非常に重要な要素であるため、今後も観光関連施設を中心に市内

への設置を進めるとともに、男鹿市独自の無料Ｗｉ－Ｆｉスポットサインを作成・配

布するなど、その周知を図ってまいります。

また、観光アプリケーション等については、ジオパーク、観光、防災情報などを提

供するガイドアプリの制作を進め、観光情報の発信に努めてまいります。

次に、電気自動車やプラグインハイブリッド自動車用等充電スポットについてであ

ります。

現在、市内には４カ所の充電施設があり、設置場所は、船川地区１カ所、船越地区

２カ所、北浦地区１カ所となっております。船川地区については、電気工事事業所が

普通充電器１基を、船越地区については、自動車販売店が普通充電器１個、コンビニ

エンスストアが急速充電器１個を、北浦地区については、東京の事業所が男鹿観光ホ

テル敷地内に普通充電器２基を、それぞれ設置しており、一般に提供されていると

伺っております。さらに、船川地区のコンビニエンスストア敷地内には、東京の事業

者が本年４月の提供開始に向け、急速充電器１基を設置する計画が進められていると

伺っております。

電気自動車やプラグインハイブリッド自動車など、環境にやさしい自動車の必要性

は十分認識しておりますが、普及には車両と充電設備双方の拡大がなければなりま

せん。国土交通省東北運輸局の運輸要覧、平成２６年版によると、平成２６年３月末

現在の秋田県内における保有車両数は４２万５千８６８台で、このうち電気自動車は

４２８台、プラグインハイブリッド自動車は２８７台の計７１５台となっており、普

及率は０．１７パーセントとなっております。

充電スポットの設置につきましては、電気自動車やプラグインハイブリッド自動車

の今後の普及状況を見きわめてまいりたいと存じます。

ご質問の第３点は、あきたハートフルネットについてであります。

男鹿みなと市民病院及び市内公立診療所のあきたハートフルネットへの参加・導入

と、市内民間診療所等への働きかけについてでありますが、男鹿みなと市民病院にお
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いては、医療情報システムの更新による電子カルテの稼働を平成２７年８月に予定し

ており、これに合わせて、年度内にあきたハートフルネットへ参加することとしてお

ります。事業費は総額約２千４００万円で、補助率４分の３の約１千７８６万円が県

の補助となっており、平成２７年度当初予算へ予算計上しております。

公立診療所の参加については、各診療所とも、男鹿みなと市民病院の医師が診療し

ており、インターネット環境等も未整備で、利用患者数も年々減少傾向にあることか

ら、現時点では参加は考えていないものであります。

市内民間診療所等への働きかけについては、運営主体である秋田県医師会が男鹿潟

上南秋医師会を通して働きかけを行っていると伺っております。

○議長（三浦利通君） 再質問ありませんか。古仲議員

○６番（古仲清尚君） ご答弁ありがとうございました。いくつか再質問させていただ

きますので、よろしくお願いいたします。

まず、１の１ですね藻場についてでありますけれども、先ほど市長の方から、調査

の結果、男鹿市内の藻場は良好だという旨のお話をいただきました。気になりますの

は、そうしますと、じゃあ何でクロモ漁が、１５トンから２０トンとれていたものが

０．２トンしかとれなくなったのかと。藻場が良好であれば、クロモ漁の水揚げも同

水準で推移していくものと考えますが、ちょっとその辺に関してちょっと不明なんで

すけれども、そうしたときに、じゃあそもそも、漁業に関連してくると思うんですけ

ども、男鹿市における漁業のあり方と今後の育成についてでありますけれども、ここ

の部分に関しましては、昨年１２月定例会において高野寛志議員もご質問されたとお

り、今後、漁を生業として、いわゆる経済的基盤をつくっていけるのかというテーマ

は喫緊の課題であると思います。生産人口ですとか消費人口の減少は、税収減につな

がるだけではなくて産業の構造そのものにも影響してくるやもしれません。

県の告示された資料をちょっと参考にさせていただきますけども、秋田県の告示第

６１５号、平成２６年１２月２６日、引用して読み上げます。

海洋生物資源の保存及び管理に関する法律第４条第７項の規定により、次のとお

り、秋田県海洋生物資現の保存及び管理に関する計画を公表する。

１、海洋生物資源の保存及び管理に関する方針

本県の水産業は、近年は減少傾向に歯止めがかかってはいるものの、依然として低
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迷状況が続いている。このような状況の中で、県北部沿岸、男鹿半島周辺及び県南部

沿岸においては、依然として水産業が中核産業となっている地域も多く、地域振興の

ためにも水産業の発展を図っていく必要がある。そのため、海洋生物資源を適切に管

理し、かつ、合理的に利用していくことが極めて重要な課題となっている。

２、海洋生物資源の現状を見ると、低位水準にとどまっている資源や、資源水準が

悪化している資源も見られる。今後、過度な漁獲努力が投入されれば海洋生物資源の

減少につながり、県民、国民のニーズヘの的確な対応のみならず、地域経済の発展へ

重大な支障となるおそれがある。

県は、多分恐らく、県内の水産資源に対して、かなり危機的な意識を持っていて、

こういう告示をされているんだと思います。今、全国的に地方創生のテーマのもと

で、全国約１千７００の自治体が今後知恵を絞り合って競争が激化される中で、男鹿

市がそれらに勝ち抜いていくためにどうしたらいいかということを考えた場合、やは

り男鹿市で恵まれているその水産資源を活用していくということが一つのテーマにな

ると思うんですが、それらの中で、その水産資源ですとか藻場への取り組み方、考え

方というものは、漁業全体への考え方、また、あるいは６次産業化への考え方にもつ

ながっていくと思いますので、再度市長のお考えを伺いたいと思います。

次に、漂流・漂着物等の取り扱い等について。

先ほど市長の答弁から、県の管理なので、地域の自治会の皆様、漁師関係者、漁業

関係者の皆様にその負担をお願いしていると。ということは、地元の漁師が自主的に

汗を流されているということですよね。そうしますと、結果、ごみ処理のために漁業

者負担がふえていると。ということは、恐らくそのごみの混獲による漁獲物等への損

傷ですとか、大きな流木等による漁船等への損傷ですとか被害、また、ごみの分別作

業等に係る、その漁の操業時間等のロスなどにつながる恐れが考えられます。そうし

た場合、行政でどのようにかかわっていくのかというテーマが重要になってくると思

うんですが、例えば、漁業の操業中に発生する漂流・漂着物の発生源対策として、例

えば漁業資材の適正な保管ですとか処分ですとか、リサイクル技術の開発・普及等に

も、行政も積極的に働きかけていく必要があるのではないかなと考えます。

これらを踏まえて、もう一度、市長からぜひお考えを伺いたいと思います。

次に、１の３、禁漁区域等についてということでございますが、例えば、毎年、そ
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の密漁者が後を絶たないというのは周知の事実だと思うんですけれども、男鹿には多

くの遊漁者、いわゆる釣りを楽しんでいただいて、観光に来ていただいている方も大

勢おります。その中で、例えば戸賀の漁港付近に関して、いくつか被害といいます

か、そういった声をよく耳にするんですけども、これ、以前、何年も前から取り上げ

られてるテーマだとは思うんですが、戸賀の漁港付近の漁具、あるいは民家脇に勝手

に用を足していかれる方がいると。それらによって、特に夏場などは、特ににおいが

ひどいと。近くには食事をする場所、お店がございますので、そのお店の方だけでは

なく、その近隣の住民からも非常に苦情が出ていると。そうなると、ただ釣りを楽

しんで見にくる遊漁者の方にとっても、また、あるいは地元の方にとっても、双方が

不快な思いをされてると。やっぱり行政としても、そういった双方が不快な思いを抱

かないような環境づくりというものもつくっていかなきゃいけないんではないかなと

思いますので、もちろん当該箇所の土地管理等に関しましては、さまざまな諸問題あ

ろうかと思いますけれども、それらについて市長のご見解を伺いたいと思います。

２題目のヘルス・ツーリズムについてお伺いします。

先ほど市長もおっしゃいましたとおり、政府が成長戦略の一環として、健康増進で

すとか医療費の適正化、あるいは新しいサービス産業創出を方針に掲げている中で、

その地域観光資源を活用したヘルス・ツーリズムというものを挙げております。その

中に、例えば観光ウォーキングというのが一つのトピックスとしてとらえられてい

るんですけども、これ何かといいますと、読んで字のごとく、ウォーキングをしなが

らゆっくりと観光を楽しんでいただくと。男鹿市内にはさまざまな場所、観光地があ

りますので、ウォーキングコースなどの設定というものが、いくつも設定が可能だと

思います。重要なのは、その際に、同じ距離で同じ勾配、それぞれ一律同じ条件で

コース設定をすることによって、そのウォーキングをした後の効果測定につながる

と。効果測定をしたときに、その場合に使ったデータを、その後の健康に役立ててい

ただく。かつ、ウォーキングをしながら、もちろんウォーキングをしますので、ドラ

イブとかとはまた違った速度で観光しますので、そのウォーキングをしながら新しい

男鹿の魅力を再発見していただければ、そのリピートにもつながると思いますので、

これらに対しても市長のご見解を伺いたいと思います。

次に、ＥＶ・ＰＨＶ用の充電スポットの件でございますが、自動車メーカー、先ほ
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ど市長は、数字、データ挙げられてましたけども、私調べたところ、自動車メーカー

調べによると、ＥＶ・ＰＨＶの普及状況は、平成２６年の１０月末時点で、秋田県内

が約１千台、全国では約１０万５００台となっています。横手市などは、既に市の庁

舎に設置をしているということで、横手市はどういうふうに設置をしたかというと、

さきに、もちろん設置をした時系列的に問題がありますので、民間が設置している場

所もトータル的に考慮をして、市内に複数のポイントを切れ目なくつなぐと、そして

利用者の利便性向上に努めていくというお考えだそうです。市長は、秋田県内が何百

台だからとさっきお話がありましたけども、秋田県内で何台しかないからということ

ではないと思います。全国で約１０万台があるということは、その少なくとも需要と

いうものは１０万台あるわけで、今後多分急速にいわゆるＥＶ・ＰＨＶ等の電気自動

車類というのは、登録台数はふえていくものと考えておりますので、かつですね、も

う国の補助金というものが今後パーセンテージが変わるそうです。今現状は、先月の

２月２７日までの登録分に関しては、設置者負担が３分の１だったそうなんですが、

今後はもう予算の都合上ですね、設置主体が大きな負担を強いられると。もうだから

先につけてしまったところは、かなり優遇されるということになると思うんですけど

も、なので、今後その数を状況にかんがみて設置を考えるとおっしゃってましたけど

も、やっぱり、特にこういう次世代のこういったものに関しましては、やはり全県的

な考えをもって取り組んでいただけたらいいなと思いますので、もしその部分で市長

のお考えありましたらお願いいたします。

最後に、ハートフルネットに関してですけれども、先ほど、医師会の方で普及活動

をされているんだというお話を伺いましたけども、これは地域地域の医療のエリアの

問題だと思うんです。例えば、男鹿市では、まだ男鹿市内の診療所は１診療所、今、

加入をしている状況ですけれども、核となる病院がハートフルネットに加入していな

い以上は、その周りのエリアの診療所が導入しても余り効果はないと。それは医師会

の方でもおっしゃっております。先ほど、医師会の方で働きかけているんだというお

話がありましたけども、そうではなくて、そのエリアの核となる病院が加盟をしてい

ないから診療所も踏みとどまっている、効果が薄いんだという考えだと思うので、今

後は、要するに男鹿みなと市民病院ももし、ハートフルネット導入すると先ほどおっ

しゃいましたけども、入れてから市内の診療所に対して普及活動をするのは、私は行
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政ですとか男鹿みなと市民病院だと思いますが、その点に関して市長の見解を伺いた

いと思います。

住民福祉が最重要課題と市長常々おっしゃっているときに、やっぱりエリアで、例

えば男鹿地域でそういった地域医療連携の基盤がつくられていないのはどうかと思い

ますので、その部分についてお伺いいたします。

○議長（三浦利通君） 渡部市長

【市長 渡部幸男君 登壇】

○市長（渡部幸男君） あきたハートフルネットについてお答えいたします。

先ほどもお答えいたしましたが、男鹿みなと市民病院は、いわゆる電子カルテ導入

のタイミングで入るということで、今年度予算、２７年度の当初予算に計上いたして

おります。

先ほども申しましたけども、この運営主体が秋田県医師会であるということであり

ます。男鹿みなと市民病院が参加することと、それに対して我々が、男鹿市が積極的

に働きかけるというのは、この運営主体のところが基本的にはやるべきことで、男鹿

みなと市民病院が、失礼、男鹿市がいわゆる費用のかかること、それから効果という

ことがどの程度見込めるか、我々もわからない中で、仮に見込めたとしても各診療所

の、いわゆる経営の方針もあります。そういう中で、働きかけとしては、やはり私は

運営主体である秋田県医師会がやるべきことであると思っておりますし、男鹿みなと

市民病院についても、これからどういう課題があるかについては検証する必要がある

と思っております。

○議長（三浦利通君） 山本総務企画部長

【総務企画部長 山本春司君 登壇】

○総務企画部長（山本春司君） お答えいたします。

私からは、電気自動車への対応についてであります。

市長が先ほど申し上げましたとおり、このことにつきましては、普及状況等を見き

わめながら、古仲議員から言われましたご意見等も踏まえて検討していきたいと思い

ますので、よろしくお願いいたします。

○議長（三浦利通君） 船木市民福祉部長

【市民福祉部長 船木道晴君 登壇】
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○市民福祉部長（船木道晴君） 私から、漂流・漂着物の対応についてお答えをいたし

ます。

先ほど市長の方からもご答弁申し上げておりますが、いわゆる海岸に流れ着いた漂

着物につきましては、法律の規定に基づきまして、第一義的には海岸管理者に義務が

ございます。ただ、実際、ほぼ県がおおむね海岸管理者でございますけれども、事実

上、すべての海岸を海岸管理者が清掃するというのは非常に困難な状況にあります。

そのため、市の方でも各地元の町内会、漁業者に限らずですね、地元の町内会等が海

岸を清掃するというような場合には、市もそれに協力しながら一緒に行っているとい

うことでございます。

漂流しているものについては、現在のところ、漂流物の関係になりますと水難基本

法の適用があるわけでございますが、漂流しているいわゆるごみ等につきましては、

特にまだ現在のところ処理する責任を定めた法律の規定がございませんので、責任の

所在が不明であるというような実態になってございます。このため、国の方でも漂流

海底ごみ対策総合検討事業ということで予算に計上しておりまして、沿岸域における

漂流や海底ごみの状況調査を行って、効果的な対策を検討するというようなことでご

ざいますので、今後、何らかの形で漂流海底ごみについても対策が示されてくるもの

だと考えております。私どもは、それが示された段階で、必要な対策を講じてまいり

たいと思っております。

○議長（三浦利通君） 原田産業建設部長

【産業建設部長 原田良作君 登壇】

○産業建設部長（原田良作君） 私からは、水産振興と観光の面からご質問にお答えし

たいと思います。

まず、藻場に関してですが、先ほど市長が答弁しましたとおり、水産振興センター

の調査によりますと回復基調にあるというものではございますが、もとより海域全部

を調査するということは不可能でございます。そういった意味で、いろいろ漁業者の

方と意識的な違いがあるのかなという感じがしております。

ただ、２７年度、クロモの調査、あるいはムラサキウニの食害に関する調査、こう

いったこともあわせてやるというふうに伺っておりますので、その辺の結果を見なが

ら、市の方としてもその水産振興センターと協力しながら、そういった藻場の実態に
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ついて把握してまいりたいと考えております。

あと、漁業の関係ですが、県の方でも先般２月２８日でしたか、第７次栽培漁業基

本計画といったものを策定するというふうな内容がございました。やはり漁獲量が少

ないというのが根本にあると考えております。県の方では、今度新たに高級魚種とし

ましてキジハタというふうな魚も新たに試験的に放流するというふうなことも伺って

おります。こういったことも含めて、漁獲量の増につながっていけばなと考えている

ところでございます。

あとは、水産庁の指導がございまして、県漁協で来年７月をめどに県内４地区、北

部、南部、あとは船川総括支所、北浦総括支所でおきまして、おのおの漁業振興のた

めの計画を策定する予定となっております。これによりまして、水産庁の国の補助が

活用できるものございます。こういったもので漁場の整備、あるいは漁業施設の整

備、こういったものを図りつつ、漁獲量の増につなげていければなというところに期

待しているところでございます。

あと、流木の関係につきまして若干補足いたしますと、漂着した流木の中で漁港施

設に関連するところに漂着したものにつきましては、漁港管理者、市でございますの

で、そういった権限で除去したというふうな経緯もございます。ただ、漂流中の流木

に関しては、なかなか漁業者の方の迷惑になるわけですけれども、どういうふうな方

策があるか、これにつきましては今後研究させていただきたいと思います。大型定置

網につきましては、いろいろそういった流木を防止するような網の仕組みがあるとい

うふうなことも伺っておりますが、一般の漁具に関してはなかなかまだ情報がござい

ませんので、どういった方法があるか、これから検討させていただきたいと思いま

す。

あと、戸賀の方の遊漁の釣り客の関係ですが、これはいろいろ私も伺っておりま

す。こちらに関しては、釣りをされる方のモラルといいますか、そういった面がかな

り重要になってまいると思いますので、県の釣り協会がありますので、そういったと

ころと、さらに改善方についていろいろ協議してまいらなくてはいけないかなと思っ

ております。

釣りされる方々も、年に１回ですか２回ですか、海岸の方を自主的に清掃されてい

るというふうな実態もあるということですが、その辺は地元の漁業者の方と協力しな
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がら、いろいろ海岸の美化とかそういったものにも努めていただければというふうに

考えているところであります。

あと、密漁に関しましては、先ほど市長が申しましたとおり、秋田県漁業調整規則

というものの中で罰則、それから、とってはいけない魚種、あるいはサイズ、あと

は、ここは禁漁区ですよといったものが定められております。そこも定められており

ます。こういったものにつきましては、市の方もＰＲに努めながら、漁協、あるいは

警察、そういったところと連携をとりながら、根絶についていろいろ協力しながら取

り組んでまいりたいと考えております。

ヘルス・ツーリズムですが、具体的に今、男鹿市でヘルス・ツーリズムと銘を打っ

たものはございませんけれども、こういった自然が豊かでございます。また、お山か

け等できるというふうな、そういった森林浴等も兼ねてできる、そういったところで

リフレッシュできる場というのは十分あると考えておりますので、この今やっている

ものの中でこういったヘルス・ツーリズムというふうにできるものはないのか、今後

そういったヘルス・ツーリズムを冠することができるルート設定、そういったものが

ないのか、その辺についてこれからちょっと研究させていただきたいと思いますの

で、よろしくお願いいたします。

○議長（三浦利通君） さらに質問ありませんか。古仲議員

○６番（古仲清尚君） ご答弁ありがとうございました。

水産資源、藻場についてもう少しお伺いをしたいんですけれども、どうしても自然

界にかかわっていくことですので、半年先、１年先、この先どうなるか、それは本当

に不確定要素の部分が非常に多いものだと思います。しかしながら、水産資源の適切

な保全ですとか管理、また、海洋の生態系ですとか、多様性を保全していくというこ

とは、その水産物の安定供給ですとか確保はもとより、その漁業の健全な発展を図る

ためには極めて重要であると考えてます。だからこそ、行政ですとか研究機関、漁業

関係者等が一体となって、さまざまな調査や分析等を行い、この資源管理をはじめ、

漁業経営の安定に向けて、その地域特性を踏まえながら、その資源管理計画等の策定

ですとか資源管理体制の構築を進めていく必要があるのではないかなと思います。

販売面におきましては、例えば、商工会ですとか観光協会とか各団体等と連携を

図って、その消費者のニーズというのを的確に把握していく、また、需要と供給を
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しっかりバランスをとるということが重要であると考えますが、先ほど、６次産業化

に向けても積極的に取り組んでいくんだという市長のお話がありましたけども、要す

るに水産資源が、先ほど市長からも資源が減りつつあるとおっしゃってる中で、じゃ

あ、どうやってその６次産業化に積極的に取り組んでいかれるのか、その部分を

ちょっと再度お伺いをしたいと思います。

次に、ヘルス・ツーリズムに関連してなんですけれども、先ほど観光ウォーキング

について質問させていただきました。今、医療情報学という観点からも、実はヘルス

ツーリズム、あるいは観光ウォーキング、注目をされておりまして、例えばＡＲ技術

の一般的な活用方法では、例えば観光スポットですとか、主に風景などにスマートフ

ォンのカメラを向けて撮影すると、関連情報がそこに表示されると。これらの基本情

報に、トイレですとか道路、通路における段差情報ですとか、またあるいは、ＡＥＤ

の設置場所、また、有事の際の防災情報などを、そのＡＲのアプリケーションに取り

込むと。そういったものが医療情報学の観点からも研究開発をされていると。ＧＰＳ

機能などを織り交ぜた視覚的なサポートですとか、そういったものからも、避難場

所、あるいは避難経路等の表示までが可能になる。そういった研究まで学会の方で発

表されております。市当局として、今後、観光をはじめとして、こういった種のアプ

リケーションを導入される場合においては、このように安全・安心を与えられる情報

というものもまた重要でありますので、そういった部分を十分考慮していただきたい

と思いますので、市長の見解を伺います。

次に、ハートフルネットについてでありますけれども、公立診療所は、例えば新規

にインターネット環境を構築する負担があると。医師会の方に確認をしたところ、例

えば移動型であるノートＰＣですとか、そういったものもある程度、セキュリティー

さえ担保されれば使用は可能であると、そういう発言も医師会がしております。です

ので、例えば固定、据え置きでなくても、ノートＰＣ等できちんと条件を満たしたも

のであれば運用が可能であるという考えですので、この部分についてちょっとお伺い

をいたします。

先ほど、再三再四、市長の方からも、いや、運営主体は県の医師会なんだからとい

うお言葉がありましたけれども、例えば、一人暮らしの方ですとか高齢者の方、医療

サービスを受けられてる方というのは、今後、身寄りの存在というものを十分に考慮
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していかなきゃいけないと。例えばそれは、親族の方が市外に住んでいて、その場所

が現状よりも医療サービスを受けやすい場所、環境であるならば、もしかすると移住

をしてそちらに住む可能性も出てくると。そのような観点からは、人口の流出という

部分は、もしかするとそういった面からも考えていかなきゃいけないものかもしれま

せん。ですので、そういった部分をカバーする意味においても、その地域医療連携の

基盤構築というものが必要になると考えますので、この部分に関しまして、再度市長

の方からご見解をお願いいたします。

○議長（三浦利通君） 原田産業建設部長

【産業建設部長 原田良作君 登壇】

○産業建設部長（原田良作君） お答えいたします。

藻場の関係でございますが、先ほど申しましたように、来年、水産振興センターの

方でさらに詳細な、ムラサキウニの食害、あるいはクロモの生育状況に関する調査を

行うと伺っております。そういったことに期待しつつ、まず市としても何ができる

か、いろいろ検討してまいりたいと考えております。

また、６次産業化に関しましては、一昨年以来、市内の業者、加工業者ですので厳

密に言いますと６次産業と言えるかどうか微妙ですけれども、そういった水産物を

使った加工、そういったものに対する県の支援制度がありましたので、市もそれに加

わって支援してまいったというふうな事情がございます。

先ほど市長答弁にもありましたが、市内で１業者が、急速冷凍機の導入を今検討し

ている業者がおられます。これによりまして、とり過ぎたときにはそれを冷凍してお

いて、高いときに出す、あるいは、調理したものをそのまま急速冷凍かけて、食べら

れる状態で出荷をするといったことが今後可能になってくると考えております。そう

いったものに対しても、これから支援をしてまいりたいと考えているところでござい

ます。

また、スマホのアプリにつきましては、先ほど市長答弁にもございましたように、

防災的な面も含めて、観光の情報発信といったことも含めて、これから導入について

考えていきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。

○議長（三浦利通君） 船木市民福祉部長

【市民福祉部長 船木道晴君 登壇】
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○市民福祉部長（船木道晴君） 私からは、いわゆる診療所の、出張診療所のハートフ

ルネットへの加入の件についてお答えいたします。

先ほど市長もご答弁申し上げておりますけれども、診療所につきましては、市内、

私ども４つございますが、いずれも年々利用者が減ってございます。実際に利用して

いる延べ人数ではなく、実人員として今年度ですと、例えば戸賀診療所ですと２５

名、あるいは五里合ですと１９名といったようなことがあります。また、診療所につ

きましては、週１回、基本的に半日程度の診療となってございまして、年間ですとお

おむね５０日程度ということになります。それに合わせまして、男鹿みなと市民病院

から医師を派遣していただいておりますので、患者がもし具合が悪いと、診療所では

対応できないといった場合には、当然、男鹿みなと市民病院の方へ受診するように勧

めております。

来年度、男鹿みなと市民病院がハートフルネットに加入いたしますと、男鹿みなと

市民病院で受診した、いわゆるそれに関連したものについては、男鹿みなと市民病院

が保有してございますので、男鹿みなと市民病院が加入することによって、ある意

味、診療所の患者も、急性期の病気等については情報を、他の参加加盟の病院と情報

を共有できるということにもなりますので、現状ではハートフルネットへの加入につ

いては考えていないところであります。

○議長（三浦利通君） 以上で、６番古仲清尚君の質問を終結いたします。

○６番（古仲清尚君） 終わります。ありがとうございました。

ここで３時４０分まで暫時休憩いたします。

午後 ３時２８分 休 憩

午後 ３時４１分 再 開

○議長（三浦利通君） 休憩前に引き続き会議を開きます。

次に、３番米谷勝君の発言を許します。

なお、米谷勝君からは、一問一答方式によりたいとの通告がありますので、これを

認めます。３番米谷勝君

【３番 米谷勝君 登壇】

○３番（米谷勝君） 本日最後の質問者となりました。市民クラブの米谷でございま
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す。傍聴の皆様、お疲れのことと存じますが、もう少し我慢していただきたいと思い

ます。

それでは、通告に従いまして、市民の声として７点について質問させていただきま

すが、市長の誠意あるご答弁を期待するものであります。

１点目は、公共工事についてであります。

企業進出も見込まれない本市にとって、公共事業は、市外からのお金を、いわゆる

国・県からの公金を取り込み、本市の経済活性化対策に最も有効な手段であります。

政府は当初予算で、３年連続の増額となる、景気を重視するアベノミクス第２の矢

に財政出動を掲げ、公共事業に積極的に予算をつけております。本市の公共工事の現

状と見通しについて、ご見解をお伺いいたします。

次に、市内工事の経済への波及効果が期待される、道路維持工事、市道延長もふえ

ている中で、市民要望にこたえているのか、現状と今後の見通しについてお伺いいた

します。

あわせて、市長就任時からの道路維持費の推移について、お伺いいたします。

次に、公共工事設計労務単価引き上げについてお伺いします。

国土交通省は、公共工事で働く人の人件費の基準となる設計労務単価を、２月から

全国平均で４．２パーセント引き上げるとしております。本市において、今後どのよ

うに改定されるのかお伺いいたします。

２点目は、住宅リフォーム助成事業の継続についてであります。

住宅リフォーム助成事業は、平成２２年度から、市内経済の活性化や、市民が安

全・安心で快適な生活が営めるよう住宅環境の質の向上を図るため、自己の居住に供

する住宅をリフォームする場合、補助金が交付されております。利用実績は、平成２

２年度から２７年度１月末時点で、２千１２６件の利用があり、補助対象工事費３３

億８千３４４万８千円、そのうち対象工事の一般は１千２４０件、約６０パーセント

を占めております。依然として市民要望の高い事業であります。県では、２７年度も

継続実施を予定していることが報じられています。

雇用不安や社会負担の増大が予想される中で、新築住宅に対する購買意欲は減退し

ており、これまでのつくっては壊す、フロー消費型社会から、きちんと手入れして長

く大切に使うという、ストック型社会への転換が求められております。
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本市では、福祉、環境、子育て世帯が住宅をリフォームする場合、補助金を交付す

ると、前年度までの一般を除いた住宅リフォーム助成事業を継続するとのことです

が、一般を除いては、県の事業と連携した市内経済の活性化につながらないと思いま

す。なぜ、県、他市が一般を対象工事にしているのに、男鹿市は除くのか、市長の所

見をお伺いいたします。

３点目は、地方活性化交付金についてであります。

地方創生という言葉に触れる機会が多くなりました。政府は、景気を下支えする

３．５兆円の経済対策を取りまとめ、目玉は、地方活性化を狙った２種類の交付金

で、交付金の総額は４千２００億円、うち２千５００億円が、地域における消費喚起

策や、これに直接効果を要する生活支援策、もう一つは、１千７００億円の地方創生

型の交付金で、長期的な視点で、人口減少対策などに取り組む市町村を支援するもの

であります。今は、地方創生の先行施策や、地方版総合戦略の策定など、地方自治体

にとって重要な時期であります。本市の活性化にどのように取り組む考えか、市長の

所見をお伺いするものであります。

次に、本市における交付金はどのくらい見込まれるのか、お伺いします。

４点目は、第６期介護保険事業計画についてであります。

ご存じのとおり、２０００年に介護保険が導入され、もう１５年たつということ

で、これまでも介護保険事業に懸命に取り組んできたと思います。しかし、団塊の世

代、昭和２２年から２４年生まれの方がすべて７５歳以上となる２０２５年が、一番

のピークということで、さらにこの介護保険事業については安心して住み続けられ

る、そういった介護保険事業の計画を目指して質問をさせていただきます。

１点目は、事業計画の基本目標、昨年６月実施された日常生活圏域ニーズ調査結果

がどのように反映されているのか。

２点目は、事業計画における所得段階区分の考え方について。

３点目は、介護サービスの利用と給付費の今後の見込みについて。

４点目は、介護保険料の見通しと全国平均月額５千５５０円推計との違いについ

て。

５点目は、介護人材の確保の取り組みについて。

６点目は、認知症が２０２５年に７００万人となり、６５歳以上で５人に１人が認
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知症になると推計されております。支援体制の充実の考え方についてお伺いいたしま

す。

きょう傍聴にこられている市民の皆さんも、とても関心が高いことだと思いますの

で、市民にわかりやすくお答えください。

次に、要介護が軽い要支援１・２の高齢者向けサービスの一部を、４月以降、全国

一律の介護保険給付から切り離しして、市区町村事業に移行されます。市区町村に移

されるサービスと本市の実施時期についてお伺いします。

５点目は、男鹿駅周辺整備計画についてであります。

去る１月２０日、市議会全員協議会に整備方針が示されました。

１、都市中核ゾーンとしての求心力の回復と交流の推進。

２、男鹿市全体の活性化を見据えた、歩いて暮らせるまちづくりの実現。

３、男鹿観光の玄関口としての魅力の向上、強化。

整備にあたっては、観光資源と農林水産物等の資源の有効活用と、地場産品を活用

した特産品はもとより、女性をターゲットとした食の提供・販売を促進し、従来、本

市に対して抱かれてきた男性的な観光イメージからの転換を図り、男鹿観光の再構築

につなげていく新たな観光複合施設を整備する計画を明らかにされ、市民参加による

施設運営、公設民営方式を行い、新たなまちづくりを展開するとのことでした。それ

が成功するには、民間の協力、事業者の協力が必要であることから、各団体の意見を

聞くと答弁されておりました。

その後の状況や、具体的にどのようなことをお考えなのかをお伺いいたします。

６点目は、漂流、堆積ごみ回収支援についてであります。

環境省は２０１５年度から、日本近海で漂流したり、海底に堆積したるするごみの

回収を支援する事業を始めました。方法として、底引き網で集めることなどを想定し

ております。海岸に漂着したごみの処理では、既に自治体に補助金を出しておりま

す。この事業は対象を拡大し、海の浄化に取り組むもので、観光文化都市の本市とし

て、どのように推し進めていくのかお伺いします。

次に、漂着ごみの処理義務は自治体にあり、国は２００９年度から処理費用の全額

を補助しております。本市の年間の回収量と費用、あわせて補助金額についてお伺い

します。
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７点目は、公共施設の管理計画についてであります。

人口減や税収減などを踏まえ、公共施設のあり方について、市が保有する施設は今

後コストの増大が見込まれ、すべてを保有していくことは市の財政を圧迫し、困難と

思われます。このことから、市の保有する施設維持管理費についてお伺いします。あ

わせて、全施設の管理の方向性、民間への売却などはないのか、お伺いします。

次に、橋やトンネルといった道路施設は、高度経済成長期に集中整備され、県内で

も高齢化が進んでおります。全県的改修に取り組む動きが本格化しておりますが、本

市の対応についてお伺いします。

次に、生活排水処理は原則的に受益者の負担で行われるため、人口が減ると使用量

収入も落ちることなどから、事業の効率化と設備更新による将来的な財政負担を軽減

して、生活に必要な社会インフラを維持管理する必要があります。県、中央地区の生

活排水の共同処理の協議状況について、お伺いします。

市長の前向きな答弁を期待して、最初の質問といたします。

○議長（三浦利通君） 渡部市長

【市長 渡部幸男君 登壇】

○市長（渡部幸男君） 米谷議員のご質問にお答えいたします。

ご質問の第１点は、公共工事についてであります。

まず、今年度の一般会計及び公営企業会計の工事費は、本定例会に提案している補

正予算を含め、２３億６千３０７万５千円で、前年度実績との対比では１０．２パー

セントの減となっております。

内訳としては、一般会計が１３億５４８万円で２０．８パーセントの減、上水道事

業会計が４億４千９１３万３千円で２．７パーセントの増、ガス事業会計が１億７千

７３０万３千円で１０．９パーセントの増、下水道事業会計が３億３千６４５万７千

円で１２．２パーセントの減となっております。

一般会計で減となった主な要因としては、平成２５年度において、男鹿東中学校グ

ラウンド整備事業及び農業水利施設改修事業などの、平成２４年度からの繰り越し事

業を実施したことによるものであります。

当初予算での公共工事は、今年度の予算と比較して１．７パーセントの減となる、

２３億２千２５１万９千円を措置しております。
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次に、市道の維持管理は、緊急性などを考慮し対応しております。

道路補修工事費のこれまでの実績は、平成２１年度が１億１千５４５万３千円、平

成２２年度が１億４６６万９千円、平成２３年度が１億３６６万１千円、平成２４年

度が１億１千４４万２千円、２５年度が１億４千８９４万１千円となっております。

なお、今年度の予算総額は、平成２５年度からの繰越額及び補正予算を含め、１億

３千万円となるものであります。

平成２７年度以降の道路補修工事については、道路利用者の安全を確保するため、

適切に対応してまいります。

次に、公共工事設計労務単価についてでありますが、本市の公共工事設計にあたっ

ては、県の労務単価を運用しております。県では、国の労務単価改定に伴い、２月か

ら適用する労務単価を改定しております。今後の労務単価につきましても、県の改定

に合わせて対応してまいります。

ご質問の第２点は、住宅リフォーム助成事業の継続についてであります。

平成２２年度に創設した制度であり、制度開始後５年が経過し、平成２７年２月末

までの累計で、補助金４億４千６８６万３千円を交付しております。平成２７年度は

条件を見直し、市で重点的に取り組んでいる子育て、環境、福祉世帯への支援に限定

した事業として取り組んでまいります。

ご質問の第３点は、地方活性化交付金についてであります。

まず、地方創生先行施策や地方版総合戦略の策定など、本市の活性化への取り組み

についてであります。

地方創生先行型については、地域住民生活等緊急支援のための交付金を活用し、少

子化対策として、出会いサポートセンター事業、親元近居同居支援事業、子育て支援

応援プラン事業のほか、妊娠・出産・育児に関する切れ目のない支援事業などを、観

光振興策として、インバウンド促進事業、教育旅行誘致促進事業などを実施し、人口

減少対策や交流人口の拡大に努めてまいります。

また、地方版総合戦略は、国の長期ビジョン及び国の総合戦略が定める政策を勘案

しつつ、当該地方公共団体における地方人口ビジョンを踏まえ、雇用の創出、地方へ

の人の流れをつくる、若い世代の結婚・出産・子育て支援及び地域づくりの４つの分

野において、地域の実情に応じた、平成２７年度から平成３１年度までの５カ年の目
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標や施策の基本方向、具体的な施策をまとめるものであります。

市では、平成２７年度に策定してまいります。策定にあたっては、庁内にプロジェ

クトチームを設置し、将来展望に必要な調査分析を行うとともに、住民をはじめ産業

界、関係行政機関、教育機関、金融機関、労働団体、マスメディア等で構成する推進

組織を設置し、総合戦略の基本目標や施策などについて広く関係者の意見を反映して

まいる考えであり、関連予算を本定例会に提案いたしております。

次に、本市の交付金についてでありますが、地域住民生活等緊急支援のための交付

金、地域消費喚起生活支援型では７千４２６万９千円、地方創生先行型では６千７万

９千円、合わせて１億３千４３４万８千円となっております。

ご質問の第４点は、第６期介護保険事業計画についてであります。

まず、計画の基本目標でありますが、介護予防の推進、生きがいづくり、社会参加

の促進、安心で快適な生活の確保、地域包括ケアシステムの構築、介護保険サービス

の充実を５つの柱として掲げております。

次に、昨年６月に実施しました日常生活圏域ニーズ調査についてであります。

本調査は、市民の日常生活の状況、身体の状況、健康づくりに対する意識、福祉、

介護保険事業に関する意見などを伺い、計画づくりの参考資料として活用するために

実施したものであります。この結果を将来の要介護認定者数の推計に反映しておりま

す。

次に、事業計画における所得段階区分の考え方についてでありますが、国では、保

険料負担の応能性を高めるため、現行の６段階を９段階に見直したものであります。

内容としては、市民税が世帯非課税の第１段階と第２段階を統合し、世帯非課税の第

３段階、本人非課税で世帯に課税者がいる第４段階、本人課税者である第５段階及び

第６段階を、それぞれ２段階ずつに分割するものであります。

次に、介護サービスの利用と標準給付費の今後の見通しについてでありますが、介

護サービス利用のもととなる要介護認定者数は、第６期介護保険事業計画では、平成

２７年度は２千９２７人、平成２８年度は３千４０人、平成２９年度は３千１７７人

と推定しております。

また、標準給付費につきましては、平成２６年度３月補正で４４億４千３４９万５

千円と見込んでおります。第６期介護保険事業計画期間では、平成２７年度は４４億
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１千９万２千円、平成２８年度は４５億２千３３９万２千円、平成２９年度は４５億

９千４１６万５千円となり、３年間で１３５億２千７６４万９千円と見込んでおりま

す。

次に、介護保険料の見直しと全国平均月額との違いについてでありますが、第６期

介護保険事業計画期間の月額介護保険料は、６千６４５円として条例改正案を今定例

会へ提案しております。これは、財務省が平成２７年１月発表した、平成２７年度社

会保障関係予算での介護保険料の全国平均月額５千５５０円と比較しますと、１千９

５円高くなっております。その要因は、１人当たりの介護給付費が、平成２４年度の

全国平均２４万７千５３７円であるのに対し、男鹿市は３４万７千３００円となって

いるためであります。

次に、介護人材の確保の取り組みについてでありますが、本市では、男鹿市就業資

格取得支援助成金交付事業として、社会福祉協議会で行っている介護職員初任者研修

の修了者に対して、費用助成を実施しております。今年度の助成金交付者数は９人で

あり、うち２人が介護施設に就職しております。

次に、認知症の支援体制についてであります。

１２月定例会でもお答えしておりますが、市民の皆様に認知症について正しく理解

していただき、認知症の人や家族を温かく見守る応援者になっていただく、認知サ

ポーター養成講座の開催、男鹿市民健康フェスタにおける専門員による認知症に関す

る講演の実施、認知症などによる徘徊高齢者を早期に発見する仕組みである、地域で

見守る早期発見ネットワーク事業を実施しております。また、介護保険制度の改正に

より、新たに認知症初期集中支援チーム、認知症地域支援推進員を設置することとな

り、来年度から訪問支援に取り組んでまいります。さらに、来年度からの新規事業と

して、ＧＰＳ端末を利用する場合の徘徊高齢者位置探索システム利用助成事業、認知

症チェッカーの導入事業を当初予算に計上いたしております。

次に、要支援１・２の高齢者向けサービスの一部を市町村事業に移行する実施時期

についてであります。

この事業は、要支援１・２と判定された高齢者のホームヘルプサービス、デイサー

ビスについて、地域の実情に応じてサービス内容や利用料を市で決めて実施するもの

であります。既存の介護事業者だけでなく、ＮＰＯやボランティアなど、多様な主体
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の活用してサービスを提供することになるもので、早期にサービス提供体制を整え、

来年度中の実施を目指してまいります。

ご質問の第５点は、男鹿駅周辺整備計画についてであります。

市では昨年来、地元町内会長や男鹿市商工会、男鹿市観光協会、地元金融機関など

で構成する、男鹿駅前整備計画検討委員会において意見の聞き取りを行ってまいりま

した。２月１６日には、船川地区の若手経営者等で構成される、男鹿企業振興会と意

見交換を行いました。また、２月２５日には、市内の物販、生鮮魚介卸売、加工、飲

食事業者の方などを対象として事業説明会を行い、３２事業者の参加があったもので

あります。

今後は、観光複合施設の整備について、物販及び商品開発、飲食、市民参加及び交

流拡大等、各テーマに分類し、それぞれ関連する団体や事業者等との意見交換の場を

設け、全体プランニングを進めてまいります。

ご質問の第６点は、漂流、堆積ごみ回収支援についてであります。

まず、環境省の海岸漂着物等地域対策推進事業についてでありますが、美しく豊か

な自然を保護するための海岸における良好な景観及び環境の保全に係る海岸漂着物等

の処理等の推進に関する法律に基づき、県が策定した秋田県海岸漂着物対策推進地域

計画の重点区域海岸で実施する事業に対し、県に補助金が交付されます。市では、琴

浜海岸が重点区域海岸に指定されており、海岸管理者である県が事業主体となって、

漂着物等の回収・処理を実施しております。

なお、漂流、海底ごみの回収事業については、環境省が補助事業の対象に加えると

しておりますが、具体的な内容は現時点で示されていないものであります。

次に、本市の年間回収量と費用及び補助金額についてでありますが、町内会などが

海岸清掃活動等で集積したものや、戸賀湾の環境整備で市が回収処理した漂着ごみの

量は、平成２５年度が約８１トン、平成２６年度は現在のところ約４５トンでありま

す。また、回収費用は、平成２５年度が約１８８万円、平成２６年度は現在まで約１

９万円であります。

琴浜海岸以外は重点区域海岸に指定されていないことから、補助金は交付されてい

ないものであります。

ご質問の第７点は、公共施設の管理計画についてであります。
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まず、市の保有する施設数、維持管理費でありますが、公営企業会計が管理する施

設を除いた施設数は６６３施設で、施設の維持管理に要した経費は、平成２５年度で

は１４億５千２４７万１千円となっております。また、施設の管理については、先ほ

ども申し上げておりますが、今後、公共施設等総合管理計画の策定に取り組んでまい

ります。また、民間への売却については、計画策定の中で検討してまいります。

次に、道路施設等の改修の取り組みについてでありますが、平成２５年６月に、県

内２５市町村の道路ストック長寿命化に向けた協議を行うための、市町村橋梁等長寿

命化連絡協議会が設立され、本市では、老朽化対策について、同協議会からの情報等

を参考としながら、橋梁の点検、修繕工事を行ってきたところであります。また、平

成２６年５月に、国土交通省が中心となって設立した秋田県道路メンテナンス会議に

おいて、同協議会が道路施設点検業務を集約して業者に発注する、包括発注業務を実

施することとなりました。本市でも、新年度の点検業務から同協議会に委託してまい

ります。

次に、県中央地区の生活排水の共同処理の協議状況についてであります。

人口減少下での生活排水処理事業の効率化と維持管理コストの低減を図るには、広

域共同処理による施設の統廃合が必要となっております。男鹿地区衛生処理一部事務

組合の男鹿地区衛生センターが、流域下水道へ接続した場合の費用対効果について、

一部事務組合と協議してまいります。また、五里合地区農業集落排水についても、施

設の大規模改修の時期に合わせて、流域下水道へ接続する場合の技術的な課題や費用

対効果を検討してまいりたいと存じます。

○議長（三浦利通君） ３番米谷勝君

○３番（米谷勝君） 大分細かく答弁していただきましてありがとうございました。も

うちょっとこう、中身を聞きたいと思います。

まず、１点目の公共工事についてでありますが、市長が就任して以来の道路維持費

の推移を見ますと、まず、最近の２５年度の決算額で１億４千８９４万１千円、２６

年度、今回の補正３千万円を含めまして１億３千万円では、前年度より約１千９００

万円ばかり少ないんですけども、先ほども話したように、市道の延長が伸びて、しか

も道路補修のために交付税も来てると。そういう中でね、やはり市民要望にこたえる

ためには、やっぱり前年度並みぐらいの予算措置をしていかないと、私は対応できな
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いんじゃないかなと思っているんですけども、市長は先ほどの答弁で、緊急性を考え

てとかって言われてるんですけどもね、今、各町内会長がね、非常に心配してること

があるんですよ。お願いして、その年とか、それから次の年にでかしていただいた小

規模な仕事に対しては、対応してすぐできているんですけどもね、ちょっとお金がか

かるようなものに対しては、要望してから、その後何にもないと。これどうなってる

のかなということを、こう、会長方、いろいろな町内会の会議の中とかで聞かれるら

しいんですよ。そうすると、会長方の言う言葉っていうのはね、市の方にお願いして

あるって、あと終わるんですよね。だからどうかですね、こういう長い時間かかるよ

うなものについては、市の方からもうちょっとね、今、どういう状態とかっていうこ

とを教えていただけるようなね、何か対策とっていただけないものかですね。それと

同時にね、今の市民要望、どのぐらいあってね、どのように取り組む考えなのか、お

聞かせください。

○議長（三浦利通君） 原田産業建設部長

【産業建設部長 原田良作君 登壇】

○産業建設部長（原田良作君） お答えいたします。

まず、道路補修の件ですが、簡単な舗装程度であれば、すぐ対応している実態がご

ざいます。ただ、大規模な改修になってまいりますと、どうしても関連する補助制

度、そういったものを調べながら調査もかかります。そういったことで長くなるケー

スがございます。こういったものに関しましては、町内会から要望のあったものに関

しましては、これからできるだけ説明しながら進めていきたいと思っておりますの

で、よろしくお願いいたします。

要望の件数ですが、小規模改善、側溝等合わせまして、２６年度ですが、合わせて

４３３件ございました。こういったものに関しましては、要望・陳情によるものは１

８カ所、要望そのものは８件でございますが、細かいところも合わせまして、４３３

のうちの３３６に関しましては処理をしているところでございます。残り未処理分が

まだ９７あるわけですが、こちらに関しては早急に対応したいと考えておりますの

で、よろしくお願いいたします。

○３番（米谷勝君） 予算。

○議長（三浦利通君） 原田産業建設部長
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【産業建設部長 原田良作君 登壇】

○産業建設部長（原田良作君） 予算に関しましては、先ほど１億３千万という話もご

ざいました。去年１億４千８００万というのが、前年度からの繰り越しもございます

ので、そういった額になっているところでございます。できるだけご不便かけないよ

うな形で、これからも、当然まず来年度、２７年度補正になるわけですけれども、そ

こら辺で考えさせていただければと思っておりますので、よろしくお願いいたしま

す。

○議長（三浦利通君） 米谷議員

○３番（米谷勝君） まず一つ、予算のことでちょっとあやふやな、何かよくわからな

いような答弁ですので、私言ってるのはね、２５年度と比べて２６年度、市道延長も

伸びてる中で、予算、同額ぐらいであれば対応できるけども、ちょっと前の年よりも

１千９００万円ぐらい少ないので、これに対してどうかという考え方を聞いたんです

けども、先ほど、２７年度の補正で対応するという答弁だと私聞こえたんですけど

も、そのことについてもう少し。

あとそれとね、町内会長に対して、今度、説明しながら進めていくったけども、本当

にこれ大丈夫なんですか。そうすると、今までは何もやってねがったっていうこと

で、これからはやっていくと、そういうことでよろしいですか。要するに時間が長く

かかるやつね。この公共工事についてはこのこと、予算について、もう少し。先ほど

のことをちょっと聞こえないというか、ちょっと確認的な。

○議長（三浦利通君） 米谷議員、一問一答なので、一問ずつ整理しながら発言、質問

していただければと思いますので、よろしくお願いします。

○３番（米谷勝君） うん、だから一問一答の予算。

○議長（三浦利通君） あれもこれもとなると一問一答でなくなりますので、よろしく

お願いします。

原田産業建設部長

【産業建設部長 原田良作君 登壇】

○産業建設部長（原田良作君） お答えいたします。失礼いたしました。

２５年度予算につきましては、海フェスタというイベントがございました。あれで

市道を直した部分があったということで、その分で若干ふくらんでるものがあるとい
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うことでございます。

これまでも道路維持費につきましては、最初、年度当初ですね、全額という形で措

置はしてこなかったという事情がございます。必要なものにつきましては、その都

度、緊急性見きわめながら補正対応してきたというところもございますので、２７年

度につきましてもそういうふうな対応をさせていただきたいということでございます

ので、よろしくお願いいたします。

○議長（三浦利通君） 米谷議員

○３番（米谷勝君） 最後にちょっと聞き取れないっておかしいんですけども、２７年

度、そうすればどういう対応するっていうことですか。

○議長（三浦利通君） 原田産業建設部長

【産業建設部長 原田良作君 登壇】

○産業建設部長（原田良作君） 必要なものに関しましては、その都度、補正予算で対

応させていただくというふうに申し上げたところでございます。

○議長（三浦利通君） 米谷議員

○３番（米谷勝君） 余り時間とりたくないんですけども、よくわからないので、もう

一回聞きます。必要なものについてということ、どういうことですか。必要なものに

ついてということは、そうすれば２７年度は必要なものってどのぐらいあるんです

か。

○議長（三浦利通君） 原田産業建設部長

【産業建設部長 原田良作君 登壇】

○産業建設部長（原田良作君） 詳しい数字は手元にございませんけれども、道路維持

費に関しましては、計画された道路改良とまた違いまして、その都度出てくるものも

ございます。こういったものに対して、一般財源で手当てしているところもございま

すので、その都度補正というふうに申し上げたところです。

○議長（三浦利通君） 米谷議員

○３番（米谷勝君） そうすれば、次に住宅リフォーム助成事業についてお伺いしま

す。

非常にこれ、住宅リフォーム助成事業、期待してる人方いっぱいいまして、心配し

ておりますのでね。まず、対象工事からですね、今年度考えている一般というものを
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除くとですね、一般の住宅リフォームの実績っていうのは、先ほども話されておりま

したけども、平成の２２年からですね２７年の１月末までにね、対象工事が１千２４

０件、１９億１千９００万円と、さらにですね、県の対象工事も含めると莫大な金額

なんですよ。県の対象工事、ちょっとわかりませんけどもね。これはですね、県の工

事施工者は、県内または市町村の業者で、一般除いた市町村は市内業者を活用しなく

ともよくなることが、私は非常に市内の、男鹿市の経済の活性化につながらいと思

うんですよ。２６年度は、増改築、リフォーム工事に対してと、さらに福祉対策、環

境対策、子育て対策に該当する方に補助しております。工事の施工者は市内業者に

限ったために、市内の経済効果が大きかったわけです。増改築、リフォーム工事の今

回の福祉、環境、子育て世帯が住宅をリフォームする場合は、補助金を交付するとあ

りますが、具体的にお聞かせください。

それからですね、これでは住宅リフォーム助成事業の目的に沿わないのではないか

と、こう思ってるんですが、そのことについてもあわせてお聞かせください。

○議長（三浦利通君） 原田産業建設部長

【産業建設部長 原田良作君 登壇】

○産業建設部長（原田良作君） お答えをいたします。

市長申し上げましたとおり、平成２７年度につきましては、福祉世帯、子育て世帯、

環境対策ということで、３本の柱でやっていきたいというものでございます。まず環

境対策に関しましては、上下水道への接続、あるいはガスへの接続、あとは太陽光発

電の設置というふうなものに限られるわけですけれども、福祉と子育て世帯につきま

しては、特に工事に関してこういったものという縛りはございません。福祉に関しま

しては、自宅に、障がい者手帳、あるいは療育手帳持った方、あるいは介護保険の認

定を受けた方がおられれば使えるという制度でございます。子育て世帯に関しまして

は、１８歳未満の子どもがいる世帯、あるいは妊婦さんのいる世帯という縛りがござ

います。工事に関しては、この福祉、子育て世帯に関しては、縛りは特にございま

せん。そういった運用をしたいというふうに考えているところでございます。

○議長（三浦利通君） 米谷議員

○３番（米谷勝君） 具体的に聞いたんですけども、なかなか具体的な話が出てきま

せんので、違った方向からちょっと質問したいと思います。
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このですね、これ補助金ですのでね、補助金の交付要綱とかってこれあると思うん

ですけどもね。やはり事業実施のね、要綱と、やっぱり目的とか補助対象者など定め

たものは当然ありますよね。そこにどういうふうに目的を定めているものですか。こ

れをね、変えるということはね、市民の人方よっぽどでないとわからないんですよ。

だから県でも市町村でも、この補助要綱っていうのは、こんなに簡単に変えてないん

ですよ。前のね、２６年度にやったときはね、男鹿市の住宅リフォーム助成事業のご

案内と、こうありますけどもね、これ補助要綱でないです。別に補助要綱あるでしょ

う。これ見るとね、やっぱり住宅リフォームっていうのは増改築、それからリフォー

ム工事って、必ず入るんですよ。それに対して１０パーセント、２６年度で。そし

て、さらに、さらにですよ、それが基本になるんですもの。さらに福祉対策、環境、

子育て対策ね。その方々に、今度２０パーセント。１０パーセントよりもふやして２

０パーセント、事業を拡大してるんですよ。これを今度、この上の方とるわけですよ

ね。だからそれを目的、今度、補助要綱にせば何として書かれたか。我々男鹿市の場

合、非常に、これだけじゃなくて、ほかの方もあると、これからまず今質問しますけ

どもね。こういう国の補助要綱っていうのは、きちっとしてるんですよ。国からの補

助金ある場合はね。私はこの単独のね、男鹿市のこの補助要綱っていうのは、本当に

大丈夫かなと思って聞いてるんですけども、そのことについて、補助要綱の中の事業

実施要綱で、目的、補助対象工事、補助対象者など、そういう定めがあるのかどう

か、それについてお聞かせください。

○議長（三浦利通君） 原田産業建設部長

【産業建設部長 原田良作君 登壇】

○産業建設部長（原田良作君） お答えをいたします。

要綱そのものは、男鹿市住宅リフォーム助成事業補助金交付要綱という要綱がござ

います。第１条に目的がありまして、この要綱は、市内の業者が活用して自宅のリフ

ォーム工事を行うものに対して、補助金を予算の範囲内で交付すると。もって、市内

経済の活性化及び市民の居住環境の質の向上を図ることを目的とするというものでご

ざいます。

なお、補助金の額につきましては、一般の工事は今のところ、工事の１０パーセン

ト相当額。工事そのものが３０万以上という条件がございますが、その１０パーセン
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ト。額が１５万円を超えるときは上限１５万ということになっております。

なお、先ほど申しました福祉世帯、子育て世帯、あるいは環境世帯につきまして

は、補助金の率を２０パーセント相当、一般に上積みとするという形ではなくて、そ

もそも２０パーセント相当額とするというふうな要綱となっております。

以上でございます。

○議長（三浦利通君） 米谷議員

○３番（米谷勝君） そうすると、一般分を除くということは、補助要綱の中で何かこ

う、決裁か何かで今後変えるということですか。どうなんですか。そのことについ

て。

○議長（三浦利通君） 原田産業建設部長

【産業建設部長 原田良作君 登壇】

○産業建設部長（原田良作君） お答えいたします。

補助要綱に関しましては、今、予算案を提案しているところでもございます。本定

例会が終了して、この４月１日、新たなその枠組みが始まりますまでの間に、決裁で

改正させていただきたいというふうに考えております。

○議長（三浦利通君） 米谷議員

○３番（米谷勝君） 住宅リフォームのことについて、もう少し。

あのですね、今、補助要綱あるという話と、これから、議会終わってから決裁でと

いう話だけども、そうすれば様子を見てということでよろしいですか。

○議長（三浦利通君） 原田産業建設部長

【産業建設部長 原田良作君 登壇】

○産業建設部長（原田良作君） お答えいたします。

今回、予算を提案してございますので、議会終了後というふうに申し上げたところ

でございます。

○議長（三浦利通君） 米谷議員

○３番（米谷勝君） それとね、私、今、産業建設部長が補助要綱あると言ったけど

も、私、この件について、ほかの市町村でどうなってるのかな、まあ県も含めてどう

なってるのかなと思って見たら、ほかの市町村は補助要綱をインターネットで見られ

ました。男鹿市の場合はありません。これが、市民の人方が、ここでやっぱり悩むん
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ですよ。私は、だからないと思って今日聞いたら、あると言うけどもね、後で私見せ

ていただきたいと思います。

今ね、いろんなもの、みんなインターネットでこう流してるでしょう。ほかの市町

村で、この住宅リフォームね、告示行為でやってるとこもあるんですよ。やっぱり

みんな、市民に周知してもらいたいんですよね。何かこう、いいことやってて、こう

隠しているような感じしてならないんですよ。だからその中身の目的も、ころころこ

ろころって変わっていくわけでしょう。要するに、市民要望にこたえていないんです

よね。やっぱりね、税金を使うんだったらね、やっぱり市民要望にこたえる形でいか

ないと、やっぱりそれから基本的な考え方、これだけはやっぱり変えてほしくない。

それから、規則とか手続、こういうものについてはきちっとやっていかないと、自分

のお金使うんでないんですよ。それについて、これは答弁いりませんけども。

次に、３番目の地方活性化交付金についてお伺いします。

まず、プレミアム付きの商品券の助成事業ということで、こう考えてるようですけ

ども、やはりこれが一番のですね、今回の地元商店の活性化も狙いの一つだと思いま

すので、何とかこの件についてね、対象者、活性化するため対象者をどのように考え

ているのか。それと、経済効果の見通しについて、あわせてお伺いいたします。

○議長（三浦利通君） 原田産業建設部長

【産業建設部長 原田良作君 登壇】

○産業建設部長（原田良作君） お答えをいたします。

プレミアム商品券に関しましては、政府の交付金の関係の事業ということでござい

ます。４月以降予定しているわけでございますが、今のところ１万円で２割のプレミ

アムがついた商品券が購入できると。１万円出すと１万２千分の商品券を購入できる

というふうな制度にしたいというふうに考えております。実施主体は、これまで商品

券の発行実績のあります商工会の方と、今、鋭意詰めているところでございます。購

入に関しましては、プレミアム商品券そのものが市内の方であれば購入できるという

ふうな制度にしたいと考えております。ただ、発行部数にやっぱり限りが出てまいり

ますので、それはある程度制限を、まあ１世帯当たり５万円にするのか、地域振興券

ですか、のときは、１人当たり５万円というふうな縛りをつけております。この辺に

関しては、取り扱い側の商工会でやりやすい方ということで、今、その制度について
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は詰めているところでございます。

経済波及効果についてでございますが、このプレミアム商品券発行の制度の中で、

国の方からアンケート調査、できるだけ実施することが望ましいというふうな説明が

ございました。このアンケート調査の中には、プレミアム商品券で買い物した際、そ

の商品券以外にどのくらい支出したかというふうな項目もございます。こういったも

ので累計していくことは、将来的には可能かなというふうに考えておりますので、よ

ろしくお願いいたします。

○議長（三浦利通君） 米谷議員

○３番（米谷勝君） 先ほどの経済効果の見込みについて伺ったんですけども、これ

は、プレミアム付き商品券のこの事業のこれは、経済効果というのは見込めないんで

すか。私の耳に入ってきてるのは、何か３億円だとか、３億５千万円とかって聞こえ

てくるんですけども、これは見込めないということなんですか。

○議長（三浦利通君） 原田産業建設部長

【産業建設部長 原田良作君 登壇】

○産業建設部長（原田良作君） 失礼いたしました。販売額の件から申し上げたいと思

います。

今のところ、販売額と、発行冊数が２万２千５００冊で、総額、プレミアム分を含

めまして２億７千万円の商品券を発行するというふうな予定になってございます。発

行額面が２万２千５００円プラス、プレミアム分として２割分、４千５００万という

ことで、額面総額は２億７千万円。こちらをプレミアム付き商品券として発行する予

定としているということでございます。

これがすべて利用されれば、１次波及効果ということで２億７千万円の効果がまず

あったということになるわけですが、２次波及効果以降につきましては、いわゆる先

ほど申し上げましたアンケート調査、あるいは経済連関表、そういったものを使わな

いと出てまいりませんので、今のところ、そちらの予測はしてございません。

よろしくお願いします。

○議長（三浦利通君） 米谷議員

○３番（米谷勝君） ちょっと私、質問していくやつ、今度わからなくなるんですけど

も、プレミアム商品券が２万２千５００円ってことだすか。冊だすべ。
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時間がなくなるので、早く。

あのですね、今、人口減少対策でね、市役所の方に設置した人口問題対策検討チー

ムっていうのが組織されております。その後、何回会議を開いてですね、どのような

検討がなされているのか。そして、本市が人口減少の目玉として何に取り組んでいこ

うとしているのかお伺いします。

○議長（三浦利通君） 山本総務企画部長

【総務企画部長 山本春司君 登壇】

○総務企画部長（山本春司君） お答えいたします。

男鹿市人口問題対策検討チームでの検討内容でございますけれども、検討会はこれ

まで７回開催しておりまして、新規事業等についての検討を行ってきております。検

討した内容といたしましては、民間で出会いの場の創出に対する補助金制度、住宅取

得費用の一部助成とか新婚家庭への支援等について、いろいろこう検討されたわけで

すけれども、結果的には提案までには至らなかったところでございます。

今回の目玉といたしましては、やはり人口減問題が一番大きな問題となっておりま

すので、結婚支援センターを市役所内に設置いたしまして、結婚支援に取り組んでい

きたいというふうに考えているところでございます。

よろしくお願いします。

○議長（三浦利通君） 米谷議員

○３番（米谷勝君） 本市の活性化のためですね、地方版の総合戦略について、まち・

ひと・しごと創生総合戦略、こういう推進のために、先ほど何かプロジェクトを組織

していく話なんですけども、ぜひですね、推進するための組織、検討してですね、何

とか市民の意見を取り組むことを考えていただきたいと思いますが、その辺につい

て。

○議長（三浦利通君） 山本総務企画部長

【総務企画部長 山本春司君 登壇】

○総務企画部長（山本春司君） お答えいたします。

庁内にプロジェクトチーム立ち上げまして、部長以上、特別職での本部を設置する

予定でございます。そのほか、その下部組織として、課長等で組織する幹事会を設け

まして、計画の素案等を策定していくことになると思いますが、民間の方々のご意見
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ということでありますが、これにつきましては、先ほど市長も何回か答弁しておりま

すとおり、民間の学校関係、あるいは産業関係、市民の代表の方、金融機関等、そう

いった幅広い労働団体、マスメディア等も含めた推進組織を設置いたしまして、い

ろんなご意見等を踏まえながら策定していくというふうにしておりますので、よろし

くお願いいたします。

○議長（三浦利通君） 米谷議員

○３番（米谷勝君） 次に進ませていただきます。男鹿駅周辺整備計画のことについて

なんですけどもね、農林水産物等の資源の有効活用と、地場産品を活用した特産品、

女性をターゲットとした食の提供・販売を促進し、男性的な観光イメージからの転換

を図ると方向を示されておりますが、６次産業化についてと、女性をターゲットとし

た食の提供・販売について、どのようなことを行うのかお聞かせください。

○議長（三浦利通君） 山本総務企画部長

【総務企画部長 山本春司君 登壇】

○総務企画部長（山本春司君） お答えいたします。

私からは、女性をターゲットとした取り組み、どういうことかということに対して

のご質問にお答えいたします。

これにつきましては、先ほど市長がお答えしましたように、これまで商工会の検討

委員会、あるいは市内の男鹿市企業振興会との意見交換を行っております。そのほ

か、事業説明会を事業者等を対象にいたしまして行っておりまして、この後、さらに

物産販売及び商品開発、それに飲食関連、それと市民参加及び交流拡大といった各分

野のテーマを設けまして、そのテーマごとに関係団体、事業者等との意見交換を行い

ながら、具体的な内容について定めていきたいというふうに考えておりますので、よ

ろしくお願いいたします。

○議長（三浦利通君） 米谷議員

○３番（米谷勝君） ６次産業化。

○議長（三浦利通君） 原田産業建設部長

【産業建設部長 原田良作君 登壇】

○産業建設部長（原田良作君） 失礼いたしました。

この男鹿駅周辺整備計画の中での６次産業ということで、特化して申し上げたいと
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思います。

このたび、６次産業化ということでは、男鹿市内で急速冷凍機の導入、これに関し

て今、大変興味を示している事業者がおられます。細胞が生きたまま凍らせるという

ことで、解凍しても生の本当に新鮮な状態が保てるというふうな機械でございます。

今まだいろいろ詰めてる状態ですけれども、こういったものにも支援をしつつ、販

売、それから料理の食材等に使うというふうな形の６次産業化を目指してまいりたい

と考えております。

よろしくお願いします。

○議長（三浦利通君） 米谷議員

○３番（米谷勝君） ６次産業化の推進を図るために、急速冷凍機等の導入に対してど

うのこうの、支援とかって話出ましたけども、この間の市長の市政運営に対する主な

施策のときにも話されてもおりましたけどもね、こういうものを行おうとするときは

ですね、男鹿市の総合計画の話をしながらしていたと思うんですけども、こういうも

ののね、位置づけとかね、そういうものについてはどのように考えているものです

か。そのことについてお聞かせいただきたい。

○議長（三浦利通君） 原田産業建設部長

【産業建設部長 原田良作君 登壇】

○産業建設部長（原田良作君） お答えをいたします。

総合計画の中で、特別この急速冷凍という文字は出てこないわけですけれども、水

産物加工というふうな範疇に入ってくるというふうに考えております。

○議長（三浦利通君） 米谷議員

○３番（米谷勝君） 最後にもう一つだけ質問させていただきたいと思います。

一番最後の、漂流、堆積ごみの回収についてお伺いします。

先ほど、いろいろとこう、県が策定した重点地域に琴浜海岸が指定されて、県が実

施するものとかって、いろいろ話されておりますけども、さっきも私、質問のとき話

したんですけどもね、処理義務っていうのは自治体にあるということと、あと、処理

費用について、国では全額補助してるっていうそういう中身の中でね、これ、海岸は

県の管理となるかどうかと思いますけども、これらについてね、やっぱり地元の方々

の協力はもちろんですけども、やはり大雨のときとかね、台風シーズンだとか、海岸
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に手で処理できないものをかなり焼却するんですよ。そのことについては、何とかひ

とつ県の方と協議して、やはり機械導入とかそういうものをして検討していただきた

いと思いますが、そのことについて。

○議長（三浦利通君） 船木市民福祉部長

【市民福祉部長 船木道晴君 登壇】

○市民福祉部長（船木道晴君） これまでの海岸の漂着物につきましては、地元の町内

会等と一緒になって、市で一緒になって処理をしてございます。今後とも、そういう

ような状況にあるところであれば、町内会とともに一体となって、そういうものの処

理に努めて。

○３番（米谷勝君） 大きいもの。

○市民福祉部長（船木道晴君） ええ、それは必要に応じて、回収するための重機等、

それは市の方で考えますけれども、当然、地域の方々のご協力も必要となりますの

で、今後、地域の方々と、もう一つは海岸管理者であります県、こちらと連携しなが

ら処理に努めていきたいと考えております。

○議長（三浦利通君） 以上で、３番米谷勝君の質問を終結いたします。

○３番（米谷勝君） はい、ありがとうございました。

○議長（三浦利通君） 本日の議事は終了いたしました。

明日４日、午前１０時より本会議を再開し、引き続き、一般質問を行うことにいた

します。

本日は、これにて散会いたします。

大変どうも御苦さんでした。

午後 ４時５１分 散 会


